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労 務 理 論 学会 『研 究 年報 』第 9 号 の 刊行 に あた っ て

　 労 務 理 論学 会 第 9 回 全 国大 会 の 期 日は 、 1999年 の 6月 25H （金 ） 26 日 （土 ＞27 日 （日）

の 3 日間 で 、 1 日 目に理 事会 の 後 、午後 4 時か ら市 氏に 闇放 した プ レ シ ン ポ ジ ウ ム を開 き

ま した 。 テ
ー

マ は 、「オホ
ー

ツ ク地 域企業の
“

人 財づ く り
”

を考 え る 」 で 、 地元 の ビ ール

・水 産 ・林業 ・情 報 な ど 4 人 の 中小 企業 経営者 に 報告 をお 願 い し、 コ メ ン テ ーター
に は 、

立 教大 学の 丸 山恵也氏 、 札幌大の 篠 崎 殪夫氏 、実 行委 員長 に当学科の 小 松教授 、 コ ーデ ィ

ネ ーターは 黒 瀧助 教授 が 担 当 しま した 。 参加 者 は
一

般 市民 と学 会員 が ほぼ 半 々 で 、 120人

位集 ま り 、 平場か らの 質問も活 発で した 。 北海 道新聞 ・網 走新聞の 取材 も入 り、 こ の テ
ー

マ に 対す る地元 の 関 心の 高さが示 され ま し た 。

　翌 26H の 開 会式 は 、東京農大オ ホ ー ツ クキ ャ ン パ ス で 行われ 、 北海道網 走 支庁 長 、 網走

市長 に も参 加 して い ただ き、「大 都市の 学会で は 考え られ ない 亅 と驚か れ ま し た 。 当 日は 、

120余名の 参加 で した 。

　 1 日目の 統
一

論題 報告 は、 （1 ） 「北海道 の 鉄 鋼産 業の リ ス トラ クチ ャ リン グ」 町 井輝

久 氏 、 （2 ） 「建 設 産 業の 雇 用問題 と北 海 道 の 「季 節」 労鋤者」 椎名恒 氏 、 （3 ） 「宮崎 県

に お け る リゾー ト開 発 事業の経営分析」 足 立辰雄 氏 な どで した 。 第
一

、 第二 報告は い ず れ

も北 海道独特 の テ
ー

マ で 、 現状 の 厳 し さ を述 ぺ られ ま した。第三 報告は 、 宮崎県 に お け る

自然 環境の 破壊 と リ ゾー ト開発 の 相克 をケー
ス ・ス タデ ィ と し て 展 開 されま した 。 平場か

らの 質問 も多 く、活発 な討議が行われ ま した 。

　午後 は 、6入 の 自由論題 報 告 と会員総会 を終 えて 、 6時半か らセ ン トラ ル ホ テ ル の 食堂 を

借 り切 っ て 懇親 会 を開 きま した 。 100人 余 の 参加者 が 細長 い 食堂 に あふ れ 、地元 の 食材 を

中心 に 準備 した の で す が 、
“

かに
”

と地 ビ ー
ル の 売れ 行きが

一
番 良か っ た よ うで す 。

　翌 28 目 （H ） 最終 目 の統一
論題 （2 ） で は 、昨 日の 現 状分析 を受けて 、そ の 改 善 を提 案

す るテ ー マ で した 。 （1 ） 「経 済構造転換 の 下で の 地城 産業再 生 の 展望 と条件 」 吉 田敬
一

氏 、 （2 ） 「地 域資源 活用 型企 業の 新 た な 可 能性 」 田 中俊 次氏 、 （3 ） 「変遷す るス ウ ェ
ー

デ ン モ デル と雇 用 」 jll　ca一彦氏 など 。 報告後 、 そ の ま ま前 日の 報告者 と合わ せ て 6人 で の

シ ン ポ ジ ウム に 移 りま した が 、質 問票 も 1 人 当た り 2 枚位ず っ 集 ま り、熱 心 な質 問や 討論

を経 て
、 鈴木 良始氏 が

、 終わ りに簡潔で わか りや すい コ メ ン トで 締め く くられ ま した 。 ．

　予 定通 り 、 12時40分か ら閉会行事が 行われ ま した 。 大 会実行委 員長 と して 、御 礼の 言 葉

を 述 べ させ て い た だ き、ほ ぼ 1 年半の 遡備 と 、 大 会期 間 中に 役員 の 方 々 ・報 告者 ・司会 者

・ご参加 い た だ い た 多数 の 会員 の 方 々 の 暖 か い ご 協力や ご厚 摺に 心 か ら感 謝 致 し ま した 。

思 え ぱ 北 の 辺 地 で 初 め て 開催 した こ の 学会は 、地 域 の 人材 や 地場 食材 ・美 し い 自然、そ し

て 学 生た ちの ボ ラ ン テ ィア に 支え られて 成 り立 っ た会合で した 。

　最終 H は 、 幸 い 午後 か ら青空 が一杯 に 拡 が り 、 雨 に 洗わ れ た緑 がひ ときわ美 し く輝い て

い ま し た
。

1999 年 10 月

労務理 論学会 ・第 9 回全 国 大会

　　　　実行委員長 　藤井治枝
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　　　宮崎県 に お け る リゾー ト開発事 業 の 経営分析

　　　
〜第 三 セ クター ・

フ ェ ニ ッ ク ス リゾー
ト （株 ）を事例 に 〜

Management 　 Analysis　 of　 Resort　 Development　 Business　in　Miyazaki

Prefecture：The　Case　of 　the　Th 址d　SectOr，　PhoeniX　ResoTt　Corp．

　　　　京都短期大 学　 足 立 辰雄

Kyoto　Junior　College　　　Tatsuo 　　Adachi

は じめ に

　1988 年 に福島県 ・三 重県 と並ん で リゾー ト法 （総合保養地域整備法）指定第 1 弩

を 受け、 鳴 り物入 りで第三 セ クタ
ー

（フ ェ ニ ッ ク ス リゾー ト株式会社） を設 立 、巨額

の 投 資をか けて 乱 開発 を強行 した 宮崎県 の大 型 リゾー一　5開発事業が 、 現 在 、 深刻な経

営難 （経営危機） に喘い で い る 。

　こ こ で は 、 こ の 開発事業の 経営危機 の 実態 と原 因 、 最大 の 融資先企業で ある 第
一

勧

銀 による経営支配の構造 国有林 （地）の 払 い 下 げの 構 図、 自然環境 と生態系へ の影

響 を検証 して 、 宮崎県 にお け る リゾー ト開発事業 の 実情 と問題点 を考察 す る 。

1　 フ ェ ニ ッ ク ス リゾー トの 経 営危機

（1｝経 営危 機 の 実 態

　 1988 年 に 設立 さ れた フ ェ ニ ッ クス リゾー ト社は 、 世界 最大級の 全天 候型 開閉式 ウ

ォ
ー

タ
ー

パ
ー

ク （長さ 300m 、幅 100 　m 、高さ 38　m 、 最 大収容人tw　1 万 人）で あ る

「オー シ ャ ン ドーム 」 、 日向灘 を
一望で きる 45 階建て の 「ホテル オー

シャ ン 45」 、

最大収容人員 5 千人の 国際会 議施 設を もつ 「ワール ドコ ンベ ン シ ョ ンセ ン ター ・サ ミ

ッ ト」 、 プロ ゴル フ ァ
ー の トム ・ワ トソ ン が 設計 ・監修 した 「トム ・ワ トソ ン ゴル フ

コ ー ス 」 、長期滞在 者や グル
ー プ、 フ ァ ミ リ

ー
が宿泊し憩 うた めの 「ラ グゼ ー

ッ葉 」

や 「コ テ
ー ジ ・ ヒム カ」 、テ ニ ス コ

ー
ト、 種 々 の シ ョ ッ ピン グス トア や娯楽施設か ら

な る複合 的な リゾー ト事業を展開 してい る 。

　同社の 経営 状況を財務実績 と営業実績か ら考 察 しよ う 。 〈注 1）平成 11 年度 決算 書

（第 11 期） に よれば 、 売上 高 193 億円 （前期比 97％ 、 同 6 億円 の 減 少） 、 営業 費

用 299 億 円 （同 10 億円の改善） 、 営業損失 106 億円 （同 5 億円の改 善） 、 当期損失

176 億円 （同 11 億円の 改善） 、 累積赤字 11i5 億円 （同 176 億円の 増大）、 負債合

計は 2686 億円で あ る 。 資本金 3 億 円に対 し 、 債務超過額 （資産 に対する負債の 超過

額） は 1112 億円 、 事実上 の 破産状態 とい え る 。

　毎年 150 億か ら 200 億 円の 巨額の 赤字をだ し続けてお り 、 2000 年 に開催予定の サ

ミ ッ ト閣僚会議の
一

時的 な経済効 果を勘 案 して も 単年度あた りで 利益 を生 む状況 に

は な い 。 総資本 に占め る 自己 資本の 比率 もマ イ ナス 71 ％ と異常 な赤宇 ・ 借金依存 体

質の た め 、 こ の 事 業 の 安全性 は皆無で ある 。近い 将来の 付加価 値 （利益）も期待で き

一 1 一
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ない の で 、 成長性 はな きに等 しい 。経営 分析 の基 本的尺度 で ある収 益性、安全性 、成

長性 か らも こ の 事 業の 財務 的改善は 見込 め な い 。

　 っ ぎに 、営 業実績 をみ よ う 。 1994 年 （平成 6 年） の 全面 オ
ー ブン か ら 5 年 を 経過

したが、 入 場者 数 は 2 年濁の 第 8 期 を ピー
ク （オ

ー シ ャ ン ド
ー

ム 125 万人、総入 場

者数 386 万人 ）に年々 減少 し、第 11 期 はオ
ー一

シ ャ ン ド
ー

ム 97 万 入 、総入 場者数 3猛

万入 に と どま っ て い る 。事業当初 にオ
ー

シ ャ ン ド
ー

ムで 250 万 人 の 入 場者数 を見込 ん

で い たが、そ の 4 割以 下 の 達成状況 にす ぎな い 。サ ミ ッ トや 景気の好 転 な ど事業環 境

の 将来の 変動を度外視すれ ば、こ の 事業の 自力更正 に よ る集客能力は ほ ぼ限界 に あ り、

開業か ら十数年 で 累積赤 字の 解消 を図る と して い た宮崎県 の 目標 達成は不 可 能と い

わ ざる を え な い 。 （VE・2｝

（2）経 営 危 機 の 原 因

　 フ ェ ニ ッ クス リ ゾー ト社の 経営 状況 の 悪化を も た らした 主要な 原 因 を 同社の 経営

理念 と公共性 の 観点 か ら考察す る 。

　 こ の テ
ー マ パ ー ク の 最大 の 呼 び物で あ る 「オ

ー
シ ャ ン ド

ー
ム 」 （世界最大 の 開 閉式

人工 温水 プー− JLF＞は 、全国 的に も有 力な海 水 浴場 を もつ 宮崎 に不似含 い な施 設で あ る 。

た しか に、近 代 的な 入工 波造成装置な どを 備え 年間を 通 じて 使用 可能な施設で は ある

が 、 海水浴場 に恵 まれ な い 都市 近郊 に設置すべ きプー
ル を交 通 ア クセ ス の 困難 な地 方

になぜあ えて 設 置 した の か 、 不可解で ある 。

　 また 、
10 万本の ク ロ マ ツ林 （保安 林） を伐採 して 造 られ た ゴル フ 場 （トム ・ワ ト

ソ ン ゴル フ コ
ー

ス ） も、北部地域 で す で に展 開されて い るゴル フ 場 （フ ェ ニ ッ クス カ

ン トリ
ー

ク ラブ〉 に新た なゴル フ 場を付け加 えた とい う以外 、 新規性は な い
。 高層ホ

テ ル の 「オ ー シ ャ ン 45」 も高層 で あ る と い う以外 、 北 部地域 に隣接す る フ ェ ニ ッ ク

ス グル
ー プの既存 の 2 つ の ホテル と機能上 の相違はな い 。

　 本来 、 リ ゾー トの 趣旨は 、 「長期 にわ た っ て低 料金 で 憩え る」サ ー ビス を提供す る

もの で あ る が、　 「ラ グゼ
ー

ツ 葉」 （当初 、 15 年間の 固定契 約 、 1210 万 円の 敷 金 、 月

13 万 円 と設定 され て い た長期滞在施設）や 「オー シ ャ ン 45」　 （宿泊費は最低で もシ

ン グル 19000 「
「1以 上 ）、オ

ー シ ャ ン ド
ー ム （県外客入 場 料 4200 円）の 利用 料金 は 、

リゾ
ー

トに 相応 しい 低 料 金 とは ほ ど遠 い 。 地 理的事情か ら同社の 施設 へ の 交通 アクセ

ス の 費用や フ ァ ミ リ
ー客な どの 宿 泊 に 要す る費用 、 サ

ー ビス の 陳腐 な内容を比較 ・考

量 すれ ば 、 リピ
ー

タ
ー

（常 連客） を期 待 で き ない 料 金設定 に な っ て い る 。

一 部の ビ ジ

ネス エ リ
ー

トや 富裕 層 、 ビ ッ プ待遇 の 団体客 の 利用な どを当て 込 んだ観 光バ ブル 時 の

料金 設定で ある 。

　 同社の リゾー ト事業 の経営理 念 は 、 「シ ー ガイ ア」 （万物 を 生 み 出す 晦 と大地 」

を尊ぶ とい う趣 旨） と い うキ ャ ンペ ー ン ・ロ ゴ に集約さ れて い るが 、 実際は こ の美辞

麗 句 に 反 し、　 「海 と大地 」 に否定的な影響を与え て い る。 （E ・3） こ の 事業 と間接的 に

関わ る 宮 崎港 拡張事 業 （国 と県 の 事 業） に よ り
一

ツ葉海岸の 砂浜 が 後退 しア カ ウミ ガ

メ （宮崎県指定の 天 然記 念物） の 上 陸や産 卵 に 壊滅 的影 響が生 じて い る こ と 、 そ の 結

果
一

ツ 葉海岸の 防潮機能が弱体化 して い る こ と、 10 万 本の 松林が伐採 され て 生態 系

一2 一
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が損な われた こ と、 ゴル フ場の 芝生や 松林の 維持 ・保全 のため の化学肥料 ・ 農 薬投与

に よ る土 壌汚染 の 実情 に関す る 環境アセス メ ン トを 自主 的に実施 ・公表 して い な い な

ど、 同社に は 「海 と大地」 の 自然環境を具体的に保全す る経営理念 と経営責任が 欠如

して い る 。

　 つ ぎに 、同社の 公共性 を考察 しよ う。フ ェ ニ ッ クス リゾー
トの 自己資本金 3 億 円の

内 、 宮 崎県は 7500 万 円 （出資比率 25％） 、 宮崎市 は 7500 万円 （同 25 ％ ）で 自治

体の 出資比率は 50 ％ で ある 。 他方 、 民間企業の フ ェ ニ ッ クス 国際観光は 7740 万 円（同

26％ ） 、 旭洋商事は 4560 万 円 （同 15％〉で あ り、 地死出身の 佐藤棟 良氏が率 い る

企業が合計 41 ％の 出資比率を示 して い る 。 こ の 2 者で 91 ％ を占め る 。 僅かな出資額

だが 、他の 株主 と して 地元 の 放送局や金融 機関 、 新聞社な どがあ げられ る 。

　株主の 構成で は半官半民の第三 セ クター 形式で あ るが 、実質的な事業経営を統率す

る取 締役 （経営責任者）の構成で は副社長を含む約 4 分の 1 の 役員 が第一
勧銀か らの

出 向役員で 占め られて し1る 。 （注 4） 1300 億 円を超え る最大の 融資先銀 行で あ る第一

勧銀が事 実上 の経営権限 を掌握 して い る 。

　事業経営 に直接の 責任 と発言権 を もた な い宮崎県 （市）は事業体 へ の 指導力 を欠 い

て お り 、 他方 、 リゾー ト事業に専門的知識 を もたな い経 営指導部 も 「公 共性」 の 庇護

の も とに 、 独 善的な密室経営を行 っ て い る 。 実際、公共性の 名の下 に強行 された
一

ッ

葉松 林 の 伐採後 に残され た 8 万 本の 国有林を含 む国有地 の 民営化 と抵 当権設定 に 際

し、事前に宮崎県議会へ の 正式な報告 ・審議に委ね られ る こ とは なか っ た 。

H　 一
ッ 葉 国 有 林 （地 ） の 払 い 下 げの 構 図

　わ ずか 自己資本 3 億円の 企 業が 銀行グル
ー プか ら 2000億円を超え る融資を得 られ

た 背景 に は 、 135 ヘ クタール に お よぶ国有林 （地）を国が払い 下げ私有林 （地） にす

る とい う経済取 引が あ っ た とみな され る 。 フ ェ ニ ッ クス リゾー ト社の 下記の 公式見解

は 、 この 経済取 引の 本質を雄弁 に物語っ て い る 。
「施設が立つ 土 地が当社の 所有地 に

なれ ば 、 社会的信用が高まる」　（浦部晃一
フ ェ ニ ッ クス リゾー ト社専務） 。 　「長期的

な経営基盤安 定の た めに 必要 」　 （同社の 国有林払 い 下 げの 陳情書） 。 姓 5）

　 まず 、 1995 年に フェ ニ ッ クス リゾー トの すべ て の 家屋 に抵当権が設 定され 、つ い

で 1996 年の 払 い 下げ （約百 億円） によ る土地の 所有権 の 移転の 後 、 1997 年 に はす

べ て の 土地 と建物に 抵当権が設定されて い る 。 共 同担保権者 と債権額 （法務局登記簿

謄本 へ の 記載願 ） の 内訳 は以下 の通 りで あ る 。 （注 6）

　宮崎銀行 （105 億 円〉、宮崎太陽 銀行 （10 億 5 千 万 円） 、 日本開発 銀行 （約 190

億 円） 、 日本長期信用 銀行 （150 億 円）、 中央循託 銀行 （100 億円） 、 西 日本銀行 （10

億 円） 、 朝 日生命保険相互 会社 （150 億円） 、 第一
生命 保険相 互会 社 （50 億円） 、

富国生命保険 （50億 円） 、 日産 火災海上保険 （30億円） 、 興亜 火災海上保険 （30 億

円） 、 東京海上火 災保険 （30 億円） 、 第一勧業銀行 （802億 円） 。

　第
一

勧銀を筆頭 とす る銀 行グルー プは総計 1367 億 5000 万 円、保険会 社グル ー プ

は総計 340 億円で 、債権総額 は 1707 億 5000 万 円で ある 。
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　 か くて 、 国有林 （地）の所有権が フ ェ ニ ッ ク ス リゾ〜 トに移転 した後に 同社の 不動

産 （土地 と建 物）はす べ て 融 資先金融 機 関の 抵 当物 に され た 。端的に は 、 金 融機 関 の

抵 当物件 に され る ため に 一
ツ葉国有林 （地）が 払い 下げられ た ともい え る 。 これ が 、

先 述 され た 同社 の 「社会的信用 」 、　 「長期的な 経営基盤 の 安定」 の 真意で あ る 。

　 元 林野 庁長官 で ある松形 宮崎県 知事の政治力 、 金融機関か らの 巨額の 融資 、 第一一en
銀か らの 役員派遣 とそ の 強化 （1993 年 以降 ） 、 国有林 （地 ） の 払 い 下 げ、払い 下 げ

られ た すべ て の 土 地 と建物へ の 金融機関 に よ る抵当権 の 設 定 、とい う不可解な
一

連 の

事 態 （点 ）は 、 時間 的に も空間的に も
一

つ の 目標 （国有地払 い 下げお よび抵当権設定

を融資 条件 とす る経 済取 引） に 結びつ け られ た連鎖 （線） とみな し う る e

　 だが 、 買い 戻 し特約 とい う条 件の た め、売却 された松林 （約 49 ヘ ク タール）は、

今 後 10 年間 （2006 年ま で ）、保安林 と して の機能を保全する ため に勝 手 に伐採で き

な い 。 だが 、 2007 年以降 は 、 松林 と して 保全され る と い う保障は な くなる 。 抵 当権

を有す る民間企業の 固定資産 と して転 売 され た り、立木 を伐採 して 他の 目的に転用 さ

れ て も不 思議で はな い 。 （tt　7）

　 す で に フ ェ ニ ッ クス リゾー
ト社 の 施設 が建 っ て い る公称 135 ヘ クター ル の 国有 地

（残 され た 8 万 本の ク ロ マ ツ を含む）が 100 億円で 同社 に払い 下 げられ た経済的根拠

も不 明で ある 。 売却 され た国有地 に最 も近 い 市街地 の公示地価 を基準 に 比較 したと こ

ろ 、 控えめ にみ て も約 7 分 の 1 の価格で 売却され た と推察され る 。 （注 8）第三 セ ク タ

ー を 介 して 格安で 優良 不動産 を獲 得す る こ と 、 これ が第
一

勧 銀 を筆頭 とす る 金融グル

ー プが巨額の 融資に 応 じた 動機 の一
つ で ある 。 因 に 、 近 年の 金融 改革に 連動 して 企 業

会計 制度 へ の 時価評価 主 義の 導入 が現在 法制化 （商 法改正） の 方 向で 検 討 されて い る

が 、 将来 、土地 の取得原価主義か ら時価 （市場価格）評価主義 に移行 した場合に は 、

フ ェ ニ ッ ク ス リゾー トの 固定資産 （払 い 下 げ られ た 元 の 国有地） は優良物件と して 再

評価 され 、同社の 土 地 含み益が資産価値の増大 と して 浮上す る可能徃が あ る 。 （注 g）

　 国有 林 （地）の 売却 と抵当権設定 に関わ る四 つ の 利害関係者の 構図を整理する 。 林

野庁 の 国有林野 事 業の 赤字体質 （債務残高 3 兆 7446 億 円）を見直 し 2003 年まで に

造林 ・ 丸太 生産事 業を全面的に民 間委託す る政策か ら
一

ツ 葉国有林 （地 ）を譲 渡 した

い とする国 （熊本営林局） 、 県 外の 他入資本に依存 して 経済活性化 を園 りた い 宮崎県 、

自社の リゾー
ト事 業を野 心的に拡張 しよ うとする地 元資本 （佐藤社長 率い るフ ェ ニ ッ

クス グル
ー プ〉、優 良不 動産 の 安価な取得 と リゾー

ト事業の 支配を 目的とす る金融機

関 （第
一

勧 業銀 行） 、以 上 の 4 者 が
一

ツ葉国有林 （地 ）払 い 下 げの 主役で ある 。

田 　 公 共 事 業 の 自然環 境 ・生 態 系 へ の 影 響

（1｝ア カ ウ ミ ガ メの 上 陸 頭 数 の 激減

　 宮崎県の アカ ウ ミガメは 、 食料用 の 卵の盗掘な どで近年産卵数は減少 してい た が 、

宮崎県の 委託 に よ っ て 宮崎県野生動物協 会 の 調 査 ・研 究活動 が 開始 され 、 な おか つ 環

境ボ ラ ンテ ィ ア な どの 保護 ・監視活動 も加 わ っ て 、ア カ ウ ミガ メ の 総上 陸頭数は 1985

年 の 596 頭 か ら 1991 年 の 1398 頭 ま で約 23 倍 増大 した 。 と こ ろが 、そ の 後 6 年 間
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に急激 に減少 し、1997 年 （359 頭） には ピ
ー

ク時 の約 26 ％に まで 落ち込 んで い る 。

（注 1ω 宮崎県 にお ける ア カ ウミガ メ の 繁殖 とそ の 生 息条件は脅か され て い る 。

　　rシー ガイア」 の 事業が展開する
一

ツ葉地 域の海岸へ の 上 陸頭数は 、 1985 年時点

で 128頭 、 宮 崎県 全体の 約 21％の シ ェ アを占めて い たが 、 こ の 12 年 間で 急減 し 、

1997 年 に は 0 頭 、 0％ にな っ た 。 年次によ っ て多少の i変動 がある とはい え 、

一
ッ 葉海

岸 （住吉海岸南側）へ の アカウミ ガメの 上 陸頭数の 減少の 重要 な原因 の
一

っ は 、調 査

さ えで きない程の 海岸の 侵食に よ る砂浜 の後退にあ る 、 と 『平成 9 年度宮崎県指定天

然記念物 ア カ ウミ ガメ調 査報告 書』 は指摘 して い る 。 （注 ll）

　 つ ぎに 、アカ ウミガ メ の 上陸を阻む海岸の 優食 の 実態を統計的に裏づ けよ う 。

（2）一一ツ 葉 海岸 の 侵 食 の 実態

　 宮崎県土木課 の 住吉 海岸侵食対策 事業 の
一

環で あ る調 査 デー
タ （砂 浜の 断 面図）か

ら侵食状 況を計測 して み よ う。 （注 12）通 称 、

一
ツ葉海岸 （正式 名称は住 吉海岸の 南側

で約 4 鱸 に およぶ ） の砂浜の後退 （侵食） をみ る と、1982 年か ら 1994 年まで の 16

地点 の 平均殖 はそ れぞ れ 、 13．3m （夏期）、21．7m （冬期）で あ っ た 。 周 じ く 、 1982

年か ら 1997 年 ・1996 年 まで の 7 地点 の 平均値は 、 25．1m （夏期） 、 16，6m （冬期 ）

で あ っ た。 また、 1982 年か ら 1998 年 ・1997 年 まで の ある地点 （1 箇 所） の 侵 食 状

況 に 至 っ て は，40m 〈夏期） 、43　m （冬期 ） で あ り、総 じて 調査時点 が新 しい 程、

侵食が激 し くな っ て い る 。冬期の 2 箇所 （図 3 の B ， 0 ）で の 砂浜の 例外的な前進を

除 くすべ て の 地点 （48 箇所の 内 46 箇所）で 砂浜の 後退 （侵食）が生 じて い る 。 計測

年次の 違い を無視すれば 、 そ の 全平均値は 、 17．9m （夏期） 、 2L7m （冬期）で あ

っ た 。 アカ ウ ミ ガメ の 上 陸頭数の 減少傾 向 に砂 浜 の 侵食が 重大な影響を与えて い る こ

と は疑 い な い 。

　 ま た 、 想定 され る 日向灘地震に よ る津波の 襲来、 台 風な どの 高波、温暖化の 進行 に

よ る海水 の 膨張や 氷床 の融解が もた らす海面水位の上 昇 と い う非常事態 を勘案 した

とき、 この 統計結果は、一 ツ 葉海岸の 防潮機能の劣化を示 唆して い る 。

（3）宮 崎 新 港の 開 発 事 業

　 一
ッ 葉海 岸 へ の ア カウ ミガメの 上 陸頭数の 減少に影響 を及ぼして い る砂浜 の 後退

の 原因 に つ い て は、工 学 的な結論 はい まだに 出 され て い な い 。 宮崎県 は 、河 川か らの

供 給土 砂の 減少を第
一

の原因 とみ な して い るが、テ トラポッ トや 砂盛 りによ る回復 な

ど対症 療法策 に と どま っ て お り、抜本的な対策 に は至 っ て い ない 。 他方 、 環境工 学 の

専門 家は、 川の 上流 につ くられ て い る ダム や砂防ダム （堤） 、

一
ツ葉海岸南側に構築

さ れ て い る宮 崎新港 の 開発 と くに 1   以 上 に 及ぶ 突堤 （波の 高さを人為 的に制御す る

堤） に よ る影響 を重 要な原 因 として 指摘 して い る 。

　因 に 、上 空か らの 航空写真 を見る と、 この 突堤 は、宮崎港か ら沖合 い に突き出た形

状で 南の 大淀川 河 口 か ら北へ 向 う北流 とそ の 逆の南流をせ き止め る機能を果た して

お り 、 こ の 点は宮崎港港湾管理者の 潮流 シミ ュ レ
ー

シ ョ ンで も確かめ られ る 。 （tr　13）

　こ の宮崎港湾拡張事業は 、
「宮崎 ・日南海岸 リゾー ト構想」 を推進す る事業の

一
環

（宮崎県第 4 次総合長期計画 ） として 、 国 と県が共同 して 実施す る公共 プロ ジ ェ ク ト
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で あ る 。 物 資の 引 き揚げや生産 ・ 生活手段の 搬入路だけで な く、　 「シ
ー

ガイア」 な ど

の リゾー
ト客の 海の 玄関口 と して も重要 な位置付けがなされて い る 。 （tr・14）

　 1980 年か ら 1998 年 ま で の 投資総額は 1220 億円 （宮崎県 中部港湾事務所の 説明）

で 、そ の 内、国 の 投 資総額 は 563 億 円で あ る 。 （注 15）宮崎県 は 宮崎港 の 内港地区施

設 の工 事 を 担当 し、
一

方 、 国は潮流 に直 接 の 影響 を及 ぼす外 港地 区の 防波堤 （突堤 ）

の 工 事を担 当 して い る 。そ の本格化は 1981 年 〜 85 年 か ら始 ま り、 1986 年か ら 1990

年に か けて 最大規模 の 工 事 く投資額 ユ85 億 円）が 行わ れ た 。 突堤 の距離が さ らに延 長

され る こ の 後の 1992 年以 来、そ れ に 連動 して
…

ツ 葉海岸 へ の アカ ウ ミ ガメの 上陸 頭

数は 激 減 して い る 。

　宮崎 港 湾拡張 事業が 始 ま る 1986 （昭和 61）年に宮崎県が実施 した環境ア セ ス メ ン

ト （環 境影 響評価 ）で は 、 「港湾 区域 内がアカウミ ガ メ の保護区域で は な い」 と い う

理 由 で 宮崎県指定 （1980 年指 定） の 天 然記念物 で あ るアカ ウ ミ ガ メが ア セ ス メ ン ト

の 対 象 とな る 生 態系 （海生生物） の 項 目か ら除外 され記 載 もされて い な い 。 儼 酌

こ の 事例か らも大 型公共事業が 環 境 にい か な る影 響を与 え る の か を科 学的に事前に

チ ェ ッ クす る環境アセ ス メン トの 在 り方が 改 めて 問われ て い る の で は な い か 。

注

　1） 『フ ェ ニ ッ ク ス リゾ
ー

ト平成 1ユ年度決算書 および営業報告書 』 。

2）　1992 年 2 月宮崎県議会で の 企画調整部長 の 答弁を参照。

3 ） http：〃www 　seagaia ．eo ．jp！cpt ／cptb ！c 輝b．htm ，フ ェ ニ ッ ク ス リゾー ト・パ ン フ レ ッ ト 『SEAGAIA 』

4）『朝 日 』 1998 年 6 月 5 日 。

5）『朝日 』 1996 年 4 月 26 日。

6 ）法務 局登 記簿謄 本、参照。
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ーに対する 熊本営林局の 回答 （1999 年 2 月 19 日〉 。

8）シーガイ ア に 最 も近い 宮崎市阿波岐原町鳥居原 の住宅地 の 公示 地価 〈平成 8 年〉は坪 163 、  20 円．

　 そ れに 対 しフ ェ ニ ッ ク ス リゾー ト社に払い 下げられた土 地 の 平均坪単価は 25 ，
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　 約 1，5％ にす ぎな い。算出に際 して は．平成 6 年か ら IO年 まで の 都 市総 合鑑定所 『宮崎1 の 地価変

　 動 』 お よび法務局登記簿謄本を参 照 した。

9） 『日本経済新聞』 1998 年 3 月 29 日。

10） 『宮崎 県指定 天然記念 物ア カ ウ ミ ガメ調査 報 告書 』　（各年版） よ り算出。

11）『平成 9 年度宮崎県指定天然記念物アカ ウ ミガメ調査報告書』 4 頁 。

12）宮崎県宮崎土木事務所 『住吉海岸侵食対策事業　横断図面』 より算出 。

13）宮崎港港湾管理 者 『宮崎 港港湾計画資料 （そ の 2）』　（19．　88 年） 96〜99 頁。

14） 宮 崎県 『新世紀み や ざき の シ ナ リオ 〜第四 次宮 崎県総合 長期計画 〜g1996 年、138 頁 。

15） 国 の総事業費は第四 港湾事務所の 資料 『宮崎港事業費の 推移』 （198   〜98 年）か ら、県の 投資総

　　額 は中部港湾事務所か らデータを各々 入 手 した。

16）宮崎県 宮崎 ：ヒ木事務所 ・国際航業株式会社『宮崎港港湾計画調査報告書 （環境 アセ ス メ ン ト調査）』

　 （昭和 62 年 3 月）．173〜277 頁、宮崎県 土木部港湾課 の 文書 回答 （199．・9 年 8 月 18 日付け）、

一一6 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

　　　　　　経済構造転換の下での地域産業再生の展望と条件
　　　　　　 縺e響　lssues　of　Regional　Econe鵬y　i勤　Transitional　Periode

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 東洋 大学 ：吉 田敬一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TOYO　University：Keiichi　YOSHIDA
はじめ に

　パ ブル経済崩壊以降の長期にわたる深刻な不況局面におい て 、日本経済は新3K （空洞

化 ・価格破壊 ・規制緩和）現象 に 象徴 され る ドラス ティ ッ クな経済構造転換過程をた ど り

つ つ ある 。 その 帰結として 、多 くの地域産業と中小企業は既存の存立基盤を土 台か ら掘 り

崩 され、地 域社会崩壊の懸念が各地で 現実化し始めて い る 。

　そ こで本報告 で は 、 国民経洛の 母体 を形 成して い る地域産業と中小企業の 危機の 根源 を

整理 し 、 新たな存立上の 展望 と振興政策課題の 要点を整理する こ とに しよう 。

1．産業構造転換と地域経済 ・中小企業

［世紀末段階の生産の国際化の 位置］

　まず最初に 、 日本経済の リー
ディ ン グ ・イ ンダス トリー

で ある機械 − 業 を手がか りに し

て 、 産業構造転換の 実壟と、そ れに起因する地域経済
・
中小企業の 存立上の 問題点を考察

する ことに しよ う 。

　　　　　図 1　 国際分業 ・生産の海外移転に伴う国内生産機能の役割変化

　　　　　　　　　低級品　　　中級品　　　高級品　　　個性的製品

　　　　　　　　　鼠弄榎齲要　　　嫖鞭齠要　　　趨鹹讎要　　　自己実貼臨要

　　　　　　　 〈一 既存市場 一一一一一一〉 ． El・一新市場 →

組立産業

部晶産業

鮒・妻瑚 蹼

研究開発機 能

臘
 

膿

驫

　　　　　　　← ブBセス。イノK一ション　→ ← フ0ダクト・イノベーション　ー一一一一∋）

　　　　　　 ［径営・設蟷近代化、生産性向上、 スケールメリヲト］　　［製品腮発力、提案力、 匍力、 ネットワークカ］

（資料）棘醐腿黼 1納製鰈の麟進囲鮪に附る融鮪書1199騨 3月、 97賄髄陛歙 して醐齣上、搬酢比
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　今日の 日本経済の 構造転換を規 定 して い る最 も重要な要因の 一つ は 、 急激な 生産の海外

移転に所在 して お り、その 問題性はバ ブル崩壊後の 90 年代に集中的 に顕在化 した。不況

下の 円高は、国内で の 生 産条件を 極限に まで 悪化 させ る
一
方、ア ジ ア をみ る とモ ノづ くり

の土台で ある 部品加工 と製品組立 能力が 、 低級品 ・中級品 レベ ルで はすで に確立され て い

たの を受けて 、 コ ス ト競争力の 回復を 目指 して 、日本 を代表するセ ッ トメ
ー

カ
ー

は、 こ の

基礎 上 に、高級品 ま で 含め た 生 産 ・加工 基地を東ア ジア をタ
ーゲ ッ トに して 構築 し始 めた

の で あ っ た （図 1参照） 。

　 こ う した 日本型生産分業構造の ア ジ ア的拡が り を持 っ た再編成過程の 下で 、国 内の 地域

経済は空洞化 問題に喘 ぎ、 中小企業 は小規模企業 を中心 にして倒産 ・廃業の 危機に瀕する

に 至 る 中で 、総資本の 立場に立つ 国は、地域的産業集積活性化支援とい う方向姓で、基盤

技術の 崩壊の 懸念とそ の 再生の 必 要性を産業政策に お いて も表明され る に至 っ て い る ．

〔メ イ ド ・イン ・ジ ャパ ンの拠り所］

　 技術 開発や 製品開発の 多 くは既 存技術 の 改 良や 、そ れ らの 組 合せ に起 因 して い る。独創

的 と評価 され る技術や製品 も、そ の 独 創性は機能面 にあ り、その 基礎 とな っ て い る生産 ・

加工 技術はオー
ソ ドッ クス な基盤技術に求め られ る。ただ し、そ の ため に は切削

・
研肖i｝

・

表面処理 ・メッ キ ・鋳鍛造な どの 要素的加工 技術の 量的集積 と質的個性化が必要条件とな

る 。 こ の 点 に関 して 、一
般的 ・普遍的 な技術集積 を土台 に し て 、 どの ように特殊な加工 技

術で あろ う と、非常に高度な加工 技術で あろ うと、また ロ ッ トと納期に関して きわめて 無

理な注文で もクイ ッ ク ・レスポン スで 受けとめて くれる 中小企梨群の存在は、世界で もH

本が群 を抜い て い る 。 中小企業に よ っ て担われて い る この よ うな基盤技術が、日本の 製造

業の 国際競争力の 質的側 面を下支 え し て い る こ とが 正 当に評価 されねばな らな い 。

　 こ う した中小企業 の 役 割と 能力に つ い て 、東京大学生産技術研究所の 中」；1威雄教 授は次

の よ うに述べ て い る （中小企業事業団 『中小企業振興』 1997年3月 1日付 け） 。　 「筆者 自ら

が海外で の 工 業先進国で 研究を行な っ た経験で も、少 し で も実験装置を作ろ う とす る と国

内で間 に合わせ られ る こ とは稀で 、数多くの部品が 国際調達とな る。部品調達に駆けず り

回 っ て い る間 に無駄な時閲は流れ、い ざ組み立 てて みる と思わぬ行 き違い が生ずる e

　 日本で 研究経験を持つ 発展途上 国の 留学生 が 、帰 国 し て か ら新た に 実験で もしよ う も の

な ら大変で ある 。 装置の 準備の 段階です ぐお手上 げの状態とな り、E 本で は恵まれ て い た

か を初め て 実感す る 。

　同様な こと は海外進出した工 場で も毎 臼の よ うに経験 されて い るはずで ある 。高品質な

もの を早 く供給 す る体制は もちろん 、 ほ とん どの 分野 で 少量生産や 試作品の 生産体制にお

い て も、わが 国は 他国の レ ベ ルか ら抜き んで て い る 。こん な 高度 な部 品を こんな に早 く作

っ て くれ る国は 世界に 2 つ とな い 。 ま た 、い か にア ジア 諸国が 発展 しよ う と も、 こ の 点 に

関す るか ぎ り 、来世紀の 半ばまで に 追い つ けな い 力 を維 持で き るで あろう」 。

　す なわち 日本 の 中小企業は、個々 のセ ッ トメ
ー

カ
ー

の ル
ー

テ ィ
ーン化 された系列生産分

業 ・下謂 シ ス テ ム の 枠内か らみる と、海外で も代替可能な存在とい う評価 も 出て くるが、

それ を地域的な集積 と い う観点か らみ る と、イ ノ ベ ー
シ ョ ンの 苗床な い しは技術的支持基

盤 とい う役割を果た して お り．一
種の公 共財 として の 機 能を担 っ て い る と評価する こ とが
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で きよ う 。 これが 中小企業と地域経済の戦後経済発展の 到達点であ り 、 そ の 自立化 ・自律

化の 経済的条件と可能性が この 点に求め られ る 。

2地域経済 e 中小企業の新 たな存立領域の 農望 と課題

　戦後日本は、経済構造と生活様式の トータルな欧米化 （中心 はアメ リカナイ ズ）の 道を

急 ピ ッチ で 突き 進み 、短期間の うち に経済大国の 位置 を占める に至 っ た 。 しか し、 「豊か

さを実感で きな い 経済大国］ とい う予想外の現実に直面し、将来展望に関して 国民的 コ ン

セ ンサス が形成されない 中で、国際化 ・規制緩和 をキ ーワ
ー

ドにした形で 、構造転換の 荒

波に揉まれて い る の が今 日の 日本経済の 実態で ある、 と い えよ う 。

　だ が構造転換とは、欧米へ の キャ ッ チア ッ プ型構造 か ら日本的色彩を持 っ た 「豊かな社

会」 の 構築に向けた フ ロ ン ト ・
ラ ンナー型構造 へ の転換で ある と考え る と、地 域経済 と中

小企業に とっ て 新たな活路が見え て くる （図 2 参照） 。

　　　　　　　　　 図 2　戦後 B 本の経済発展 と需要特 性の推移
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［B本型の豊かな社会と地域経済 ・中小企業の役割〕

　 豊かな社会で は生活様式 の 質 的充 実と自己実現が課題とな り 、 また物流 の 国際化
・
自由

化が強 まれ ば強まる ほど、例えば日本人や イギ リス 人とい う民族性 ・地域性に基づい た高

級品志向な い しはホ ンモ ノ志向 も強 ま る。そ し て 、 これ らの 製品はユ ーザーの 自己 実現 に

供され る もの ゆえ、生産数 量は相対的に少な く、加工 精度が高く、デザイ ン ・ フ ァ ッ シ ョ

ン 性お よ び文化性が 重要で あ り、と くに ど こ で 造 られ た か 、が問題 とな る。例 え ば、なぜ

ス テ イタス
・シ ンボル となるメルセ デス ・ベ ン ツの 高級車はメ イ ド ・イ ン

・ジ ャ
ーマ ニ

ー

で なければな らない の か、が改め て 吟味されね ばな らない
。

　 す なわ ち、大企業 と中小企業 、中央 と地方 を問わず、21 世紀の fi本経済 を支え る製造

業 の 申枢領 域は、メイ ド ・イン ・ジ ャパ ンで あ る こ とに存在意義を有する 既存市場分野で

の 高級 品市場 と、経済構造転換後 の 新た な経済 ス テ
ージ で 核 となる新市場分野で の 個 性的

製 品市 場にある とい えよう （図 1の 高級品市場領域お よび新市場領域〉。

　 そ の 際、 と くに 中小企業を中心 と した 地域経済が 主な担 い 手 とな っ て い る 業種 に は、衣

・食 ・住に 関わ る もの が多く、こ れ らは生活 に欠 くこ とσ）で きない 製品
・サ ービス群で あ

り、ま た個 性的な先進国 と い わ れる 国々 （例えば、 ドイ ツ、フ ラ ンス 、イ タ リア 、ス ウ ェ

ーデ ンな ど）で は 、固有の 文化 ・伝統 を踏まえて 、 徹底的 に民族柱 ・地域 性を大 切に した

モ ノづ く りが保 持され て い る分野で ある 。 こ の 類型の 地域経済と製品が疑族 ・塘域文化の

物質的土台を形成して お り、入間的な豊かさ を体現する製品群 で ある こと が看過 されて は

な らな い 。ま た 、先進国 の こ の 分野の 製品 ・サービス は、徹底的に民族性
・
地域性に特化

した 高級品 で ある こ とによ っ て 、逆に高度 な国 際性を持ち うる分野で も あ る。 こ こ に地域

経済と 中小企業の 1つ の重 要な将来展望の 糸 口 が 求め られる es

　 さ ら に、 21 世紀の 最大 の 課罷 で ある資源 ・環境対策およ び攝被 ・高齢化社会対策 に関

わ る経 済課題は、地域的特性 を十分に踏まえた形 で 、き め細か く、クイ ッ ク ・レ ス 斌ン ス

で 、 個 性的
・
地域密着型の対応方向を求めて い る 。 こ うした方向 の 延畏線上に、独 自の 色

彩を持 っ た地域社会の ア ン サ ン ブル として の 日本型 の豊かな 社会が出現す る 。 こ うした晃

想に立 つ と、中小企業 と地域経済の 21 世紀的再生 は 艮本経済の フ ロ ン ト ・ラン ナー型再

活性化 の 重要 なカギを握 っ て い る 、と いえ よ う。

［トレ ンド創出型の地域経済に 庵けて コ

　それ ぞれ の 地域が トレン ド創出
・
発信型地域、すな わ ち自立ng　・自律型地域経 済に 自己

変革 し て い くため には 、固有の 自然環 境や歴 史的伝統 ・風習を土 台に した掴性的な地域生

活文化 を継承 ・発展さ せ て い るか 、ま たそれ と密接 に関連した形 で、地域経済が 文化控を

体現 ・主 張す る体質を形 成 して い くこ とが求め られ る 。 トレン ドや文化 の 担 い 手 は人闘で

ある a ハ イ セ ン ス ・ハ イ タ ッ チで 文化的な生産者と消費者か ら成 る 、 多様で 個性的な人 間

が定住 ・交流す る地域が 、 21 世紀型地域経済創出の 必須要件 とな る。

　言い 換え る と、日本型 の 豊か な社会の 基本単位を構成す る地域は、  地域社会の暮 らし

の 土 台とな る経済 ・営業空聞、  人間が 生まれ 、育ち、多様な人 々 と出会い 、子 を 生み 、

美 しく老 い て ゆく場と して の 生活 ・福祉空間、お よ び   こ れ ら2 つ の 空間 ・機 能が年月 を

経る 中で 自然に作 り出 して くる 、 地域的個性 を持 っ た教育 ・文化空間 と い う 3 つ の 空間機
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能が維持 ・強化され る必要がある。そ れ ゆえ、地域経済振興と都市計画 ・ま ちづ く り ・ 人

づ くりの 一体化 の 必要性が強調されね ばな らない 。

　 こ う した地域社会風土の 下で は じめて 、創造的 ・革新的 ・個性的な製品開発型 中堅企業

群の創生 と新市場開拓の可能性が切 り開か れ る。そ の ため に は 、地域に内在す る人的 ・技

衛的 ・社会的 ・歴史的 ・文化的
・
自然環境 的な 条件 と可能性 に基礎 を置い た地域振興政策

の 役割の 重 要性が際立 っ て くる。

［企業の社会的責任としての地域賚献課題］

　 企業 は特 定の 地域で 経済活動を行な うことの 結果、第 1 に地域社会に対 して雇用 の場 と

所得機会を提供する。第 2に 、地域生活に必要な財や サ
ービス を生産 ・供給する こ とによ

り、暮 らしを支 える土台の 役割 を果たす 。 その 際．こ れ らの 財やサービス が 地域の 歴史や

自然条件 ・地場資源 を基礎 1：生 み出される 場合、地域生活 文化の 経済的基盤とな り、そ こ

か ら地域産業文化が生成する。 この 点は、伝統産業や 地場産業が息づ いて い る地域をみれ

｝ま理解され よ う。

　 そ して 、 日本経 済の 構造転換の 主要課題が、日本型の豊かな社会の 建設に あるとす れば、

少 な くとも、この 二 つ の役割 ・課題を地域 にお いて 企 業が 十分に 果た す必要 が ある。個別

資本の 利潤追求の 観点か ら 、 安易に立地場斯 を移動 させた り、 事 業所 の ス ク ラ ッ プ ・ア ン

ド ・ピル ドを行な う こ とは、企業 の 社会的 責任の 放棄 とい わ ざる をえない 。また、企業活

動を通ごて 地域に貢献する とい う観点と方針を持ちえない 企業は 、 経済の グローバ リゼー

シ ョ ンが進む中で 、 国際的に も受け入れ られな くなるで あ ろう。

　しか し、企業が地域に 定着 し、本業を通じて 地域に貢献する ために は、一
定の ルー

ル ・

基準が必要に なる 。 企業の 地域貢献度が大 きい ほ ど 、 企業 の 経営活動 の幅を広げる可能性

が よ り多く与え られ る と い う方向で の イ ン セ ン ティ ブを作 り上げる必要が ある 。 なぜな ら、

地域をあ く雲で企業活動の 空間的手段として 位置付け、経済的観点か ら渡 り鳥的に事業所

の 地域展開を行なう方が 、 企業に と っ て負担 とリス クが 少な く、業績向上 にっ なが りやす

いか らで ある 。 こ の 点がわが国で は軽視されて い る こ とが問題である 。

［内発的地域経済振興の 政策フ レ
ームの骨格］

　地域的特 性に根 ざ した 自立型 ・自律型の 経済振興政策の柱は、 
一

つ
一

つ の 企業 ・事業

所の欄 性化 を強め、固有技術 の先鋭化を支援する 「点の 政策」 、  それ らの 中小企業 ・事

業所の 専門的能力を生か し合う共同化 ・協業化やネ ッ トワ
ーク化 を支援す る 「線の政策」

および 、  多様な点 と線の アンサ ンブル として の 地域産業集積の独自性 ・個性の 強化 と地

域 ブラ ン ド確立 を追求す る 「面の 政策」 に求 め られ よ う。そ の 際、個別の 事業所を支援対

象 と した 「点の 政策」 にお い て 、経営者が管理業務 に専念で きる 「企業」 と、管理 ・営業
・現場労働を事業 主が担当 して い る 「自営業」 を明確に 区分する こ とが 、 東京の 墨田区や

大 田区の 先進的事例が示すよ うに 、きわめて重要 で ある。 こ の 点を無視する と、振興政策
の 対象か ら地域経済の 多数派が落ち こ ぼれ て しまう こ とにな る 。

　こうした点を踏まえて 、 地域経済振興政策は 4 つ の 基本フ レーム を念頭にお い て 作成 さ

れ るべ きで あろ う。機械工 業を事例と して 、 そ の 要点を考えて み よう。

　第 1 の フ レーム は 、そ の 地域の 主力産業の 高度化と、地域内分業の 取 りまとめ役で ある

一11 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

中核 企業群の支援に的を絞 っ た り
一

ディ ング事業で ある。そ の 重点は、地域の 中核 企業が 、

地域内の 工 業 ・ 技術集積をフ ル に活用する 形で 、製品開発型企業 と し て 発展して い く条件

を整備す る こ とに 置かれ る 。 地域経済 の 多数派 は 、 例 えば機械 金属工 業 の 場 合、 メ ッ キや

切 削 ・板金な どの 部分的 ・要素的加工 を 専門的に担当する小規模工場で ある が 、これ らの

エ 場の 営業基盤拡充の 前提は、そ こに仕事を発注する 地域中核企業 （そ の 典型例は製品開

発型 中小企業）で あ り、これ らの 企業の発展が地域経済全体の展開可能性を本質的に規定

す るか らで ある。

　第 2 の フ レ
ー

ム と して 、地域経済の 多数派で あ る 自営業タイ プの 町工 場 を支援するボ ト

ム ア ッ プ事業があ げられる 。 家族 労働 を中心 とす る自営業の 労働 ・生瀁条件は 、

一般的に

産業政策と 労働政策の 境界 に位置 し．主要な 政策対象とはな っ て こなか っ た。 しか し、こ

の タ イプの 営業の 個性的で 活力に 満ちた 存在は 、技能 ・熟繚の 継承 と発展およ び創業意欲

活性化の 前提条件で あ 跨、また 24 陦間市民型の 自営業 く営業 と生活の 場の 一
体性ない し

逓接性） は地域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 再溝性化 と地域イメ
ー

ジ の 向上 に と っ て 、必要不可欠な 要

件で もあ る。そ の 際、そ の 営業支援の 形態と内容は 、先に述べ た ように雇用労働に基づ く

「企業」 とは異な っ た観 点 と仕組み で 制度化 され る 必要があ る 。 この 点で 、中小企業セン

ター
で の 支援業務の 夜 間 ・休 B実施や n 行政が業者の 藤に出向く 「押し掛け相談」 などの

墨田区の 先進的事例が 参考にな る 。

　第 3 として 、新製贔
・
新市場開発型企業の 支援に重 点を据えた フ ロ ンテ ィ ア事業が あげ

られる 。地綾固有の 産業集積を前撻に して 、新 し い 発韻で 新分野 を切 跨開 く企業 に対 して

規模の 大小を 問わ ず支援す る事業 で 、 地域活力の バ ロ メ
ータ とい える事業 と して 位置付け

られる。

　そ して 、第 4 の フ レ
ー

ム は、地域経 済振興 の 方 向性 を象徴 し．地域 の 企業 家 ・業青 と住

民に 自信 と誇 り、 地域 アイ デンテ ィ テ ィ を植え付ける ことを 目的 と した シ ンポル 事業で あ

る 。 鯏えぱ墨 田区 の 場合、そ れは個性的な内容の 中小企業セ ンター
で あ り、 3M （小 さな

ミ ュ
ー

ジ アム 、モ デル シ ョ ッ プ、マ イス ター）運動 で あり、工房ネッ トワ ーク都市づ くり

運動な どの 形で 具俸化 され て い る。

　も とよ り地域の 室力産業 の 種類、特質およ び規模な どに 応 じて 、 4 つ の 政策フ レ
ーム の

具体 的な構成や中身は当然異な るが 、共通 し て い るの は地域 ブ ラ ン ドを確立 する 方向で の

創意工夫 に あ る。

付記 ：以 上の 論点 の 詳緇 に つ い て は 、拙著 『転機に立つ 中小企業 一生産分業構造転換 の 構

図 と展望』 新評論 、1996 年、拙稿 「日本経済の 危機の 展開 と中小企業
一世紀末大不況

の 構図 と危機打開 の 展望 一
」 全商連付属 ・中小商工 業研究所編 「現代 日本の 中小商工 業 ；

現状 と展望編』 新 日本出版社 、 1999 年を参照 された し。
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　　　　　　 地 域 資 源 活 用 型 企 粟 の 新 た な 可 能 性

　　　　　　　 一 斜里町に おける特産品企 粟創設の事例を中心に 一

（AR ・assm ・・t 。f・th・・P・te・ti・1 ・f・R ・agi・nal ・E・t・・pri・e・　UtiliZi・g　Le，al・Re、。ure 。， 、 A 蚣 e

stUdy 　fecusing　en 　the　founding　ef 　specialty 　goods　rnanUfacuturers 　in　the　T。  。f　Shari）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京農業大学 　田中 俊次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Tokyo　University　of　AgricultUre　Shyuゆ Tanaka）
は じめに

　今 日、 わ が 国の 社会 ・経済環境 は大 きく変化 し、各分野ともにその 対応 に世 紀末的苦悩

を迫 られて い る 。 国民経済を構成 して い る地域経済が 、 とりわ け混迷 の 度合を色濃 くして

い く中で は北海道経済も当然その 埒外に とどまるこ とはで きない 。 む しろ 、 日本経済 の 抱

え持 っ 課題が 、 よ りシ ン ボリッ クに表出 して い る よ うに思える 。

　網走支庁管内におい て も、景気の低迷 に よる企業倒産件数は急増の
一

途で ある 。
こ れに

伴い 完全失業率も 5％を超 え 、 有効求人倍率は 0．3 倍 と非常に低い状態であ る 。 当然、早

急 に有効な 雇用 対策 が求め られ 、 種 々 の政策 が とられて い るが 、 未だ効果が見えない 状況

で あ る 。 こ の よ うな中で 、 地域産業 に対す る支援 を強め 、 雇用 を維持す るこ とが重要な課

題 とな っ て い る。

　こ こで は 、 地域資源 （ヒ ト ・モ ノ ・カ ネ）を活用 した 、 斜里町 におけ る特産品企業創設

の経緯を報告するこ とに よ っ て 、 地域活性化 と雇用創出の可能性 を探 りたい 。

1 ，麟里町に おける特産晶開発 の為 の墓礎翻査

　まず 、 斜里 町に おけ る特産品開発の 経緯に つ い て概説する 。

　斜里町は 、 北海道東端部 に位置し 、 北はオホーツ ク海に面 し 、 東南に知床連山を もっ て

羅臼町に接 し、 南は清里 町、 西は小清水 町に接 した弓状三 角形で 、 面積は 742．48 平方キ ロ

メ
ー

トル であ る 。 人口 は一
極集中の 都市化 に より地方都市はい ずれ も減少方向にある 。 斜

里町で も、

一
頃の 18

，
000 入台か ら、 わずかつっ で はあるが減少傾向はつ づ き、 現在は 14

，
147

人 とな っ て い る。

　産業 は農林漁業が基幹 とな っ て お り、 生産額は農業 97億円超、漁業が 50億円超であ る 。

また 、 知床国立 、 斜里岳道立両公園と流氷が接岸するオホー
ツ ク海の 大 自然に恵まれ 、 年

間 ！70 万人の 観光入込み数が ある 。 水産資源を活用 し二 次加 工 された特産品は多い が 、農

産資源 に付加簸値 を付 け商品化 され たもの は少ない 。

　以上 の よ うな現状に おい て 、斜里 町産業の 付加価値を高める ため に 、 技術移転効果 の 高

い 製造業の ウエ イ トを高 め 、 地城経済全体の 活性化 を図 る こ とを目的 として 、 道 、 町か ら

の 補助 を得て特産品開発事業（む らおこ し事業）を実施 した 。

　本事業は 、 平成 8年 5月に実施決定を見てい るが 、 こ の 事業実施の為の 予備調査を平成

6ff　12 月に行 っ て い る。 調査の 目的は 、 斜里町活性化の 町お こ しの
一一・ncと して 、 新規地場

産品 ・特産品の 開発、創出を実施するため の 基礎資料を得 る為に行 っ たもの で ある 。 調査

の方法は 、 ア ンケー
ト方式で斜里町全戸に協力頂い た 。 園収率は約 10 ％で 数値的に は低い

が 、 こ の 種の調査では こ の程度で あろ うと考えられる 。 　 調査 内容につ い て は 、 10 個の 設

問 に回答を求めた 。 その 結果 、 斜里 町に は 自信 をも っ て紹介で きる地場産品がない と答え
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た人が約 7割近 くあ り、町お こ しの ため に もさ らに新たな特徴 ある地場産品 を創 り出すべ

きで あ ると考える入が、 9 割以上 もあ っ た 。 こ うい っ た こ とか ら、 む らおこ し事業の 実施

が必要で あ っ た 。 また 、 95 ％以上の 人たちが特産品の原材料は斜里 町産の もの を使 うべ き

で ある と答えて い る 。 特産品 に っ い ては 、 海産物類、農産物類 と答えた 人が双 方 ともに 6

割 を超 えた 。 すなわち 、 海 、 山の 原料 を使 っ た複合産品の イ メ ージ で ある。 さ らに 、 その

特産晶が創 り出され た とき、 日常 的に使え る もの で あるな らば購入 する と答えた人が全 体

の 約 97 ％に もの ぼ っ て い る 。 こ れは 、 開発され た産品は地域内で循環 させ 、 地域内で の 消

費量 を基礎 と して 、 外部市場 へ の展開戦略を組み 、 じっ くりと販路 をつ くり上 げるとい う

方 向性を示 したもの で あ る 。 これ らの 調査結果か ら解 っ たこ とは 、 従 来は原料 が単品的で

ピ
ー

ス ミール エ ン ジ ニ ア リン グ的で あ っ た とすれ ば 、 こ れ か らの 進め 方 、 考え方は複合的、

総 合的視 点を充分盛 り込んで い く必 要が ある とい うこ とで あ る 。 例 えば、商品開発 にお い

て も原材料等 の 複合化 を考え る 。 豪た人材の 面で も総合的な人的交流（ネ ッ トワ
ーキン グ）

を重視 す る 。 さ らに地域にお い て も 、 ボーダ レス な広域的範囲 を構想す る とい っ た ような

こ とで あ る 。 こ の ような発想 を核 に事業 を進めて い くこ とに よ っ て地 域内連関の効率性も

高 まっ て 行 くはずで あ る 。

　この他に も、い くつ か の 貴重 なサ ジ ェ ス シ ョ ン を得 る こ とが で きた が 、
こ の 基礎調査 に

よ っ て 、む らお こ し事業（特産品開発 ）の 基本方向が定 ま っ た。

2 ，特産品の 選定

　斜里 町地場産品 ・特産品開発基礎調 査の結果を受け て 、平成 7 年 io 月か ら地場産品開発

調査研究委 員会が実施 された。そ こ で は、年度内に 4 〜 5品 目を選定 する 。 また、平成 8

年度には 実現可能な品 目を決定 する e パ ッ ケ
ー

ジ 、 ネ
ー

ミン グ を確定する、とい っ たこ と

が確 認され た 。

　町役場、商工 会、 農業 、 漁業 、 企業主 、 消費者等幅広 い 階層 で男女ほぼ同数の メ ン バ ー

で構成 された委 員会 で、約半年間の 討議が 行わ れ 、 シ ャ ケの 魚醤を初め として 具体的な品

目が数 十種類提 案された 。 この よ うな 意見 を集約 しつ つ 最終 的な品 目を絞 り込 んで行 っ た 。

こ の 作業 の過程 にお い て も 、
コ ミュ ニ ケーシ ョ ン の ネ ッ トワ

ークに塰点 をおい て 、 人間の

才能の 共 同資産 とい う見えない 財を把握 し、 見える財 をよ り能率 よ く生産す るために 、 見

えない 財を よ り高度シ ス テ ム と して 発展 させ て い くこ とに 留意 した 。

　その 結果、農産物（ジ ャ ガ イ モ ）と水産物（シ ャ ケ）、い ずれ も斜 里の 産品で あるが、こ れ

を材料 とした コ ロ ッ ケを試作することに決定 した 。

3 ．特産品 （コ ロ ッ ケ） 試作 ・試食

　先に も述 べ たが、平成 8年 5月にむ らお こ し事業の 実施が 決定され た 。 こ れを受け て 、

同年 8 月、小委員会に お い て 今後の事業の 進め方お よび講演会、試食会 、懇談会 、 人材育

成 、 調査硯究等に つ い て 討議が なされた 。

　特産品の 選定 が コ ロ ッケ と決定 されて か らも、種々 の議論を重ねた 。 すなわ ち、コ ロ ッ

ケ は 日常的なもの で あ るか ら 、 斜里 町の特産品 と して広範な支持を得 るためには 、 なん ら

か の 特徴 を持 たせ る こ と。 また 、 健康に よ く安全性を提示で きる もの で なければ 、 市販の

コ ロ ヅ ケ との競合に打 ち勝 つ こ とはで きない 、とい うよ りは、市販 の コ ロ ッ ケ との 差異 を
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どうや っ て出 すか とい うこ とで あっ た 。 原材料に つ い て は 、 幸い 斜里の基幹産業 として の

農業 ・漁業は、経 営環境が厳 しい とはい え、生産量 におい て も充分な量が 見込め る こ とで 、

安定的供給は確保で きる見通 しは たっ て い た 。

　
一

村
一

品運動 が、地域振興 の切 り札の ご とき扱い を受けて 久 しい 。 また、その ように し

て 開発 、 創出され た一
品として の 地場産品の うち 、 どの くらい の 数の もの が生 き残 っ て い

るの で あ ろうか 。 その 数は決 して 多 くはな い 。 創 り出され は した もの の 、既 に 忘 れ去 られ

た もの が大部分で あ る 。 概 して 、こ の ような事例 の 大半が客観的に見て み る と、 地城内の

支援 が得 られず 、 従 っ て域内消費を基礎 とで きなか っ たこ とに よる理 由が大 きな原因の
一

つ と して 考えられる 。

　委員会で は 、 こ の 点に留意を して 地域内住民の参 加意 識を高め 、 さ らには住民意見の 集

約 を効果的に行 うため に も、試食会に 重点を置い て 特産品（コ ロ ッ ケ ）へ の 支持を促 した 。

従 っ て実施 した試食会 及び懇談会の 回数は、わずか 5 ケ 月程の 間に町民各層に対して大小

合わせ る と6園に及ん だ。 もちろん、質問項 目は若干異な るにせ よ、その 度 ご とにア ンケ
ー ト調査 を行い 、 特産品開発及び試作の ため の 資料 としてい る 。 もう一

つ は 、 ア ンケー
ト

調査 を受 け る側 へ の 啓 蒙や参加意識の 向上 も狙 っ て の こ とで ある 。 さ らに 、 試作品の栄養

分析等 も 、 東京農業大学食品科学科にお い て行 っ た 。 分析結果は 、 栄養 、
バ ラ ン ス の上で

も良好 な結果であ っ た 。

4 ，特産品商品化の課題

　地域資源 、 未使用資源等を活用 して 、 地域振興 、 地域産業をお こそ うとい う、 従来の む

らおこ し事業に はい くつ かの 問題点があっ た 。 四全総 が多極 分 散型 国土 形成 をス ロ ーガ ン

に掲げなが ら も、 首都 圏と地方圏とい う点か ら見れ ば 、 東京 へ の 一極集 中を追認 した上で

の 首都圏対策が 主で あ り、 多極分散は 、 東京の機能を低下 させない 限 りで の 選別的分散し

か考えて い なか っ たこ とがあ げられ る。 こ の ため 、 分散 の 場で ある 地方の 振興策と して 打

ち出された地域産業お こ しが トーンダ ウン して くるのは 当然の 成 り行 きだ っ たの で あ り、

そ こか ら、む らおこ し、 地域産業お こ しに対 して 消極的な風潮が出て きたの であ る 。 他方 、

地域の 側に問題はなか っ たの で あろうか。「どこ もか し こ も漬物だ らけだ」 と批判される よ

うに 、 地域産業お こ しをモ ノ づ くり論へ 歪曲 して しま っ たきらい は ない で あろ うか 。 こ の

ような反省に立 っ た上で 、 新たなむ らおこ し事業を展開せ ねばな らない 。 従っ て 、 特産贔

の 開発に際 して は 、 単なるモ ノ として の コ ロ ッ ケ作 りで はな く、地域振興の運 動 として の

側 面を重視 して きたわけであ る。

　この ように して 開発 された コ ロ ヅ ケをどの よ うに して 商品化 するか とい う課題が出て き

た 。 試作 した 3種類 の コ ロ ッ ケは 、 栄養分析の結果で も市販品 との 比較におい て優れて い

る点か らも充分商品 と して の価値はある 。

　
一
方 、 考えね ばな らない 点は 、 日常的な食品であ るコ ロ ッ ケが特産品と して のイ メ

ー
ジ

に結び つ きに くい とい う点で ある 。 域内消費 とい う課題 と特産品 と して の位置づ け の 結合

をはか る必要がある 。 しか し、 縛多の 辛子 明太子が一
つ の 例 として もモ デル に なるの で は

ない か 、 売 り出されて 50年程で あ るが 、 市場規模は 1，000億門を超えて い る。 博多の 人々

は 、 日常的に これ を常食 し、 しか も他の地域の 人 々か らは 土産物と して 認知されて い る 。

要は、コ ロ ッ ケ も市販の もの とい かに差 Sil化 して 、

1）　一ジ ョ ナル
・ニ ヅチ を得 るかで あ る 。
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5 ，地場流遜促進の意義

　特 産品の 地元消費を促進する こ とは 、 特産品の 出荷収入や観光収入 等の 地域外 へ の 流出

を最 小限に食い止 め る もので ある 。 こ れ は、特産物 や地域食 の 形成 に もつ なが る もの であ

る 。 従 っ て 、 地元住民 が消費するの はもちろん 、 民宿やホテ ル に宿泊中の 観光客 に対 し、

地元生産物 IO〔｝％の 食事 を出すなども一
つ の対応 であ る 。 田舎に きて まで 東京 と同 じ食事

で は 、 観光客に と っ て は こ れ ほ ど楽 しみ の ない 食事はない 。

　 こ うい っ た こ とか ら、販売 の 仕方 がポイン トに な っ て くる 。 その際、商品販 売に大 きな

ウ エ イ トを占める のがパ ッ ケージデ ザイ ンや トヅ ピ ング 、 ネ
ー

ミングで あ り、 この点の 工

夫も必要で あ る 。

　
一村一

品は、地元で 消費される物 、 地元で 喜ばれ る物が求め られ る時代に な っ て きて い

る 。 特産品 と して 定 着 しうるか齎か は 、 消費者が 日常の 食生 活 にお い て継続的 に購入 する

商品 とな りう るか ど うか とい う点にか か っ て い る 。 それが ひ い て は特産品 として 他の 地域

へ の 土産物、贈答品 とい っ た形を とっ て、誇 りを持 っ て普及 して い くこ とになる であ ろう。

こ の 域内消費 を基礎 消費 と して 、市場出荷 に よる外貨獲得を図 る必要がある 。
い ずれに量

よ 、
コ ロ ッ ケは 日本人 に 永 く親 しまれて きたもの で ある 。 あ る大手食品メ

ー
カ
ー

は 、 年間

売 り一i げ ］〔｝0 億円 とい う大型商最と して 位躍づ け て い る 。

6 ．埴 場特巌品企業化 と展闘方向

　平成 8 年度 の 特産品開発事業の 結梁、地場特産儻として地元で 生産され る、農産物（ジ ャ

ガイモ 紅丸 ）、 水産物（シ ャ ケ）の 複含付加価値品 として の コ ロ ッ ケ 開発 の経過 と主 旨に つ い

て 、 概要 を若
：F長 くな っ た が説明 した 。 そ れは 、 特産品企業創設 の 過程 に関係 す るか らで

あ る 。 こ の 企 業の 形成 の あ りよ うが、こ の 企業 を特徴づ け る こ とにな っ たわ け で ある。

　特産吊開発の 成果を踏 まえて 、 平成 9年麓におい ては 販路開拓支援事業 と、 そ の 支援対

象 とな る 企業化 の 為 の 事業実施 及び調査 を行 っ た 。 販路開拓の 調査概要 に つ い て は詳 しく

は省略 す る が 、地場の 原料、技術 、 労働力に よ る特産晶は誇りを持 っ て 支持す るこ とが で

きる とい う、多 くの 回答が得 られ 、 商品に対する需要度の 高さを確認 する こ とが出来た 。

　地 場に こ だわ る と い う意見の 裏づ け ともい えるか もしれない が、こ の 地場 特産 品の 生産

を、既 存の 食品企業 に生産 を依託するの では な く、（概 して
一

村
一

品の 場合には 、 外部依託

生産 が多い ）地場企業を設立 して、特産品の生産 を眷 いた い との 気運が 高ま っ た 。 これ を受

けて 早速企業化 の 検討 も行 っ た 。 討議 内容は多岐に 亘 っ たが 、 主 に経営形態 、 出資、 生産

ライ ン（手づ くりに こ だわ る とい う観点か ら）、 販路 、 社名等が問題に なっ た 。 特に 、 経営

形態 に つ い て は、組合の 形態や第三 セ クター方式などが挙が っ た が 、 結果 として 株式形態

をと る こ とに な っ た 。 こ れは 、 共同体関係や分業関係、商品経済な どの 経済関係に お い て 、

土 地、生産 手段 、 生活 手段 な ど、 モ ノ の 形 をとっ た財 ばか りで はな く、
こ の ような目に見

える財が生産、分配 、 消費される過程に おける コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン の ネ ヅ トワ

ー
ク に よ っ

て 、人間の ナ レ ッ ヂ （Knowledge ）、才能 とい う目に見えない 財も、よ り高度シ ス テ ム とし

て 発展 させ る とい う理念 に基づ い て の こ とで ある。

　社名に つ い て も、こ の基本理念を踏 まえ 、 事業実施の過程で 多 くの応募の 中か ら、シャ

リ
ー

ズ ・キ ッ チ ン株式会社 と決ま っ た 。 文字通 り 「脳 里の 台所」 とい う意味で 、 今後 もさ

らに様々 な食品（特産品 ）を開発 して い くに あた っ て 、 トータル ・ブラ ン ドとして 包括する
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ためで あ る 。 出資に して も、 商工 会を通 じて広 く公募 した結果 、 景気低迷 の最中に もかか

わ らず極めて短期間に 1，055 万円（211 株）が IO 法人 、 7 個人か ら引受があ っ た 。 こ れ を資

本金 として 、平成 9年 12月 22 日に会社設立がなされた。従業員は 正規雇用 3 名（現在は 7

名）で 当面は 、 年間 50万個の生産で操業を始めた 。 今後は 、 複数の 商品の 開発を しなが ら、

複合的な事業展開がなされるこ とになる 。 また販路に つ い て も、域内消費を基礎 としなが

らも、広範な外部消費 、 例 えば小売市場の組合で ある協同組合 大阪食料品販売ネ ッ トワー

ク との 取引な どで販路の拡大を図る とこ ろである 。

　ともあ れ 、 この 事業の 出発 によ り、 関連事業が起業化され、地域内での 雇用機会が さら

に広が り、地域振興の
一

因とな るこ とが期待 され る 。

7 ，特産品企叢化が地域振興に果たす役割

　地域資源の 見直 しが、地域産業 、 地場産業の 活性化 の契機 に もなる 。 地域の 自然 、 豊か

な資源、気候条件など 、 その地域に蓉 目した産業創造 こ そ 、 ほか にはない優位性 を発揮 し、

また人 々の エ ネル ギー
も生き生 きと活用され る原点となる 。

　地場産業 とは 、 地元資本、地 元原料 、 地元労働力 、 地域の 伝統 によ っ て は ぐくまれ た技

術 、 地域内に 形成された分業体制な どを利用 して成 り立 つ 地域内循環型の産業であ る。 完

全 な地域循環は 、 今 B成 り立ちに くくな っ たが 、 可能な限 り地域の 様々な資源を生か し、

地域の風 土適合 的生産活動を通 して、地域 の富を形成する為に は以下の こ とが原則 的に璽

要で ある 。

　地域開発は大企業や政府事業として で はな く、 地元の 技術 ・産業 ・文化を土台に して 、

地域内の 市場を主な対象として 地域の 住民が学習 し 、 経営する もの で ある 。 その 際 、 大事

な こ とは 、 環境保全 の 枠の 中で地域開発を考え、 自然の 保全や羮 しい 町並みを つ くる とい

うア メ ニ テ ・S・一を中心の 目的 と し、 福祉や文化が 向上する ような 、 何よ りも地元住民の 人

権の確立 をも とめ る総合 目的を持 っ て い る こ とで ある 。 また 、 産業開発を特定業種 に限定

せ ず 、 複雑な産業部門にわた るように して 、 付加価値があらゆ る段階で 地元 に帰属する よ

うな地域産業連関を図 るこ とが必要で あ る。 さ らには 、 住民参加の 制度をつ くり、 自治体

が住民の 意思を体 して 、 その 計画 に の る よ うに資本や土地利用 を規制 しうる 自治権を持つ

こ とが望ま しい 。

　この ように 、 経済的側面に加え 、 環境保金 、 ア メ ニ テ ィ
ー

の 向上 、 住民参加 、 人間発達

とい っ た側面に まで 広が りを持つ こ とが重要なの で ある 。 こ の ように して 、 各地域が地域

の 個性 や特性を生か して経済的に も発展 し、 過疎化 を とめる こ とが出来れば望 ま しい こ と

で ある 。 しか し 、 それが出来な い 地域も少な くない 。 従 っ て、四全総の よ うに 「地域産業

おこ し」 と地域の 自助 ・自立が原則 だ として 、 地方交付 税交付金や国庫支出金 を機械的 に

闇減する こ とに は聞題 があろう 。 また 、 もち ろん地方自治体の 果たす役割も、 今 日である

か らこ そ大きい とい える 。

　今、北海道で は産学官が協力 して 、 北海道に新 しい 産業を創出しようとい う 「北海道産

業クラ ス ター構想」 が始動 して い る 。 こ の 構想は 、 今まで の北海道産業構造の 反省か ら生

まれた と考えて よい 。 縦割 りの産業構造に よる連関の 弱さが 、 競争力の 弱さにな っ て い る

点であ る 。 例 えば 、 農業 、 林業、水産業の よ うに個々 に 存在す るもの を、ク ラス ター（群 ）

とい う概念で連関させ ようとする考え方で ある 。
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　こ の 計画 を実効 ある もの とす るため には 、 クラ ス ターを形成するため の 知識創造型の 主

体 となる企業 （シーズ ）を育成する こ とが 、 重 要 なポ イ ン トに なる。 例 えば、新 たに創設

され る 本事例 の ような特産品企業 を、 地方 自治体と して どの よ うに具体的、 積極的 に支援、

育成するの か とい うこ とで ある 。 それが北海道経済再生の
一

つ の端緒 となるの で は ない か 。

おわ りに

　 地域の 自然、資源等そ の 地域に着目 した産業創造 こ そ 、 地域の 特性を発揮させ
、 人 々 の

エ ネル ギーも活用 され る こ とは すで に述べ たが 、今後 と りわけ重要に な っ て くるの が人材

資源で あろ う。

　地域 資源活用型企業に とっ て 、 人 的資源の 活性、活用は大きな要因で ある 。 特産品企業

化 の経緯 の 中で 、 各階層 （各産業、業 種をは じめ 、老若男女）か ら選出された委員会メ ンバ

ー
が、事業遂行の 為の 対話、交流、協詞、 連帯な どの 諸活動 に よ っ て 、 潜在的力量を引き

出 し、

一
人一人の 知的能力、労働能力 、 生活能力、統治能力 を次第に高め て い く過程が明

らか に み とめ られた 。 また、またこの運動の コ ミュ ニ ケーシ ョ ン の ネ ッ トワ ークの 中で 、

相互の 才能 の差異を認め あい （寛容）、 それ を共同の 資源 として確認 しあ っ た 。

　地域特tCtt開発事業に よ っ て 創設 されたこ の 企業に は 、 こ うい っ た委員会 メ ンバ ー
の 大

半が参加 して い る 。 従 っ て、経営会 議では 、 生産 、 販売計画をは じめ とした経営計画 に 重

要 な影響 を及ぼ して い る 。 特 に女性 メ ンバ ー
の 場合 、 生活者 レ ベ ル の 選択基 準 と生産者 と

して の 側面の 双 方の 基準で 、
ニ

ーズサ イ ドとシーズサ イ ドとの イ ン ターア ク シ ョ ンによ り

知識 を創造 する役割を担 っ て い る 。

　 い ずれ に せ よ 、 比 較優位にイ ンセ ンテ ィ ブ をお くグ ロ
ーバ ル化は 、 様々な地域が持っ て

い るポ テ ン シ ャ ル を求めて今後さ ら に進展 して い くで あ ろう。 それ故 に ますま す 「地域」

の 重要性 が問われて い く。 従 っ て、地場企業、大企業 をとわ ず 、 地域住 民が安定 した就労

の 機会 を得 、

一定水準の所得 を獲得 し、 地域の 産業 と社会を再生産 して い く条件を拡大 す

る こ とが
、 地域形成に とっ て 意味の ある地域経済振興で ある。 そ して 、 そ の 為に は 地域的

な意志決定 と地域調整が必 要で あ り、そ の 機能を果た す主体の 形成が 、 前出の ような人材 、

人的資源の増大に よ っ て実現 されねばな らい で あろ う。
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変遷す る ス ウ ェ
ー デ ン ・ モ デル と雇 用

　 （The 　Swedish 　 model 　 in　transition）

北海道東海 大学 　　川　崎 彦 （Kazuhiko　Kawasaki ，　 Hokkaldo　Tokai　 Un 至v ．）

i　 戦後のス ウェ
ー

デン経済

　戦 後 1970 年代
’
ドばまで の 4 判 1ヒ紀は ス ウ ェ

ーデン経済の 黄金時代で あ っ た 。

　第二 次大戦後 、 生産設備を破壊された欧州の 復興に、ス ウ ェ
ーデン は漁夫 の 利 を得た。 2

度の 大戦 を経て 、ス ウ ェ
ーデン は欧州で最 も豊かな国の 仲間 入 りをした。

　ス ウェ
ー一デンで は 1932 年 か ら社会民主党が 半 世紀近 く政権を担 当し、　「国民 の 家 1 ま

たは ス ウ ェ
ーデ ン ・

モ デル と睡ばれ る、公共部門主導型の 癌祉社会の 建設が 進 んだ。　 一
方 、

ス ウ ェ
ーデンの 編祉公共 部門は雪 だ る ま式に膨張 して い っ たの で ある。

　第
・・
次石油危機以降 ス ウ ェ

ー
デン経済の危機が顕在化 した 。 た とえば石 抽危機以 前は紲

界第 2 位の地位を 誇 っ て いた造船 業は国営化 され 、 鉄鋼業 界で は SSAB （75 ％国 営〉が 7
8 年 に設 、

’

rlされた 。

　 1982 年に 6年ぶ りに政権 に復帰 した社会民主党は、　「第 3 の 道］ と称する経済政策 を

推進 した。規制緩和が推進さ れ、外国為替は 自Ml化され、 85 年 か らは銀行の t．Xlliし規制が

撤廃されて 、株式や 不動産投資の 過熱によるバ ブル 景気が 発化 した。株価総額は 80 年代に

10 倍に 、商業不動産の価格は 80 年か ら 89 年まで に 15 倍にも高騰 した 。 しか し、 90

年に は新 しい 税制が実施され 、そ の 後 2 年問 で株価 、 不動 産 も半額 に減少 し、銀行、不動産

業は不良債権を処理 しきれず、深刻な経営危機 に陥 っ た の で ある 。

　 90 年 には金融 会社の 危機が 、 91 年に は 、 銀行の経営危機が深刻化 した。 90 年代初め

に 、 国は銀行救済の ため に 10 ‘）0 億 クロ ーナ （GDP の 7 ％）の 財政支援を したの で ある。

　 92 年秋 にはク ロ ーナ に対す る投機売 りの圧 力が 高ま り、国会は挙國
・一徴 の 通 貨防衛政 策

をとる こ とを余儀な くされた 。 しか し、結局投機圧 力に破れ 、 92 年 11 月 に は EMS か ら

の 離脱、クロ
ー

ナ の 実質的な 大輻 切 り下 げに追 い 込 まれた の で ある 。

　ス ウ ェ
ーデンの 鬮内総生産は 1991 年か ら 3 年連続で 実質減少 した。

　実 質失業率は 92 年に 史 L蹇 前の 10 ％ を超え た。 　 93 年の 国の 財政赤字は GI ）P の 1

3 ％ で 、OECD （経済協力開 発機構）加盟国中最悪 で あ っ た。財政赤字補填の ため に 、国

は借金を余儀なくさせ られ 、国家 予算の 歳 lllの 4 分の 1が利 r支払い に 充て らた。

　ス ウ ェ
ー

デン の 国 民 1人あた りの 国 内総 11
三産は、 i970 年に は 匿界第 4 位の トッ プグル

ー
プに あ っ たの に、 96 年には 16 位にまで 落ち込んで い る 。

　ス ウ ェ
ーデン経済の諸問題が 、 国際経済の 外的要国によ る もの なの か 、 あるい はス ウ ェ

ー

デン国内の シ ス テ ムが原 因なの か、がわれわれ の 関心 で ある 。

2　 ス ウェ
ー一

デ ン ・
モ デルの 変遷

2　 1　 ス ウ ェ
ーデン ・モ デルの 理念

ス ウ ェ
ー

デン は 戦後ll堺 で 最 も豊かな国の
一つ にな っ たが 、 100 年萠には実は ヨ ー ロ ッ

一19 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

パ で も最 も貧 しい 国の
…

つ で あ っ た 。 1860 年か ら 70 年 問に 、当畤の総人 目 の 4 分 の 1

に も相 当する 120 万 人 もの ス ウ ェ
ー

デ ン人が貧 しさか ら逃れ て ア メ リカ等に移民 して い る 。

　 しか し、 1870 年か ら 100 年間 の ス ウ ェ
ーデ ンの 国民

一一・人当 り GNP （國艮総生産）

の 年 平均実質成長 率 （2 、 5 ％ ）は1：i本 （2 、 7 ％）に次 い で 高い 。 米国、 ドイ ツ 、ノル ウ

ェ
ー （2 、 0 ％ ）な どを上 剛る 高い 成長率を見せ た 。

　 そ して 1932 　（ll以 来 、 料 1亅二紀近 く連続 して政権 を担 ’；Gして きた 社会民一1三党 の ドで 、ス ウ

ェ
ーデン は 匿界最 高水 準 とい わ れ る高度 の 襭 祉国家を築 き Lげて きたが、そ の 基 本に あ っ た

政策 はよ く 「ス ウ ェ
ー

デン ・モ デル 1 と総称され る 。

　 ス ウ ェ
ーデ ン ・モ デ ル の 定義 は 、 連帯賃金政策な ど 、 労 使関係にお ける特 色 を取 り 1：げる

こ とが 多 い 。 レーン と メイ ドナ ーの 2 人の LO の エ コ ノミ ス トは、 1950 年代か ら 漣 帯

賃金政策 」 な る 政策 を提唱した a そ の 骨 Fは以下の とお りで ある。

　 ・連帯賃金政策 ： 「同等の 仕事に は 岡等の賃金」 とい う政策 。これは、企業の 耕益、業種、

地域 な どに よ る賃 金支払能 力の 差は無視する こ とを意味す る 。連帯賃金政策は さ らに 、収 益

の 低い 企 業は淘汰されて い くこ と、つ ま り産業の 構造転換 を受容 してい る。また、こ の 政 策

は 、強力な 労 使団体が 責任を持 っ て rP 　sSl交渉 に あた り、政府 は所 得政策 な どの 介入 は しな い

こ とも前提 と して い る 。 Il1 央交渉は 55 年か ら開始され 、 80 年代の 半ばまで 続い た 。

　 ・積樋的労働 市場政策 ：　 連 帯賃金政策は産業の 構造転換 に よる労働力の 移動を想定 して

い る 。 こ の ため 、労働市場庁 （AMS ）は 、失業対策、職業研修 ，引 っ 越し補助制度など、　 r一

庫 い 「積極的労働市場政策」 の メ ニ ュ
ーを用意 して きた 。

　 ・高利 益企業対策 ：　 連帯賃金政 策の もう一
方の 側弼は、収益力 の高い 企業に と っ て は 、

相対 的に 低い 水準に賃 金が設定 され る ため に 、 f過剰利益」 が生 じる こ とで あ る。紐合 に と

っ て の この 対応策 は後述 の 「従業員基金」 で あ っ た 。

　連帯賃 金政策 を骨 Fとす る ス ウ ェ
ーデン ・モ デル の 定義に 対 し、ス トッ クホル ム 大学 の ル

イ ン教授は、次 の 3 要因 を含む広義の ス ウェ
ー

デン ・モ デルの 定義を行 っ て い る，，

1　 包括的な福祉 システム
ー

原則 的に 普遍的 で公的なサ ービス

2　 平和的 ・協調的 な労働 市場 一
連帯賃金 政策 、積極的な労働 11了場政策

3　合意形 成を優先させ る政治誤題解決技法
一

妥協

　筆者は も う
一
っ 、　 「祐｛祉シ ス テム を支え る 産藁基盤」 を付け加えた い

。 癌祉シ ス テムが 社

会 ｝磯 的な理念に 基づ く分配シ ス テ ム だ とすれ ば、ス ウ ェ
ー

デ ン の 産 業基盤な い し生産 シ ス

テ ム は も っ ぱら資本 k義的で あ っ た e 半 IH：紀に わた る社民党 政権 の 福祉社 会建設の 方法の 理

論 は、次 の よ うに 単純明快な もの で あっ た 。

　以 ヒの よ うな 「産 業こそ 福祉 の 糧」 と の 考え方 の 下に、 一一部で 誤解され て い るイメ
ー ジ と

は逆 に 、ス ウェ
ーデンで は極め て 資本主義的な 、企 業 （と くに 大企業）優遇政策を とっ て き

た とい える。　 そ の 例は （1）純粋な私企業が 85 ％ を占めて い た こ と、　 （2 ）企業優遇 税
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制、　（3 ） 独禁法に よる集 rllの 直接規制は行なわず、世界市場を 目標と し 、 国際競 争力強 化

の た めに産業の 集申が行なわれた こ と、等に 顕著で あ っ た 。

　 こ の 様な政策的背累の 他に 、　 （1）鉄鉱石 、 森林資源 （材 木
・パル プ）、水力発電の 資源

に 恵まれ て いた こ と 、　（2 ） ノーベ ルを は じめ数多くの発明家を拠 して い る実用 的技術の 伝

紘 　（3） ナポ レオ ン戦争以来 戦争を して い な い 平和の伝統等 も寄 与し、ス ウ ェ
ー

デン は 人

Irl　880 万人の 11、国なが ら、 世界企業を数多く輩出 して い る 。

　例えば、自動車のボル ボ 、 サ
ー

ブ ・
ス カニ ア 、家電の エ レク トロ ラ ッ クス 、璽電の ABB 、

通信機の エ リクソ 冫、 ベ ア リングの SKF 、ス ト
ー

ラ （紙パ ル プ）、テ トララバル （紙パ ッ

ク）等がそ の 例で ある。

〈三段階の 罠主主 義〉

　社 会民 主党 はかね て か ら 「三段階の 民主主義亅 の 理念 を主張 して きた 。

　 これは政淪的民主化 、 社会的民主化及び産業民主化の 三段階か らなる 。

　ス ウ ェ
ーデ ンの 政治的 デモ ク ラシ

ーは極めて 完成度が 高い 。 例え ば、情報公開の 原則 、 オ

ムブズマ ン 制度、 レミス （法案作成前の 意見穂取制度）、外 国人にも与え られ て い る地方議

会選挙権 ・被選挙権等がその 例で ある 。

　社会的民主化の 手段は 「普遍主義」 をと る禰祉制度であ っ た 。 す なわち 、福祉サー ビス の

文橡 は全国民で ある。所得等によ る条件は 付けず 、 ニ ーズの 有無の み に よ り褞祉サ ービ ス の

給付が決め られ た 。

　更 に産業 践 主化は、  職場民主化 〈労働環境の 改善、 職場 におけ る入間性 の 回復）、  企

業民主化 （従業員の 取締役会参加 、 1977 年以降の 共 同決定法によ り、企業内民孟化 を 目

指す〉 そ して   経済昆 主化 （立法に よ り企業の社会的コ ン トm 一ル を目指す）の 3 段階に 分

け られ る 。

　1984 年か ら発足 した 「従 業員基 金制度」 によ り、経済 畏主化の 枠組みが 出来 ．

一
応 三

段階の 民主 ｝三義は鰰度的に完成 した。 1992 年に保守中道政権は 、 この 制度 をeelt：し、基

金は 、 研究開発、申小企業の 支援の 財源および国民に還付す る ことをす る こ とを決めた 。

2 ． 2　 「スウ ェ
ーデン ・

モ デル」 の 問題点

　以上 の よ うに明確な理念で運営 されて きたス ウ ェ
ーデン ・モデル も、石油危機以降その 闘

題点 が顕在化し、 80 年代以降は激 し く揺れ動い て い る e

　第
…
次石 油危機以降次第に顕 著にな っ て きたス ウ ェ

ーデ ン 型褊祉経済の 問題点は以 Fの 点

に まとめ られ る 。

　ス ウェ
ーデンの 社会艮主党、労働運動の特色は 、 平和主義 、 改革主義で 、革命的または 暴

力的 な 手段 を選 ばな い 。 1898 年 に は 、 ナ ショ ナル セ ンタ ー LO が 設立された 。 これ らの

動き に対応 して 1902 年に は使用者側が SAF （ス ウェ
ー

デ ン経鴬 者連盟） を創設 した 。
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1906 年に は SAF と LO は 協約 で 、労 働者 には団結権、団体 交渉権 を認 め、　
一
方で 使用

者の 採川 、解雇 、職務の 指揮分配な ど人事 に関する 專権 を認 知 した。

　 1932 年に はハ ン ソ ン を党 首とす る社会疑主党政権が誕 生 した。社会民 i三党はそ の 後 半

世紀近く政権を担当 し、　 「鬮民の 家」 と呼ばれ る編祉国家を築き h げて きた。

　 1938 年に調印 され た LO と SAF の 「サ ル トシ ョ
ーバ ーデン 協約」 は 、 労使関係を 交

渉と協定に より長期間安定させ る 協調精神を含んで い る。ス ウ ェ
ーデンの 労 働市場 が戦後 7

0 年代まで 、 ll堺 で も稀にみ る 安定さをみせ たの は、 「サル トシ ョ
ーバーデ ン」 の 精神が 引

き継がれ て きた ことが 大きい 、と欝わ れる 。

　 ス ウェ
ーデン の 民 間部門で は 使川者側が SAF 、労働者側が LO 、　 TCO （ホ ワ イ トカ ラ

ー
申央労組）な どの ナ シ ョ ナ ルセ ンタ ーに組織化され 、 80 − 90 ％ とい う li堺 で も類を 見

な い 高い 紅織率 を背景に 、きわめ て 中央集権的な労使関係の 構図を保 っ て きた 。

　 SAF は LO 等と 賃金 ・労働条 件等につ い て 中央 交渉を し、その 結果 は 、産業別組合お よ

びそ の 下 部組織 がそれぞれの 使 川 者組 織 と協約 を結ぶ 形態で ．労働市場の す みずみ まで 波及

した 。 こ の 申央交渉シ ス テ ム は 三955 年 か ら始 ま り、80 年 代半ばまで続 いた 。

　 しか し 、 1980 年代には こ の ll映 交渉 シ ス テ ム が次第に 崩壊 し、産業別の 労 使団体 に交

渉 の 主体が移行 した 。 SAF の 構成団体で ある VF （機械産 業経営者連盟） とメ タル （機 械

産 業現業労 働者組 合） の 間の 交？歩がそ の 例 で ある 。 1990 年初め に は、 SAF は 、今後ナ

シ ョ ナル セ ンター
の レベ ルの 賃金交渉を一切取 りやめ る こ とを発表 した 。

　 ス ウ ェ
ーデン の 中 央集 権型交渉シ ス テム に 問題が生 じた背 暴と して は、 D 個 人の 税登1担

の 増加と賃金の 事準化が 進みす ぎ、仕 事に対す るインセ ンテ ィ ブが低下 した こ と、 2）経 済

停滞に よ るゼ ロ サム ・ゲ
ー

ム で ．産業 ・企業間の格差が拡大 した こ と、 3 ）連帯賃金政策 を

推進 して きた紐 合の パ ワ
ーの 低 ド、 4 ＞技術 革新、情報化に よ り、労働者の 職務内容 も大き

く変化 し、賃金設定も従来の 協約で
一・・括 とい う方式よ りも、個別の 賃 金設 定が必 要にな っ て

き た こ と、な どがあ げ られ る。

　 1970 年頃 か らは、国 の 態度に も変化が 見られ る よ うにな っ た 。 変化は 、 今 Llt紀初めて 、

使川者の 企業経営、労 働条件等に つ い て の 権限に種々 制約がhllえ られた こ と で ある。

　 1970 年代初め まで 40 年間 、 経営者の 専権は、疑われ る こ とはなか っ た。　 「32 条権

限」 との 通称 を持ち、企 業経営 および労働条件に つ い て は、法 律また は協約で規定されな い

限 り 、経営 者が 独自に 決 める権限 を持 っ て いた の で ある。

　サ ル トシ ョ
ー一一

バ
ー

デン の 協約が 成 N
【
f．して か ら以後 1970 年代まで 30 年閥、労使関係 へ

の 国の 介人は 、 極め て 稀で あ っ た 。 岡 は 労使閲係の 分野 にお いて 「意識的 に受動的な態度 」

を維持 したの で ある 。 国は 3 段階の 民上化の 第 2 段階で ある 簡祉 の 充実に 導念 し 、 労使関 係

へ の 介入 を避 けた e しか し 70 年 代 に入 っ て か ら、 国 はそ れ まで の 受動性 を放棄 し 、 積極 的

に ・樽去に よる 介入を進め る 「能動性 1 に変身 した 。

　そ の 例 は、 「雇川保護法」 （1974 成 立。 1906 年以 来、使用 者が持 っ て いた 自由 な

解雇権 に 制限 が加え られ た）や 1976 年 に施行 された共 同決定 法 （MBL ）が ある。

　共；・il決定法は、従来経営者の 専権 と され て い た 「従業員の 職務の 分醍および管理，個人の

雇用 条件に関す る こ と 、企業の 経営状 況 、従業員の 採用、解雇お よび 人事」 な どにつ い て 、

従業員の 発 ， 権を大幅に 認め 、労使の 共 同決定の 対象と した もの で 、 企業の 人 事シス テム に
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も大きな イ ンパ ク トを ”1えた。

　 この よ うに 、 1970 年代か ら、 ス ウ ェ
ーデンの 労使関係 は 、それ まで の 協約に よる 形 態

か ら．法律 による規定の 形態に 急激か つ 大幅な変化 を遂 げた 。 1976 年に LO は サル トシ

ョ
ーバ ーデンの 協約 を破棄し 、 ス ウェ

ーデン ・モ デル の
一・

つ の 時代は終わ りを とげた。

　上述の よ うな、膨張 した福 祉公共部門の 弊害を是正 し産業の 国際競 争力 を回復する ために 、
｝ li
時の 社会民主党 政権は 90 年以降 、 自ら思 い切 っ た 政策をと っ た。

　 GDP の 6 ％にも相 当する 「世紀の」 税制改革 、 国家公 務員を 1害硝ll減する 行革 、 疾病 保

険支給水準の 切り ドげ 、 原発廃 ll二政策の 見直 し、　 EU 加盟 申請 へ の 政策転換な どで あ る。

　ス ウ ェ
ーデン の 疾病保険制度 では、病気の 場合、通常の 所得の 90 ％が雇用者に代わ っ て

支払われ て いた。 1週 間以内の 病欠の 場合には診断書 も不 要で 、 社会保険事務所へ の 電話 に

よるMl　lil−− itg で 足 りたために、　「病欠」 El数 、 アブセ ンテ ィ ズム （ずる休み ）の 増加が問 題

1

視されて いた 。 疾病保険制度は永 く社会民主党に とっ て 「聖域 」 とされ てきたが、 90 年 か

ら支給率が 切 り下げられ 、　「病 欠」 日数も減少 して い る。

　 1992 年夏の 欧州 通貨不安で は 、 ス ウェ
ーデン経済の 問題点が 浮 き彫 りに され、そ の 通

貨ク ロ 9 一ナが投機 の対象とな っ た 。 中央銀 行は通 貨防衛 のた め に、隈界利子 率 （市中銀行 へ

の 3 臼以内の 黛出金利）を 500 ％ とい う前代未聞 の 水準 に引き hげた。

　さ らに保守中道政権は 、 通貨防衛と い う錦の み旗 を盾 に取 り、野党社会民主党 との いわ ば

挙鬮
一
致体制とも雷える 与野党の 合意 に達 した。

　こ の よ うな状況で 政府は 、 ス トッ クホルム大学の ア ッ サー ・リン ドベ ッ ク教授を委尉長 と

す る経済危機委員 会を発 足させ て 、 経済危機の 艮期的 な解決策の 提言を依頼 した 。

2 ． 3　 変遷す る ス ウェ
ーデ ン ・モ デル

　 93 年春に 公表された報告書 『経済と政治 の 新しい 条件』 によれ ば、福祉 を優先 しす ぎ た

結果 、 イ ン フ レ、雇用、競争条件、経済成艮等の 分野で 深刻な問題が生 じて い る 。

　提 言の 内容は、鬮内の 競争土 壌の 回復の ため の政策、 一一
時 的雇用を認め る な どの 労働市場

法 制の 改正、祉会保険 制度の抜 本的な 見直し 、 労使の 圧力 団体の 権限 を制限 す る な ど、従 来
の ス ウ ェ

ーデン ・モ デルの 根幹に及ぶ見直 しを迫 る もの で あっ た。

　また国 会議員の 定数を半分に し、　「県 」 を廃止する 、な どの 政 治改革案も含まれ て い た 。

　提 藷がすべ て 実現 されれば 、 かつ て の 「ス ウェ
ーデン ・モ デル」 は全く跡形が な くな る の

ではな い か と思われるほ どの 内容で あっ た。

　経済危機委員会の 答 申は大変 な反 響を呼 んだが ．結果的に は各種圧 力団体の 立場をよ り明

確に し 、 システム の 修 ［Eの 難 しさ、また は，福祉の 下方硬 直性を さ らに浮き彫 りに した 。

　しか し、ス ウ ェ
ー

デン ・モデル は徐々 にで はあるが確実に 変化 を して い る 。 そ の 方向を 別

図に まとめた 。 変化の 方向の 中に はすで に実施 されて い る項 目 も含まれて い る 。

図　ス ウ ェ
ーデン ・モデル 、問題点 と変化 の 方向

ス ウ ェ
ーデン ・モ デル 開題点 変化の 方向

瀞遍的 ・公的 隔祉サ ービス 禰祉公共部門の膨張 普遍的 吋 所得に応 じた負 担
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→ 高 い 税 負挺

一
→ 福 祉サ ー ビス の 効率 と質の

低下

公 的 → 民間 委託 （医療 、保育）

平禾1狛勺。協言周1
「
｝勺・中央集権白勺労

働 市場

連帯賃金政策

仕事 へ の イ ン セ ン テ ィ ブの 低

ド

一
→ 労使関係、交渉の 分権化

→ 所得税引下 げ、税制 改 革

→ 賃金格差拡大

現実的政治技法 多党化 内閣、官僚機能の 強化

膕会議員任期の 延 長

産業 基盤 を 育て る 企 業優遇 政

策

国 際競争 力の 低 ド

産 業の 空洞化

経営投 資環境 の 改 鯵

競争：ヒ壌の 強化

　ス ウェ
ーデンで は ス トッ ク ホル ム 大学の コ ル ピ教授と同大学の リン ドベ ッ ク教授 （経済 危

機 委 賛会 の 委 員長）グループが 、 数年来 激 しい公開 論争 を展 開 して 沈 日された 。

　 コ ル ピ教授 の 1…張は 、 ll980 年代末まで の ス ウ r．・一一デ ンの経済成 長率は 、欧州先進瞬

に 決 して 遅れ を と っ て いな い 。成長率の鈍化は 、後発国の 追い ．ltげ効果に よ る 当然の 帰結で 、

ス ウ ェ
ー

デン ・モ デル そ の もの の シス テ ム に 問題 は な い」 と要約 で きる 。

　
．．．・
方 リン ドベ ッ ク教授 をは じめ、大半の エ コ ノ ミス トは、経済危機委 員会答 申の よ うな状

況把握を し、ス ウ ェ
ーデ ン

・
モ デルの シ ス テ ムの 修正 の 必要性 を主張 して い る 。

　 1］本と して は 、 シス テム の 選択の ため に他由の 石とす べ き 議論で ある。 「1本に と っ て の 関

心 はス ウ ェ
ーデン

・
モ デルの シス テム k 体に問題が ある か 否か とい う点で ある 。

　 世界
一．・

の 高齢社 会を 「1｝湾に す る ｝i3本に と っ て は 今、　 「持続で き る 福祉（SUS
’
1
”
AINABLE

WELFARE ＞1 もキ
t．一

ワ
ー一・

ドと し、ジ ャ パ ン ・モ デルの 構築が必 要とされて い る 。
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　　　　　　　女 性職粟 ドラ イバ ー
の 労働環境に 関す る奥態に つ い て

Investig・ti・・ 爬 ・・酊 ・h ・b。ut　the　1・b・・ envir ・nm ・nt ・ fth・ w ・man ・d・i・… fth ・ 。・1。・p・i・。　P・，itl。。

　　　　　　　　　　
一タク シ

ー ドライ パー
の 実態調査 か ら一

　　 　 　 　 　 　 　
“ The　researeh 　on 　lhe　actual　condition 　ofthe 　taxi　driver”

　　　　　　　　　　　　　　日本大学理工 学部　　　　　　　古 賀羲弘

　　　　　　　　　　　　　　Nihon　 Univ．　　　　　　　　　　　　　　　Yoshihiro　KOGA

　　　　　　　　　　　　　　東京商船大学商船学部　　　　　岐羮 　宗

　　　　　　　　　　　　　　Tokyo　Univ．　of 　MercantiIe縦arine 　　　Tsukasa　　閣ICHIyOSHl
1 ．は じめに

　タ ク シ ー業界 は規 制緩 和政策や長引 く不況 に よ る乗客の 減少な どに よ り 、 これま で 以上

に サー ビ ス 面 で の 企 業間 競争が激 化 して い る 。 か か るなか に あ っ て 近年の 顕著な傾向 と し

g 、 急速 な女 性 に よ る職 業 ドラ イ バ ー
へ の 進 出が 挙 げ られ る 。 特 に

、
86 年の 「男女雇 用機

会均 等法 」の 施 行 以後 こ の 傾向は 強 くな り、 タク シ
ー

業界以 外 に も 、 宅 配 等の 運輸 ・物流

業 界 、 ダ ン プ カ
ーや ク レ ーン 等の 特殊 重機を扱 う建 設業界に も広 が りを見 せ て い る 。 しか

し、 こ の 分 野 の 労働 環境実態 の 把握は 、女性の 立場 か らは もと よ り、男性 、 経営者の 立 場

か ら も皆無 とい っ て よ い の が 実情で あ る 。 さらに は 、 99 年 4 月に 「女性保護規制 」が 撤廃

され 、女性 に よる深 夜 労働環境 の 面か らも実態把握 は不 可欠 の 課題 と し て 位 置づ け られ る 。

　そ こ で 、本 稿は今後 の 女性職 業 ドライ バ ー
の 方 向性 を見 い だす た めの 第

一
段階 とし、筆

者 らが独 自に 実施 し た女性 タ ク シ
ー

ドラ イ バ ーへ の ア ン ケー ト調査 と男性 ドライ バ ー
へ の

ア ン ケ
ー

ト調 査 お よ び ヒ ヤ リン グ調査 に よる経 営者側 の 見解 と その 対応 等 を含め て 、彼 女

らを取 り巻 く労働 環境 に 関す る 実態 を整理 した もの で あ る。

2 ．タ　 シー　　 の

　 陸上公 共 交通 機関 の 輸送人員 は、90 年 代 に入 っ て
一

つ の 変化 をみ せ て い る。 JR や 民鉄

の 比重 の 増 加 と反 対 に路線乗合バ ス の 大幅 な落 ち込 み とに 二極化 を呈 して い る 。 こ の 中に

あ っ て タ ク シ
ーの 輸送人員比 率は、他の 公 共輸送手 段 と比較す る と相対的 に は小 さい が 、

タ ク シ
ー

の 持 つ 利便 性 に は、 ドア ・ツ ー ・ドア 、24 時 間営 業、 さ らには呼 び 出 し回 送 サ

ー ビ ス な ど他 の 公 共交 通機 関に は 持 ち に くい 特性 を持 ち、一 定の 比 重 を 占め て い る 。

　 まず 、 タ ク シ ー業界 の 特徴 を幾つ か ま とめ る と、その 第
一

は圧 倒的 に 中小 零細 企 業 で 構

成 され て い る点で あ る。企業総 数 の 推移 をみ る と 、
65 年に 6，500 社 弱で あ っ た もの が 、75

年 に は 7
，
500 社 へ と増加 した が 、

80 年代以降は 図一1 に 示す よ うに 減少 を示 し 、 さ らに バ

ブル 経済崩壊 を契機 と して 、 こ こ 数年 は 急減 して お り、98 年 で は 75 年 当時…の 6
，
700 社程

度に戻 っ て い る 。 Pt−・2 に示す よ うに 、 規 模別 で 96 年度の 法人企 業数 7，
　030 社をみ ると、

乗務 員数 50 入 以 下 の 企 業が 69，0％ を占め て い る 。

　 した が っ て 、 他 の 分野 に もみ られ る よ うな 、 設備投資や事業の 転 換あ る い は 労務対策 な

ど の 中小 零細企 業に往 々 に付随 して い る、前 近代 的 な経営体質や 資金面 で の 苦労な ど の 課

題 を抱 えて い る と推 測 され る 。

　第 二 に 、タ ク シ ー業界は 典型的 な 労働集約型産 業 と い う点 で あ る。俗 に 不 況 に な る とタ
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　　；雛

　　；鷲
羣翻
耄・…

　　：：器

　　鬻
　 　 6300

　 　 　 19Sl　tg83　哽gas　ISBT　19B9　1991　τ992 　τ993　1994　19曾5　1996　1997　1998

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 参 考 文 獄 1）を 基 に 作成

　　 　　 　 　図
一1　全 国 総企業数 の 推移

ク シ ー業 界 に 労 働者 が流れ る と言 わ れ て い る 。

確 か に 、 こ れ ま で の 流れ を み る と
一

定 の 真実

性 に 相関 は あ る よ うに 見受 け られ る。

　
300人
　 12

100人まで

　 15．9X

50 人

136 ％

301人以 上

　 25 ％　 ］

N ＝7，　030 社

人 まで

271 ％

30人 まで

28．3X

　 　 　 　 　 参 考 文 献 2）を 基 に 作 成

図
一2　乗務員数別 構成

　 ま た
、

一
人 の 乗務員 が 長 時間 を密 室 の 空 間の 中で 勤務 をす る 労働形 態が 基本 で あ り、肉

体的 に も過 酷 な 面 を持 っ て い る 。 また、車 両上 部 に 外観 か ら認識 で き る 非常 を知 らせ る 装

置 は 付 い て い る もの の
、 乗客との 対応や トラブ ル は 車 両運 転操作中 に リア ル タイ ム で 受 け

る状 況 に置 かれ 、 自己責任で 解決 しなけれ ばな らい 。 ま た 、夜間 乗務 で は 生命の 危 険 さえ

意識せ ざる を得 ない 業界 で 、精神 的 に も相 当の ス ト レ ス の た ま る 労働環境 に 置か れ て い る 。

　 第 三 に、経 営 効率 は 必 ず し も高 くは な く、労働集約 で あ る た め に生産性 を上げる企 業努

力が なか な か 発 揮 し得 な い 業 界 とい える。 タ ク シ
ー 1 台 の 最 大輸 送 人 員 は 4 人 で あ り 、 平

均で み る と約 1 人に近 い 。ま た 、 以 前は み られ た 相 乗 り制度 は現在禁止 され て い る 。 さ ら

に 、営 業範 囲 制度に よ っ て 特 に長 距離 実 車後 は 空車 に よ る 回送を余儀 な く され 、 ど う して

も近 距離 を対象 として 実 車回 転率 を上 げ なけれ ばな らない
。 ま た 、 東京 駅 や羽 田 空港 がそ

の 代 表例 で あ る よ うに 大規模 な鉄道駅 や空 港 ター
ミナ ル な どの 交通 結節 点 に お け る 乗 り入

れ 許可制 度に よ る影響や 交通広 場 の 空 間的 な 問題 、 さらに は 交 通規 制等 、 タ ク シ
ー

運 営 に

と っ て 非 効率な状況 は 拭い きれ ず、都 市交通 管理 面か ら も労働環境に 間接的 に影 響 を与 え

て い る こ と も念 頭 に 置 か な けれ ば な らない 。 こ の よ うに 、経営面か ら も効 率 の 低 い 事 業分

野 で あ り、図一3 に示 す よ うに 走行 台 キ ロ 当 た り の 原価 に 占め る人 件 費比 率 は 圧 倒 的 に 高

く 、 こ の 傾 向 は 80 年代 後 半か ら急激 に顕 著な傾 向をみ せ て い る 。

　第 四 に 、タ ク シ ー一業 界 の 労働 諸 条件 は 他 産 業 に対 し て 劣 悪 で あ り、なか なか 改 善 の 方 向

をみ せ な い 点 で あ る 。 タ ク シ
ー

労働者の 賃金 水準 を全産 業 労働者 と比 較す る と、82 年 で

は 月 額 25，000 円の 格 差 が 、96 年 で は 65，000 円 へ 拡 大 して い る 。 特 に 、92 年 か ら賃金 は

下 降 しだ し、96 年 で は 80 年 とほ ぼ 同水 準 に まで 低下 して い る。 さ らに は労働 時 間 に つ い

て も月 間 200 時間 を下回 っ た こ とが な く、全産 業 と比 較 し て も明 らか に 劣 悪 で あ る。 こ の

背 景 に は俗 に 言 う 「走 っ て い く らj とい う、歩合給 に 比 重 をお い た賃 金体 系 の 体質が残 っ

て い る た め で あ る 。 そ の た め に 、労働 者の 平均年 齢 も、89 年 の 56．5 歳 に 対 して 、94 年で

も 50．8 歳 と、ほ ぼ横這 い で 推移 して い る。 し か し 、 こ の 業界 に も一定 の 変化や 企 業努 力
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の 始ま っ て い るこ とも事 実

で あ る 。 例 えば 、 近 距離割

安料金設定以外に も、公 共

交通 手段 と して の サ ー ビ ス

性 を重視 し、深夜輸送力 の

拡充を 目的 とす る 「ブル ー

ラ イ ン ・タ ク シ ー
亅の 登場 、

さらに は高齢化祉 会に対応

した リ フ ト付 き福祉 タ ク シ

ー
、 観光ガイ ドを兼ねた サ

ー ビ ス 、また 、従 来 の 角形

か ら丸形 車両 で 乗客へ の 好

印象に よ る集 客カ へ の 期待、

地 球環境 へ の 配慮 か らエ コ

・カ
ー

の 保有な どの 、 い わ

ゆる カ ス タ マ
ー ・サテ ィ ス
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図一一3　走 行 キ ロ 当 た りの 原価 の 維移

フ ァ クシ ョ ン 傾 向 で あ る。 さ らに 、従 来の 単独 企業で の 無線配 車に留 ま らず 、 都市で の 公

共交通 手段 と して の 効率的配車や 経路選択の 誘導な どの 交通需 要 マ ネジ メ ン トへ の 官 民協

力 に よる ITS 技術の 導入 実験な ど 、

一
歩ず つ 前進 して い る 。

　99 年 の タ ク シ
ー

台数規制等の 撤廃 に伴 い 、業者の 激 し い 生 き残 り戦略が 極 め て 顕 署 で 、

企 業内努力次 第で は、吸 収合併 、 さ らに は 廃業に ま で 追い 込 まれ る こ との 危 険性 を持 ち合

わせ て い るとい っ た 、 時代背 景の 波に 押 され る よ うに 登 場 した新 サー ビ ス の
一

っ の 武器 が 、

本 稿で 対象 と して い る女性 タ クシ
ー ドライバ ーの 登場 で あ る とい え る。

3 ．女 タ ク シ
ー ド

顧
バ ーの 加

　「男女雇 用機 会均 等 法」の 施行 以 後、タ クシ ー業 界 に も女性 の 進 出は 著 し く 、 タ ク シ
ー

利

用 の 揚合 に 女性 乗務員に 出会 うの は今や珍 し くは な くな っ て きて い る 。 女性 が それ まで 典

型 的 な男性 業 界、職 場 と考え られ て きた 分野 へ の 進 出の 背景 に は 、

一
面 で は 女性 自身 の 意

識改革 の 進行 と 、 他面 で は 経営者側に よる積極的な女性 乗務員の 採用 を、 単なる男性 の 代

替労働力 と しての 位 置づ けに加 え、経営 の 戦略 的な観点か ら位 置づ け られ っ つ あ る。

　 まず そ の 実態 をみ る と、98 年 の タ クシ ー企業 は全 国 で 6，706 社 あ り、そ の うち女性 乗

務員採用 企業は 2，
562 社 、38．2％ で あ る。 女 性乗 務員総 数 を男性 と比較 す る と 、 僅か 2，2％

に 過 ぎな い
。 しか し 、 pa−−4 の 各項 目 の 伸び 率 に示す よ うに 、女性 の 進 出は 85 年の 「男 女

雇 用機 会均等法 亅を契機に 、総 ドライ バ ー
数が横這 い に 対 して 、 女性数 は 81 年か ら 97 年

の 17 年間 に約 2，7 倍 の 増 の 7，877 人 で あ り、男性 の
一

方で 女性 は急 増 を呈 し て お り、今後

も定着傾 向に あ る とい え よ うe そ こ で 、女性側 の 意識 改革 によ る進 出理 由に は、

1）女性 の 運転免許 保 有率の 増加 に 伴 い 、自動車運 転が 日常生瀁 の 中に定 着 して き て お り、

　女性 自身 が 運転 に非常に意識 を持 っ て い る こ と 。

2）勤務時 間の フ レ キ シ ビ リテ ィ や他 の パ ー ト労働 に 比 べ 比 較的 高賃 金 で あ る こ と。
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　 また 、 経営者側 の 意識 改革に よ る進 出 の

理 由に は 、

1＞単 に低賃金に よ る コ ス ト削減の 一
環や 労

　 働力不 足 の 補填 と い う考 えか らの みな ら

　 ず 、 女性 乗務員 を重要 な経営戦略 の武器

　 として 位置 づ け 始 め た こ と 。

2）女性の もっ 極 め 細 やか な接 客態度や 、従

　 来 か ら運転 技術 に対 して 性差 を取 り上 げ

　 て 躊躇 して い たの が 、丁 寧 な運 転 技術 を

　積極的 に評価 し て い る こ と。

3）女 性乗務員 を採 用す る こ とに よ っ て 男性

　乗 務員 を も含 め た 相対的な サ ー ビ ス 水 準

　 の 向上 を期 待 して い る こ と。

等 が 挙 げ られ る 。 しか し 、 全 て の 　 9・0
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 90
企 業側 に 意識 改革が 生 まれ て い る
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 7．0

訳 で は な く、男性 以 上に 女性 の 採 ま60

用数 を増やす と い っ た方 向まで に …拒
O

　　　　　　　　　　　　　　　蟄 40
は 現 時点 で は 未 だ 達 し て い ない 。 箪 30

4 ． シ
ー
ト
’昌

イパ
ー

態 査

　図一5 に 示 し た よ うに 、都道府 県

別 の 女性 乗務 員 の 構 成比 率か ら、

大 都市 よ り比 較的 地 方都市に 多く

み られ る 。 そ の 理 由 に 、大都市に

比 べ て 地方 都市 で は バ ブ ル 崩壊後 、

O
ハ
UO

2tQ

5．0

4，0

憐 3・0

　 2、0

1、O

0．0

ボ 蜜蜜 釜 爵 ぎ霸 詩 詩
年

女 性ドライバ ー
数

．

女性採用 企 業

　ア　　　 　7
男性ドライバー数　　総企集数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 参 考 文 献 1）2）を基 に 作 成

図 一4　企梁 ・
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特 に 職場希 望に 制 限 が あ る こ とが 影響 して い る と推測で き る 。 さ らに 、 女性採用 企業率 で

最 も高い の が 、 埼 玉 県の 64，5％ で あ る。な お、本研 究 で の 調査 都市 は 女性 乗務 員の 占め

る比率 の 平 均的 な都 市圏 を選 定 し 、 広 島都市圏 （広 島市 ・呉 市・福山市）お よび 熊 本市 と した 。

　 ま た 、 調査対 象 者 は 女性 お よび 男性 タ クシ ー乗務 員 、な らび に企 業経 営者 で あ り 、 ア ン

ケ
ー

ト調査 用紙 の 配布 （留 め置 き方 式 に よ る後 日郵送回 収）お よ び ヒ ヤ リン グ調査 を実施 し

た 。調 査期 間 は 98 年 の 8〜9 月 で あ る 。 回収 率 は 女性乗務員 が ge．　2％ （202／224 件）に 対 し、

男性 が 66，5％ （151／227 件）で 、企 業経営者 は 、86．4％ （19／22 件）で あ っ た。

5 　 シ
ード

ー
イパ

ー 態 査

5 − 1 年 お よ び 成

　調 査結 果 か ら、女性 乗務員の 年齢構成は 40 歳か ら 54 歳ま で に 全 体 の 70．7％ 、そ の な

か で も 45 歳か ら 49 歳まで の 32．4％ を 山 に 分 布 して い る が 、55 歳以 上お よび 30 歳 以 下 は

少 な い 結果 を得 た 。 また 、先に も述 べ た よ うに女性 の 社会 進 出に は 家族 構 成 を考慮す る 必

要が あ る。有 配 偶者 48．3％に 対 し 、 母 子家庭 23．5％ 、 本人 の み 16．　8°

／。
、 本人 と親 4．0％

との 結 果 か らも本 人 が家計 の 中心 的 地位 に あ る 場合 が 44．3％ を 占め て お り 、 家計補充 と
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して の 労働 以 上 の 地位を担 っ てお り、業 界 へ の 女性 進 出の 大 きな理 由の 一
つ と考 え られ る 。

5 − 2　　　 および

　mp　−6 に 示 す よ うに、勤務 形 態 は 男性乗務員 の 場合 は 日夜勤併用型や深 夜 勤 翌 日 休 と い

っ た 隔 臼勤 務 あ る い は 高歩合賃金 の 可 能性 の 高 い 夜 間勤務が 合計 で 67，5％ と多 い が
、 女

性 乗務 員 の 場 合 は 日勤の み が 88．6％ と、比 較 して 多い 。 こ れ は 、調査 時点 （98 年 8〜9 月）

で は女性 の 深夜労働 が禁止 されて

い る こ と と、昼間 の 労働 力 不足 の 補填、　
鋤 の み

乗務員 の 防犯 面で の 整備が定着 し て い

ない とい う理 由な どが 考え られ る。　　
飆 伽

　雇 用形 態で は 、男 女差は あ ま りみ ら

れ ず 、そ の 殆 どが 正 社員 と して 採用 さ　
S’ththO「m

れ て お り 、 臨時 ・パ ー ト社 員は 14．8％

を 占め る に 濁 ぎな い
。 しか し 、 日勤の 　　

asetSS

場合は 当然夜間 勤務 に比 べ て 賃金 は低

く 、 そ の た め に 女性乗 務員 の 中に は夜

間勤務 を希望 し て い る回答 もみ られ た 。

OP 　　 100　　20．0　　30．O　　  』｝　　500 　　朋 」｝　　IO．e　　500 　　駅｝O　　書OOO

　 　 　 構成比く鴨 》

図
一6　男女嗣舳務 形 態

こ の 点で は、法的 規制 の 撤廃以 後 どの よ うに 雇用 形態が 変化 したか 、 今後調 査 を実施 す る

必 要 があ ろ う。 さ らに は 、 防犯 面 で の 経 営者側 に よる対 処 、 すな わ ち設備 投 資 に 対す る意

見の 違い を探求す る必要 が あろ う。ま た 、 ドラ イ バ ー
の 前職 業 は会社 員 、 主 婦 な ど多種 多

様 で あ る。 しか し、選 択 の 動機 は 第
一

位に 「自動 車の 運転が 姫 きだか ら 1が 最 も多 く 、 次 い

で 「子 育て が一
段 落 したの で 、仕 事に出たい と考 えて 」、「家計維 持の た め に 」と い う回答 が

み られ 、「今後 もこ の 職 業 を続け る」と の 回 答は 、男性 60，9％ に対 し女性 66．2％ で あ っ た。

　先の 年齢や 家族構成 とを考慮す る と、女性 に と っ て こ の 職業は 比 較的高賃 金 で 、 時間的

に も自己の 都合に 融通が きき 、 乗務 で 出社する と 、 業務中は あ る程度幗人 の 自由な 時間 と

捉 え るこ とが で き る 。 調査結果か らも、職揚 内の 同 僚人 間関係 に つ い て 良好 か とい う問 い

に対 して 、「良好 で はな い 」との 回答 率 は 男性 で 5．0％に 対 して 女性 が IO．1％ を示 して い る

よ うに 、 職 場 内 で 常に 他の 職 員 と席 を同 じに す るケ
ー

ス も少 ない とい っ た 自由性 が考 え ら

れ る 。 ま た 、 子 育て や 家庭の 管理 な ど の 両 立 も可 能で あ る と言 え よ う。

　職場 には往 々 に して 男女 間の 格差 や男性 か らの 「偏 見 i、 さらに は 女性 間 で も人 間 関係 の

問題 等 山積 し て い るが 、女性 が 職業 と して 選択 した こ との 後悔 な どの 回 答 は み られ ず 、む

し ろ積 極的 に業 務 に 従事 し、サー ビ ス 業 と して 自信 を持 っ て い る 姿が 浮か び 上 が っ て くる。

5 − 3 　プロ ド
騾

イバ ーと して の

　図
一7 に 示 した女性の 職業 へ の 自信 は 、「安全確認 の 徹底 （68．2％）」 、「急 ブ レ ーキ ・

ハ ン

ドル に 注意 （21．9％ ）亅に示 され る よ うに 、彼 女らが プ ロ と して の 自覚 を強 く持 っ て い る こ

とで 示 され る。 社会 で は
一

般 的に 、「女性 は 運転が 下手 で 危 ない 」 とい う意 見 も あ る 。 ま

た 、調査 結果 で も同 僚男性乗 務員か ら も、そ の よ うな回答 が 見受 け られ た 。 しか し 、 経営

者側 か らは 、「安全運 転 に徹 して お り 、 客か らの 評 判 も良 い 」と い う積極的な評価 を し て い る

回答 が 大 部分 で あ っ た 。 そ の 意味で は 女牲の 運 転下手 は 、こ とタ ク シ
ー

ドライ バ ー とい っ
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たプ ロ の 職 業に 従事 して い る女性 に つ

い て は
一

種 の 偏 見で もあ るよ うに推 察

され る 。 こ の こ とが 、さ らに 彼女 ら 自
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 地哩を覚える努力をしている

身 の 相 当数 が 安 全 運転 へ の 自覚 と努力

を意識 的 に傾 注 し、ひ い て は接 客態度
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 売リま醒朔司1上の努力をしてLlる

に ま で も細や か なサー ビ ス を心 が けて

い る。調 査結 果 で も男性 乗務員で は 固　　maLma

定 客 を持 っ 率 は 38，6％ で あ る の に 対 し

て 、女性 は 46．6％ と 、老 人 や 同性 な ど 　　
RLdM ’tdigt’cいる

か らの 指名が 多 い こ と で も、プ ロ 意識
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 飜 ド轟憩ブレ書に注 麿する

の 高い こ と を 裏付 け て い る と言 えよ う。

5 − 4 　 　 　 　 　の
’

識

　今回 調査 を 実施 した ヒ ヤ リ ン グ結果

か らで は あ る が 、 女性 を採用 し て い る

，。欄 。＿
譌 蝋 ニ

ー 一 一

「

O　　　　雪D　　　20　　　30　　　  　　　駟　　　@66　　　アO　　　BO　　　90　　　10

　 　 　 　 　 　橘戴 比（％

図一7 　 男 女 別 プロド ライ
バ ー と し ての

識 企 業の 経 営 者に よる 回 答の 多く みら れ た意見 を整 理すると、衷 一 1の よ うに まと め ら

る。 「 女 性 ドラ イ バ ー は男性 よ りも 勤 務 態 度 が良い 」 、「女 性 特 有 の 心 使 い で乗 客か ら

評 判 が 良 い 」 、 「
企 業 の イ メ ー ジ ア ッ プにつながる」 、「 現 在 若 年層は 少なく 出 産 ・ 育 児 休

制 度 の 活 用は 殆 ど な い 」 と い った
プ

ラ ス 評価の 一 方で、 厂 今後 、女 性 の乗 務 員数が 増 え

と 女性 特 有 の グル ー プを 組み 、 相互に 反 目する」 とい っ た 懸 念材 料 に よ るマ イナ ス評

もみられ た。．1．＝s｛llQ
llllEl 　 今 回の 調査

特定の地 域 と 企 業 数 を限 定

た もので あ り、自 ずと デ ー

分 析結 果の 信 頼 性
に

は
限 界

有す る 。し か し、 こ れ ま で

らか に さ れてい な かっ た 女

職 業ド ライ バーの 実 態 を基

的 に分 析 し た点 では評 価 され

驍 ﾆ 言
え

よう 。 今後 は、 女 性 の

アン ケート 数の 増 加を 図る と と

も に 、 男性 乗 務 員 、経 営者 か ら

の回答も 量 的に 信憑 性を 持つ よ

う
配慮す べきで あ ろう。次 に、 表一 1 　軽営 者 に よ る 女 性

ラ イ
o
ー
の
労 働

境 に対 す
驤ﾓ 識 項 自 <TAB>’随

・
評匝 勤 務 形 態 <TAB>・ 女 1 を 昼間 に男 τ を ¶ 問 に 働

かせる ことに よ り、シフ　が 組みやすく な る

・ 夜 間に 働かせ る に は， 防犯 亜で不 安で ある 　　 5
鋤か ｹた ことに よる丿く叡 ト ラ

ブ
ル は ない ・ 羂<TAB>・女： ・ 用 を

四． ．のイ メー
ジ
アッ 　 のため と位 置 　け てい る・ 労

働
不
足

の
’〜 ﾌた め　　　　 　　　　 　　　　 ’ 幽 堕』 年数<TAB>・　・

と比 　す ると
，

　銃年 　 が長く ，定
壜
率 は　 いと心う・’ …

険
を
画
合す
る ｽめ，　ぐ に 「 辱 し て し　う入がい

る
｛1 暇 ’ 』渡<TAB>・若 　 屠 が ノ

ない た め 、 出産、 育 児’ 暇 制 度 は あ ま り活 珊

れ てい な
｢・男性 と比吏 す ると ． 当日欠勤 や早 三 が 多 い 蓄員　育<TAB>・

｝
正両 メカニ

ッ クの 知 識　不足 して い る
ので’両故　 li ．に一 人で 対 応 ’ で き な いド ラ イ

ーが いる
E
女　 rだ か ら 1 ． ・教 育が 面 倒とい うこ と は な い

職場 膿 境<TAB>・　　 二 が いる こと で職

の雰 囲気
ｪ
明る く なっ た ・　 劉澗のト ラブルが生じ る

よ うに なっ 施設 巨備 <TAB>
・昼間 のみの　 　であ るため か、ド ライバ ーか らの要 　はほと んど な い・

女
子保麺 規 定の搬 廃で 夜 閥

務
者

が憎

加 す
る

と

ｼ
眠室 や更衣 室の 整 痲 が 必1 ’ に なる と 　え てい

る
サー ビ ス イメージ

<TAB>・ 女性 、 … の
心
　い ができる の

で 、客に対 　る サービ スレ ベルの 向 ． ヒにつ な がっ て い
る
・女 性 ド ライ バ ーだ と岡 定 客が つ きやす く亮り上 げア

ッ プ に
竄

献 し て いる・ 男 姓 と 比較すると まじ め な 人 が多 く 、

務態 度が 良
い け理

に．いた
ﾟ ，臼 駆

燃 へ　 li ・
1
り し ているこ と があ る

h ライ
oーか らの ．

’
正 籔

<TAB>
・、 に 1 握していない ・夜 用

r務 を輾盟し てい
る 匸来

性<TAB>・
客
か らの　”な ニー ス に応 える ため ， ，後 も 女 ｝ ・

ドラ イバ ・ 一 を 羅いたい ・労 働『 　 ；足 を 　う た めにも 必 ・な 人材 だ と 　 え て いる 「 女

保 護規 制撤 廃 」 以 降 の 動 向 にも 焦 点 を 当てた 調査 が 必要 と考える 。 特 に、 経営者 が今 後

性を 職 場におい て 如何 に位 置 づ け、 対 応し て いくか を 探 求す る こ と は 、 女性 乗 務員を 取

闃 ｪ く 労 働 環 境 の 変 化 を 知 る 手 が か り と な ろう。最後に、
が国 の現代 資 本 主 義 社会で の 　　　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〈 参 考 文 献 〉 女性 労働 者の立場の分析は、躍進、 後退の両 　 　　　　　　　　　
　 　 　　　 　 　 　　 1 ） 数字で み る 自 動 車1998 − ： 運 輸 省 自 動 車 交 通 局 、 1998 −3， 面から如

何
な

る社会環境を準備すべきか、 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 ） ハ イヤ ー タ ク シ ー 雑 『 − 1997 −
： （ 社）nイタクPpU 亘研peil 斤、1997 − 11 ． との共通課題と

て認識
す

必要が
あ
る。 　 3 》 着 実 に 定着 する女性 乗 務 員 ；全国乗 硝 自 動車 連
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非 正 規 労 働 者 の 雇 用 管 理

　　　　　　一
’
90年代の 動 向を中心 に し て 一

Employment 　Management　of 　Non−Regular　Employees　in　Jap勘 n

　　　　　　　　　　　　　 東 日本国際大 学　　青山悦子

Higashi　 NipPon　 Interna，　tj，ona1 　（Jniversity，　Etsuko　Aoyama

　 1 ．は じめ に 一 課題 の 限定

　 日本経済は 、90年代 には い っ て バ ブル 経済の 破 綻 に よ り長期 不況 に陥 っ て い る。正規 労

働者を削減な い し抑制 し て 、非正 規労働者を積極的に活用する とい う雇用 戦略は 、
こ こ に

きて 再び活発に なっ て きて い る 。 正 規労働者の 削減は基幹 的なホ ワ イ トカ ラー
に まで及び 、

中核労働者が極 端に 絞 り 込 まれ る
一

方で、パ ー ト・派遣 ・ 契約社 員の 採用 が広 が り、周辺

労働者が急速に拡大 して い る 。 そ して ζの 雇用の 弾力化を
一
層押 し進め るもの として 、政

府 は雇用や労働 に関す る規 制緩和政策を、目経連 な ど経済団体 の 強 い 実施要求 も手 伝 っ て 、

90年代半ば以降
一

挙に提起 して きた 。

　そ こ で 本稿 で は、最近 の 非正 規雇用 の 広 が りの 実態 と、その 活 用に関す る新たな雇用管

理上 の 動 きに つ い て 、 検討す る こ とに したい
。

　 E ．非正 規雇用 の 広が り

　今 日、パ ー ト、ア ル バ イ 1丶 派遣、契約社員な ど、い わ ゆ る非正 規労働 者が 、急速な 広

が りを 見せ て い る 。 総務庁統計局 「労働力調査特別 調査報告1 （1999 年2 月） に よる と、

98年 か ら99年 に か け て 、雇用者数 （役 員を除 く）は 54万 人減少 し て い る。雇 用者数 の 減少

は 、 F］高不 況の 87年以来実に 12年ぶ りの こ とで ある 。 内訳は 、 正 規雇用者 106 万 人の 減少 、
一

方 「パ ー
ト1 、 「ア ル バ イ ト」 、 「嘱託 ・その 他亅 の 非正 規労働 者の 数は 52万 人増加 し、

1225万 入に達 して い る。とりわ け女性の 非正規雇用 の 広が りは顕 著で 、99年そ の 数は 9．・02 万

人、非正 規雇 用者の 73，6％ を占め るまで に至 っ て い る。そ の 結果、女性 の 非正 規雇用者 の

女性雇 用者全 体に 占め る割合 も45．2％ に達 し、　 「2 人 に 1 人 は非正 規 と い う時代」 の 到 来

が 間近で ある こ とを感 じさせ る。

　最近 10年間 の 雇用形態別 労働者数 をみ てみ る と 、
こ の 間雇用労働者数は644 万 人増加 し

て い る 。 雇用形態別 で は、正 規雇用 が 236 万人 の 増加 で伸び率6．8 ％で ある の に対 し、非

正 規雇用は 408 万 人の 増加 で伸び率49．9％ と正規雇用 の 伸び率を大幅に上 回 っ て い る 。 な

か で も女性 の 非正 規雇用 の 増加 は著 し く、こ の 10年 間に 正 規雇用 が 48万 人 の 増加 （伸び 率

4．6％）で ある の に 対 し、非正 規雇用 は314 万人増 （伸び 率 53．4％） と約 6．5 倍の 増加を 示

し て い る。 つ ま り こ こ に きて 非正規雇用 へ の 需要が 広が り、雇 用 の 不安定化が 急速に進ん

だ とい える。

　次 に 、非正 規雇用 を雇用形態別に みて みるこ とにす る。非正規雇用の なか で 最も大 きな
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割 合を 占め て い るの が 、パ ー
トタイ マ

ー
で あ る。総務庁統計局 「労働力調 査」 に よ る と、

1998年の 短時 問雇 用者 （週就業時間が 35時間未満の 者）数は 1113万 人で 、こ の ユ0年 問に 2，1

倍 の 伸び を示 し て い る。 うち女性 の 短時間雇用 者数 は 756 万 人 で 、女 性雇用 者中に 占め る

割合 も 36．5％ で あ る。麓業別で は 、特に 「卸売 ・小売業、飲 食店亅 で 短時間雇 用者 の 割 合

が高 く、女性 の 場合、全雇 用者 の 46．9％ を占め るまでに至 っ て い る。

　 派 遣労働に つ い て は 、労働 省 「事業報告集計」 に よれ ば、派遣労働者数は 1997年度約86

万 入 で 、前年 度 と比 較す る と18．1％ と大幅に増加 した ． そ の 結果 、
86年 の 「労働者派遣法」

の 施 行以 来初 め て RO 万 人 を紹 え 、そ の 数 は こ の 10年 間で 26万 人 か e
）

　86万 人 へ と急増 し て い

る 。 また 、派遣 先件 数も、97年度に は 279、281 件 で 対前年度比25．9％増 、同事業 の 年 間

売上 高総額は 1 兆 3335 億円 で 同 12，8％増 と大 き く増加 し 、 こ こ に きて 企 業 の 派遣労働 へ の

需要 は飛 躍的 に増加 した と い え る。こ の 傾 向は 、99年6 月 に 「改正 労働者派遣法」 が 国会

で成 立 し、派遣業務 の 原 則 自由化 ＝ ネガテ ィ プ リス ト化 が年末に は 施行の 運 び となる こ と

か ら して 、今 後
…

段 と拡大 して い くこ とが 予想 され る。す で に東京三 菱銀行 は、2000年度

か ら事務部門で 課長 と
一

定 の 専 門職 以外 は、す べ て派遣労働者 にす る計画 を表 明 して い る。

　契約祉 員に
・

〕い て は 、現 在 企業に は 、　 「契約社 農」 と呼ば れて い る多 くの 非正 規労働 者

が い る 。 契約 祉 嚢の 定義 に つ い て は
一

様で はない が 、どち らか と い え ば専門的業務 に対応

す る も の とな っ て い る　 と こ ろ で 「契約社農制度！ を
一

躍有名に した航空各社の 「契約 ス

チ ュ ワ ーデ ス 制度」 は、導 入 され てか ら4 年が経過 した 。 日本 航 空、全 日空 、 日本ヱ ア シ

ス テ ム な どの 航 空各社 が 94年来か ら95年にかけ て導入 した契約 ス チ ュ ワ ーデ ス は 、当初 大

手3 社で 443 人、契約讎 比 率は 4 ％で あ ’
） た。だ が 3 年 を経た 19．　9．　8年 2 月現在そ の 数は 4587

人で 当初の 玲 倍強、同比率は36％を占め る までに 急速 に拡大 した 。 なか で も fi本 エ ア シ ス

テ ム の 比 率は 53％で 、同社 の 客室乗務員の 半数を超 え る に至 っ て い る。い まや 契約 ス チ ュ

ワ
ーデ ス は 、国内線では 主 力 とな り、国際線に も導入が 始 ま りつ つ あ る。

　航空 各社 に続 い て 、様 々 な職種 に契約 社員制度 が広が っ て きて い る、三 菱商事で は 1996

年に
一
般 職の 採用 を中止 し、契約社員 ・派遣社員 に 切 り替え て い く方針 が 出 され 、

プ リ ン

ス ホ テ ル で は 97年 春 の 籍 卒 の 大卒女性 を1 年契約で 3 年 ま で の 契約 社員 と し て 採 用 し始 め

た 。 さ らに KBD で は 、 退職者 の あ とを契約社員で 補充 し て い るため 、オ ペ レ ータ ーの 3 分

の 1 が すで に 契約 社員化 し て い るな ど、非正 規労働 者 と正規労働者の 入れ 替 え が急速 に進

ん で い る こ とが わか る。とくに 1998年の 労基法の改正 に よ り、 労働契約期間 の 上 限延長 （3

種 類 の 労働契約 に 限 り 、 契約 期間 の 上 限延長）が な された こ とで、契約 社員の 大幅 導入 が

広が りつ っ あ る。

　 RI，非正 規労働者活用 の 新た な展開

　非 正 規雇 用活用 の 背景 には、人件 費の 圧 縮が意識 されて い る こ とは もちろん で あ るが 、

こ こ に きて そ の 感が 特に 強 くな・
）て きて い る。労働省 「パ ー

トタ イ ム 労働者総合実態調査

報告」 （1995 年 10月調 査） に よれ 1ず、　「パ ー
ト」 （1日の 所 定労働時間、1 週 の 所 定労働 日

数 が 正社 員よ りも少 な い 労働者〉 を雇用す る企業 の 理 由 （複数解答）で は 、　 「人件費が割
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安だか ら亅 が前回調 査 （1990 年）の 21．0％ か ら38．3％ へ と上昇 し 、 今回 トッ プ にお どり で

た 。次 い で 、 「1 日 の 忙 しい 時間帯に 対処 す るため ］ 37．3％ 、
「簡単な仕事内容だか ら」

35．7％ と続 い て い る 。 また 「仕事量が 減 っ た 時に雇用調整が容易だか ら」 も前回 の 6．4％か

ら12．4％ へ と倍増 して い る 。 企 業 の コ ス ｝・削減の た め の 取組 は 、
90年代 中頃以降 とくに強

化 され 、雇 用 の 弾力化 はよ り
一

層進め られ て い る とい える 。

　 次に 、非 正 規雇 用 の 活用 に関す る最近 の特徴をあ げて み るこ とにす る。パ ー
トタイ マ

ー

に っ い て は、先ず第
一

に 、
パ ー

ト比 率の 高い 産業 ・企業で は、労働実態の 面 で正 祉員 との

境界線が曖昧 にな りつ つ あ る点 で ある 。
コ ス ト削減の た め正 社員が 減少 して い くなか で 、

代わ っ て パ ー
トが 基幹的な仕事を担い 、その 中か ら店長 、チ ーフ 、マ ネージャ

ー
など へ 登

用 され る事例 が数多く報告 されて い る 。 西 武百貨店は、98年9 月 か ら売 り場 の 実質的な責

任 者となる新 し い パ ー
ト 「セ ール ス パ ー トナー

」 を採用 して い る 。 同社は 、近 い 将 來こ の

パ ー トを 1000人か ら2000人規模に増や し、それ とともに正 社員は 管理 業務な どに シ フ トさ

せ る計画 で あ る （ 「日本経 済萩聞」 1999年9 月20 日付夕刊）。 また、労働省は今年度か ら、

パ ー
トに 基幹的な仕事を任せ る 中小企 業 に対 し、助成 を始め て い る 。

　 第二 は 、
パ ー

トの 賃金 に も成果給が広が りつ つ ある点で あ る。こ れ まで パ ー
トの 賃金 は 、

勤続年数や就労時間 に連動するの が 主 流で あ っ たが 、企業は人件費を見直す なか で 、パ ー

トにも成果に応 じた賃金の 格差 を設け始 め て い る。上述 した西武 百貨店 の 「セ ール ス パ ー

トナ ーj の 場合、固定賃金は 15万 円前後の 月給 と年 2 回の
一

時金 で 、 年収 1go 万 円前後 で

ある。だが 個人や売 り場 の 売上 に応 じて加 算 され、 フ ル に得た 場合の 年収は 400 万 円程度

ま で 上 が る。企業に と っ て は 、売上 が 少ない 時に 人件 費を軽 く出来る仕組み とい え る 。 ち

なみ に 正社 員の 売り場の リーダー
の 場合 、 年収は500 万円弱で あ る （ 「日本経済新聞」 1999

年 8 月 13 日付）。 また大 手 ス ーパ ーユ ニ ーの 場合 、 97年夏期か ら、これ まで 個 人 の 時間給

に直結 して い た賞与 を 、 店舗 、 部門 、 個人 の 業績にス ライ ドす る成果主義か らなる賞与方

式に変 えた 。 そ の 結果 、 新制度で 初め て 支給 され た97年夏期 の 賞与は 、最高額が 16万 円、

最低額 が 7 万円 と2 倍以上の 格差が生 じた （ 「労務事情」 1998年 10月 15日号） 。

　第三 は 、短時間パ ー
ト（1目4 時間、 1 週間20時間以 内とい う非常に短時間の パ ー ト） の

拡大 で あ る。 これは企業が パ ー トの 契約 労働時間を短縮す る こ とで 、社会保険 へ の 加 入 を

免除 され 、保険料負担か ら免れる こ とに よ る。 1 週 の 労働時間が20時 間以 内、年収90万 円

以 内な ら雇用 保険 へ の 加入 は不要で ある し、労働時間が正 社員 の 4 分の 3 以 下な ら健康保

険、厚生年金保険 へ の 加入 も不要にな る 。 西友で は 、3 年 前か ら同 社の パ ー トの 約 40％ を

占め て い る短 時間雇用 の パ ー
トの 週 労働時間 の 上 限を20時間 と定め て い る 。 そ の ため 、パ

ー
トの 中に は 、生計を維 持す るた めに ：つ か 三 つ の 仕事をか け 持ちで行 うダブ ル ・ジ ョ ブ

（か け持 ち就労）せ ざるをえない 層が増加 して い る 。 労働省 の 調査結果（96 年実施内部 資

料）で も、パ ー
トで 働 く人の 半数が、別 に仕事を持 っ て い た 。　 「コ ミュ ニ テ ィー ・ユ ニ オ

ン 首都 圏 ネ ッ トワ
ーク」 が都内で行 っ た聞き取 り調査 （96 年実施）にお い て も、500 人 の

パ ー
トの うち 132人 が か け持ち就 労を行 っ でい た。しか しなが ら 日本の 社会保険制度で は 、

それ ぞれ の 職場 で の 労働 時聞は 合算 され ない の で 、た とえ個 人 とし て 加入 資格 を満 た し て
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い て も、社 会保 険に は加入 出来 ない 。 し か も、そ の 年収 は年間3000時間働 い て も、わ ずか

300 万 円 ぐ らい とい うの が実態で あ る 。

　 第四 は 、雇 用契約期間 の 短期化 で ある。企 業は 、 景気低迷が続 くなか 仕事 の 繁閑 に応 じ

て容 易 に採用 した り解雇 出来 る短期の 労働力を必 要 と して い る 。 また 6 カ月 以上継 続勤務

す る と有給休 暇 の 取得 資格が発 生するた め 、契約期間を細切れ化 して い るな どが考え られ

る。そ の ため 企業は こ こ に きて、従来 まで は パ ー
ト採用 の 障害で あ る と し て い た専 業主婦

の 税制 上 の 優遇措置 の 積極利用に 転 じて い る。即ち、女性パ ー トに税制上の 優遇措置 を受

け る場 合の 上 限金額で ある 103 万 円 の 壁 を意識させ るこ とで 、勤務 日数や 勤務時間管理 を

徹底 し、長期雇用 を回避 しよ うと して い るの で ある。

　 第五 は 、深夜パ ー
トの 増加 で ある。これ まで も外食産業、お弁当な どの 惣菜業 を申心 に、

深夜 の 時 間帯 に 賃金の 安 い パ ー
トを使 うこ とで 、人件費の 削減を狙 うこ とは行 われ て い た 。

しか し、97年6 月 の 労働基準法 の 改正 で 、時間外労働の 男女共通規制 がな い まま女性 の 保

護規定が 撤廃 され 、 女性 の 深夜業が解禁 された 。
99年4 月か らの 施行 によ っ て 、女性 の 深

夜パ ー
トの 広 が りが 懸念され る 。

　 最後に 、
パ ー

トの 採用 ・管理 業務を請け負 うア ウ トソ
ー

シ ン グ会社の 広が りが、あげ ら

れ る 。 企 業に と っ て は 、パ ー
トの 採用 ・管理業務が 合理化 され るこ とで 、 数年後に は 人件

費が 約 2 割減少す る と見込 まれ て い る。なか に は、職 場の パ ー
ト社員を 丸 ご と引取 り、自

社か らそ の 職場 に ；tfi向 させ る事業も生 まれ て い る（ 厂日本経済新聞」 1999 年 9 月20 日付夕

刊）。

　 派遣労働に つ い て は 、前述 し た よ うに 、企業は 人件費削減の た め か っ て な い 規模で 正 社

員 の 削減 を断行す る
一

方 で 、そ の 代替 として派遣社員 へ の 需要をたか めて い る。東京都の

　「派遣労働 に関す る実態調査」 （1998 年 10月実施）で は 、 派遣労働を受け入 れ る以前の 、

そ の 業務 の 担 当者は 74，9％ が 「常用労働者」 、　「新規業務の ため前任 者な し」 が 9．8％で 、

　「パ ー
ト・ア ル バ イ ト等1 は 9，5％で あ っ た 。 また派遣労働 を利用 した理 由 （2っ まで解答）を

みて み る と、「従業員数 の抑制」が37，6％で最 も多 く、次い で 「業務量の 変動 が大」の 33．2％、

「欠員 の
一時補充」 の 29．8％ 、　 「賃金 コ ス ト減 j の 26，8％ と続い て い る 。 前 回95年 調査 と

比較す る と、 「業務量の 変動 が大」 が7．0％、 「欠員の
一

時補充亅 が 7，5％減少 した の に対 し 、

「従業員数の 抑制」 が9．1％、　「賃金 コ ス ト減」 が 7．1％増加 して い る 。
こ れ まで 派遣事業 の

目的 と され て い た 特別 な知 識や技能を もっ て い る労働力 の 補充、あ る い は欠員 ・ 仕事量 の

変動 へ の 対応 とい ’
） た側面 は減少し、従業員数の 抑制や コ ス ト削減 とい っ た 企業 の 本音が

よ り鮮 明 に な’
） て き て い る 。

　派遣労働に 関す る最近 の 傾向 とし て は 、派遣法 の 枠組 みを こ えた派遣 シ ス テ ム の 活 用 が

広 が っ て い る こ とで あ る 。
98年2 月 、 日興証 券は女性 の 事務職員1500人 を 日興の 子 会社 で

人材 派遣 業 の 日 興証券 ビジ ネス サ ービ ス に移籍 させ 、 グル ープ 内で 使い 回す とい う リ ス ト

ラ策を打 ち出し た。 また業界最大手 の パ ソナ は 、 企 業の 従業員 をい っ た んパ ソナ に移籍 さ

せ た うえ、移籍前 に所 属 して い た 企業に
一

括派遣す るとい う事 業に乗 り出 した 。 こ の よ う

な派 遣シ ステ ム の 活用は 、派遣 法の 基本的枠組み か ら大 きくはずれた もの で 、派遣事業の
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　自由化 を先取 り した もの と言 える 。

　 次 い で 、賃金水準 の 低 下が あ げ られ る。現在 、 派遣先企 業は長引 く景気低迷 の なか で 、

派遣労働者を選別 して 出来るだ け安 く活用 しよ うと して い る。その結果 、　「よ り安 く」 と

い う派遣先 の 要請に応え るため 、派遣料金 を低 下 させ 、それが賃金水準を押 し下げて い る

とい え る。 派遣労働ネ ッ トワ
ー

クが 98年5 月に実施 した 「派遣ス タ ッ フ ア ン ケー ト」 で は 、

首都圏の 派遣労働者の 時給 は平均 で 1660円と、94年調査時 の 平均 1704円 よ りも下が っ て い

る こ とが 明 らか にな っ た 。 と こ ろが 99年 4 月の ホ ッ トライ ン で は 、1400円 台 の 時給が 大勢

を しめ、こ こ に きて賃金水準が急速 に低下 して い る こ とが わか る 。 東京都 の 「派遣 労働に

関す る実態調査 」 （1998 年10月 実施〉で も、時給 は 1400円前後 が 中心 で 、年 収は 200 万 円

台が最も多 く33．2％ 、400 万 円以上 は 8．09Cに しか す ぎなか っ た 。 また 98年 に 賃上げがなか

っ た 人は 49．9％ で 、 あっ た 人の 40．4％ を上 回 っ た 。 　「改正派遣法 i の 施 行に よ り、専門知

識 や技能を必 要 とす る業務 とい っ た枠組みが外れ る と 、 賃金水準は さらに落 ち込む こ とが

懸念 される 。

　 また派遣先企 業の 違法行 為も後を絶たない ．96年 の 法改定で 、派遣先の 責任強化 の 労働

省指針が定め られ て い るが 、東京都の 調査で は 、本来禁止 され て い る 「派遣先 へ の 履歴書

の 提 出」 や 「派遣先に よる事 前面接」 を経験 し た 派遣労働者は実に 6 割 も存在 して い た 。

雇用契約 の 解除 打 ち切 りの 横行もあ げ られ る 。 契約 ¢ ）中途解除は 、 相変わ らず派遣労働

ネ ッ トワ ーク に 寄せ られ た相談で は トッ プ を占め て い る。だが今年 の 4 月 の ホ ッ トライ ン

で は 、　「派遣先の ニ ーズ や職場の 雰 囲気 に合わない 」 、　「長時問労働に異議を述べ た」 な

どを理 由に 契約 を解除す る とい っ た 派遣先企業 の 横行が めだつ
。 しか も 「仕事 の 紹介が な

い J 、　「仕事の 紹介を受 けるに は どうすればよ い の か 1 な どの 相談 も目立 っ て お り、雇用

が保 障 され て い ない 深刻な事態が広が っ て い る。

　 さらに大手派遣会社が始めた新卒女性 の 派遣、　「ビ ジ ネ ス イ ン タ ー
ン 」 の 拡大が あ げ ら

れ る。派遣会社は ビジネス マ ナーや OA 操作を習得 させ 、即戦力 とし て 商社や銀行 な どへ

派 遣す るため 、研修 の 手 間が か か らず コ ス ト削減に もなる とし て 、新卒派遣社員へ の 需要

は広 が りをみせ て い る。99年度春か らは 、パ ソ ナエ キ ス パ ー トで男性 の 新卒者派遣 （首都

圏 で約 50人）が 開始 され た 。

　こ の よ うな派遣労働の 拡大 と共に 、 契約社員も今後急速 に拡大す る こ とが 予想 され る。

契約 ス チ ュ ワ ーデ ス の 広が りに つ い て は前述したが 、こ こ に きて 「再雇用契約制 とい っ

た 新た な雇 用形 態が 生まれて きた。 日本航 空で は 1994年 、 96年 に早期特別退 職制度を実施

し、30歳以 上 の 正社員612 名が退職 を余儀な くされて い るが 、更 に 97年 10月 同制度で 3 回

目 の 退職者 を募集 し て い る 。 そ の 際 、 98年 4 月以降、1 年契約の再雇 用制度が ス ター トす

る こ とが明記 された 。 こ れ まで 契約制 客室乗務 員は 、新規採用で 客室乗務 員未経験 者 の み

で あ っ たが 、再雇 用契約制が ス タ
ー

トする こ とに よ っ て 、即戦力 となる経験豊富な乗務員

を有期雇用で 、 しか も賃金はそれ まで の 半分以下 （乗務 する路線に よ っ て 路線手 当て が 設

定されてお り出来高払 い ）で雇用 で きる よ うに なる。 しか も教育 ・訓練 の 面で も、新人 訓

練に は 2 カ月 以上 かか るが 、乗務経験者の 場合2 週間に短縮出来 るとい う大 きなメ リ ッ ト

一35 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

もあ る。す で に 日本航 空 の 子 会社で あ るジ ャ パ ン エ ア チ ャ
ータ ー（JAZ）で は 、97年 7 月 よ

りJAL で 乗務経験 の あ る再雇用 の 契約 制客室乗務員が勤務 し て い る。契約 の 期間は i年で 、

月2回、2 泊3 日 で ホ ノ ル ル 便や バ ン コ ク便に 乗務す る 。 時給は 契約 ス チ ュ ワ ーデ ス と同 じ

lf＞00 円で 、年 収 は約 90万 円 、 祉会保険を か け て い な い た め 、人件費 コ ス トは さ らに 同 じ時

間に換算 して 20％ 低 くなる。 今後、再雇 用契約制は航 空各社に広が っ て い くこ とが十分予

想 され る 。

IV．結び に か えて

　 以 上 見 て きた よ うに、パ ー
ト ・派遣 ・契約 な どの 非正規雇用の 活用 が 90年代急速 に 広が

っ て い る こ とが明 らか に な っ た 。 特 に 、 女性の 場合そ の 傾 向は顕著で 、非正 規 の 多 くを担

っ て い る の が 、女性 に他な らない。 日経連 の 「新時代 の 『日本的経営』」 （19・95 年5 月）の

なかで も、女性 労働者は周辺 労働力 の 担 い 手 と して 位置付け られ て い る。

　 また 、90年代 半ば あた りか ら、日本 の 企業で も徐 々 に 広が りを見せ て い る成果主義 の 導

入 が 、 既に パ ー
トタイ ム 労働者に も始 ま っ て い る こ とが 明 らか にな っ た。成 果貢献 度に応

じた給 与、賞与 の 導 入で あ る。企業 に と っ て 、業績に応 じた 人件費の 変動、特に 業績 が 悪

い 場 合 の 人 件費削減 の 持 っ 意味 は大 き い と い え る e

　 さらに 現在 進め られ て い る労働の 分野 にお け る規制緩和 、　 r改正 労働者派遣 法」 や 厂改

正 労働基 準法」 の 施行 が、非正 規雇用 に与 える影響は極めて 大きい とい える。前者に つ い

て は 、対象業務 の 原則 自由化 が 打ち出 され た こ とに よ り、ホ ワイ トカ ラー層全 般や デパ ー

ト・
ス

ーパ ーの 店員要員 へ の 派遣 も可能 にな る 。 企業に と っ て は、これ ま で 以 上 に 正規 労

働者 とく に女性 の 正 規労働者を抱 え込 む 必 要が な くな り
、 替 わ っ て 広 く派遣労働者を活用

す る こ とで 賃金 コ ス トの 抑制 が期待 され る 。

一
方、パ ー トタイ ム 労働者 に とっ て は 、自分

た ち の 職域に 派遣労働者が進 出 して くる動きが 生 じて くるわ けで 、 両者 の 競争は厳 し くな

る こ とが 予想 され る 。 現 に 「改正 労働者派遣 法 1 が 施行 され る今年 12月 か ら 、
パ ー

トや ア

ル バ イ ト社 員を3 カ月 ほ ど教育 ・訓練 して 、 ス ーパ ーや外食産業な どに派 遣 し よ うとし て

い る 人材派遣会社 もす で に 現れ て い る。 優秀な人材が安定 的に供給 され る の な ら、パ ー ト

や ア ル バ イ ト社 員の 採用 か ら人員配置まです べ て の 業務 を外部 に委託す る企業 が、今後増

えて い く こ とは 十分予想 され る。

　 99年 4 月 か ら施行 された 「改正 労働基準法」 に っ い て は 、女性 の 保護規定が撤 廃 （深夜

業禁止 ぴ）撤廃、時間外労働 ・休 日労働の 制限の 撤廃） され た こ とに よ り、家庭 責任を もっ

た女性労働 者が正規 労働 者 と し て働 き続 け る こ とが 困難 に なる こ とが 予想 され る 。
つ ま り

「雇 用柔軟型」 と し て 働か ざるをえな い 状 況が現出せ しめ る こ とに なる。そ し て 、こ れ ら

の 女性労働 者は 、有期雇用契約 下 に おか れ る の で 、仕事が保障され る の は 契約期間に 限 ら

れ 、流動化 の なか で 使い 捨て の 労働力 とな る可能性は今後 ます ます高 まる こ とが 懸念 され

る。
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　　　　　　日中合弁企業に お ける労務管理 の 現状 と課題

　　　　　　
一 上海電子部品メーカーA 社 、 B 祉の事例一一

Me μ 「esent 謡 昭 舳 and 　 P嬲 ρ配 彦 αf　IabOr　 management

　　　　　　 in　japanese−Chinese　joint・ventures

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 東京国際大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・1b蜘 inthamati
’
onal 琶血   吻

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　買　 曄 （kav 　 o ）

は じめに

　 現代 中国の 産業構造 の 中では電子産 業は ま さに 基幹的産業である 。 改革
・
開放以前に は

中国で は重化 学工業、軍事工業重点主義であっ た た め
、 民生用機器類 の 普及が 抑制され て

お り、電子工 業技術の 発展す る素地はなか っ た 。 だが 、 改革 ・開放後 、 毘生 用機器類 へ の

欲求の 高ま りに つ れて 、電子産業の 発展 は国民的な課題 とな っ た。 中央政府 は 、 電子 工業

を 「中国産業近代化の 先駆産業」 「国民経済の 基幹産業亅 と位置付け、強 くその 発展 を推

進 して きた 。

　 こ うした状況の 中で 、 上海は 中国の 戦略的な 「電子工 業基地」 の 一
っ と指定され 、政府

の 優遇政策を受 けて 電子工 業は著しく発展 して 来た。 『中国電子工 業年鑑』に よる と、電

子工 業生産額は 1985年か ら 1995 年の IO 年間に 7 倍以上 にな り、1995 年工 業総生産額

の 5．4％ を占め るに い た っ た。 これ を地城別 にみ ると、1§94 年 におけ る中国電子工 業総 生

産額 の うえで は、上海は広東 、江蘇両省 に続 く第 3 位で ある 。 しか しその メイ ド・イ ン ・

シ ャ ン ハ イに対す る信頼度は高 く、質的 には 中国電子工 業の 中核的な役割を果 して い る。

『中国電子 工 業年鑑』に よ っ て上位売上高をみ ると、上海企業がかな り上位に ラ ン ク され

て い る 。

　中国 の 「電子 工業基地」 は、それぞれに特色を有 して い て
、 例 えば北京は コ ン ピ ュ

ータ

で あ り、天津は通信機 で ある。上海で は、電子 部品産業が電子 工 業の
一

つ の 特色に な っ て

い る 。 そ して長期間にわ た り中国の 電子部品に おい て トッ プ の 地位に 占め て きた 「上海電

子 元件公 司亅は外資 の 最大の 受け皿 と して機能 して い る 。 今回調査 した企業 の うちの B 社

は 「上海電子 元件公 司」 の 傘下に あ る。 1993 年末時点で 上海電子 元件公 司 と外 資と の 合

弁合作の 件数 は 28件 、 投資総額は 1億 2千万 元に上 り 、

「上海電子元件公 司」 による合 弁

企 業は今後 も更 に増加す る見通 しであ る 。

　とこ ろで 開放前の 中国経済と同 じよ うに 、上海の 電子部品蘆業 もそ の 主体は 国有企業主

導 で ある。こ れ ら上海の 国有企業は これまで 中国の 基幹的な技術を蓄積 して きた とはい え、

1990 年以後は 消費 レ ベ ル の 向上 と、全国各地で の 技術導入競争 の 激化、外資系企業の 参

入 お よび郷鎮企業 レ ベ ル ア ッ プ の 中で 、導入技術の 消化 と自前技術の 確立 の 課題な どに直

面 しつ つ あ る 。 こ れ らの 課題 に対 して 、 外国か ら資本 と先進的な技術を導入 し、合弁企業

を設立する の は、国有企業が競争力を強化す るた め の 有力な解決策の
一

つ とな っ て い る。

　さて 、日本企 業の 中国進 出は 94年 まで は戦前か らの 縁の 深い 大連を中心 と してき たが 、

近年は 中国に お ける上海の 経済位置が重視 され 、上海進出を次第に積極化 して きた。 199
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6年代後半、省別にみた 日本企業の 進出ラン キ ン グでは 、 上海は大連 が位置する遼寧省 を

超 えて 第
一
位 とな っ た。 1996年まで に上海 へ 進出 した 日本企業は 2019 社に上 っ て い る 。

1 ）

　　 こ うして上海の 電子工 業の 発展に 、日本企業の 優れ た電子工 業技徳が加 わ り、上海 に

進出す る日本企業 の 業種 の 中で、か つ て の 繊維 ・H用品 とい っ た領域か ら、現在で は電子

部品産業に移行 しつ つ あ る。その 中で は例 えば、ス イ ッ チ 、
コ ン デン サ 、 リレー

の 神明電

気 、VTR デ ッ キ の JVC 、磁性材料 とデバ イ ス の 日本セ ラ ミッ ク 、 抵抗器 の KOA 、エ

ア コ ン の シ ャ
ープ、ス イ ッ チ ・コ ネク タ

ー
の 海東電子などが知 られて い る。

2 ｝

　 とこ ろで これ ら中国に進出する外資系企業の 形態 として は 、 主に独資企業と合弁企業 と

合作企業に 大別 され る。だが こ の うち これまで 中国に進出 した 日本企業の 多くの 形態は合

弁企業 の 形 をと っ て きた 。 独 資企 業で は経営権が 出資側の 日本企業にあ り、日本側 が意思

決 定の 主導権を握 っ て い るの に対 し
、 合弁企業にあ っ て は、経営権が 中日双方にある。 し

た が っ て ： こ で は 中国側 の 合弁相手 が 国有企 業で ある場合 とそれ以外の 先進技術 を もっ

別 の 新 しい 企業で ある場合 とでは 、 労務 管理
一

つ を とっ て も大きな差異を秘め て お り ，
し

た が っ て これ を研 究す るには極 め て 興味の 深い とこ ろで ある ，

　そ こで これ ら日系合弁企業にお ける労務管理 の実状を知 るた め に，今回は人事労務管理

の なか で もっ とも重要 となる雇用 ・職 務訓練 ・労働条件な どに焦点を当て 、日本の S 社 と

上 海科学院上 海技術物理研 究所の 合弁 によるA 社 ， および S 社と国有企業の 合弁に よ る B

社 で の 聞き取 り調査および従業員 に対する意識調査を基礎 に して 、 知 り得た こ とを報告 し

た い 。

　 もちろん これ ら 2 社の ア ン ケ
ー

ト調査の みか ら、中国におけ る電子部品産業 の 人 事 ・労

務 管理 の 普遍 的 な性 質を導き出すこ とは出来ない が 、すくなくとも合弁先と合弁形態の 違

い や、それ に よ っ て規制 される経営者 の 姿勢 の 違い に より、労務管理 の在 り方や従業員の

意識 の うえ で の か な りの 違い を見 る こ とが出来ると考える。

　なお 調査方法 としては、A 社 と B 社の 経営者に 対し 1999年 3 月 24 日 、 25 日の 2 日閔

に わた っ て イ ン タ ビ ュ ・
一一した ほか 、調査表を各 50 部ず つ 配布 した。回収率は A 社 95％ で 、

B 社は 80％ だ っ た 。 これ らの 調査 は人事課 を通 して行われ た の で 、回収率 は極 めて 高か っ

た。イン タ ビ ュ
ー相手 A 社は 副経理、 B 社は総経理 で あ っ た 。

1　 A 社 、 B 社 にお ける労務管理 の 現状 （特徴）

（1）　 A 社 、B 社の 基本概要（表 1 ＞

　 A 社は 1986 年に設立 され、1991年 に上海市政府 よ り 「技術集約 ・知識集約企業」 とし

　て 表彰 された 。税金負担の 上 で も特恵を得て い る。

　年間売上 高は 20 億円 、 利益は 6．7 億円で 、 売上 高利益率は約 30 ％ で ある 。 利益 は出資

比 率に基づ い て 、 H 本側 と中国側各 40 ％ 、残 り 20 ％ の うち発展基金 10 ％ で 、 他に福
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利基金 5 ％ で 、 ボーナ ス 5 ％ の 割合で 配分する 。 日本入駐在者は い な い が、常に 技術者 2 、

3 人は派遣されて い る。

　B 社 は 1995 年 10 月成立され 、 労働集約的な企業で ある。製品は テ レ ビ ・ラジオ無線電

話 の発信な どの 部品を作 っ てい る 。 1998年の 生産 量は 6000 万個で 、 亮上高は 1000 万人

昆元、利益は 6 ％ の 120万元 であ る。
こ の 2、 3年赤字だっ たが、1998 年 か ら黒字に転換

した。

　総経理 と技術部部長は 日本人が担当して常住 してい る。総経理は任期制で、4 年で 交替

する。

表 1　A 社 B 社の 概要

　 　 　 　 　 工場 目

項 目
A 社 B 社

設立、創業年 1986年 1995年
企業所在地 上海市内 上海市内

資本金 1．6 億 元

出資比率 日本側 50％ 、中国側 50％ 日本側 50％、中国 側 50 ％

従業員数 200名 160名

従業員

平均年齢

24 歳 35 歳

日本人駐在員 2 − 3名（短期） 2 名

生産品目 パ イロ ッ トセ ン サ
ー

フ ィ ル タ

フ ィ ル タ

販売先 95％ 目本を経由 して 各国 へ

5％ 中国国内販売

65％ 中国国内販筅

35％香港を経由 して 各国 へ

（2 ）　 労務 管理 の 現状

A 、　 B 両社 におい て 、 実施 され て い る労務管理制度を明らか にす るために 、 両社の 管

　　理 者に イン タ
ー

ビ ュ
ー

を行 っ た。その 結果は表 2 の とお りで ある。

表 2　労務管理の現状

項目 A 社 B 社

従業員の 募集   教育機関か ら

  友人 の紹介

  公募

  中国 側 の親 会 社の 国有 企 業　　か ら

  公募

  敵育機闘か ら と友人 の 紹介
従業員 の 構 成 と仕

事 の 配置

  従業員約 200 名、平 均年 齢 は 24歳、男

　 性 3 分の 2、女性 3分の 1

  高卒 （専門学校〉は 3 分 の 2、大卒以上

　 は 3分の 1

  管理職と技術研究者を合わせ て 全体 の 3
　 分 の 1、現場 ワ

ーカーは 全 体の 3 分の 2

  日本人駐在員な し、技術指導 2 、3名

  従業員約 160 名、平均年齢 は 34 歳 、

　 女性 80 ％

  中卒は 6 割、満卒 （専門学校）は 3
　 割強、大卒以 上 は 1割 弱

  現場 ワーカー
は全体の 8 割強、そ の

　他 は管理職 と技術者

  臨時工 20名

  口本人駐在員 2名
賃 金 と査 定   名 屠 平均賃金 1800 元、実際手取 り従

　 業員は 1000 元、管理者は 2500元 か ら

　 3000元

  ボーナ ス は 年 2 回 、金 額は 5 ヵ 月 分の 給

　 料

  査定は年 1回、管理者 に対する試験もあ

　 る。
  査定基準は成績、品質、貢献度、団結 ・

  名臼賃金は 2580 元、寞際手取 り従業

　員 は 900 − 1000 元、管理者は 約 2500
　 元

  ボーナ ス は毎月 査定によ っ て 出る

　年間二 ヶ 月分

  査定 は 月 1回

  査定基準 は能力 、 成績 、 創造力

  契約期間は 1年、技術が優れ た 人は 2
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　 協力 関係

  契約 期 間 は 基本的に 2、3 年

年

教育訓 練 と （茜 サ
ークル

  労働組合には全員参加

斬入 社員は 半年間基礎訓練

教育 訓練 は 海外研修、社内職業教育、専 門

家の 講座

  qc サ
ーク ル 週 1 回

  労働組合に は 全員参 加

  新入社員は 2、 3 週 間基礎訓練

  教 育訓 練 は 特 に 実 施 して い な い 、必

　 要 に応 じて す る

  QC サークル 　月 1回

禰利厚 生   養老 ・失樂保 険 は給 料 の 40 ％ 、医 療 保

　険は耜料の 8％
  年 1回社 貴旅 行

旧国有企 業 の 制 度そ の ま ま、各福利厚生

は 名 目賃金 の 約 60 ％

2　従業員 の 労働意識

　A、B 両社 におい て 従業員の 労働意識に関する ア ン ケー ト調 査を行 なっ た 。 ア ン ケ
ー

ト

人数は 、A 社 45人で あ り、B 社 42 入で あ るe

（1 ） ア ン ケー
ト従業員の 構成 （表 3）

表 3　ア ン ケー ト従業員の構成

項 目 A 社 B 社

年齢   20 − 29 歳 （44，4％ ）

  40 − 49 歳 （20．0％ ）

  30 − 39 歳 （17，8％ ）

  50 歳以上 （13，3％ ）

  無回 答 （4 ，5％）

  30 − 39 歳 （38．1％ ）

  40 − 49 歳 （26．2％ ）

  50 歳以上 （19．0％ ）

  20 − 29歳 （16．7％ ）

学歴   高校 （中専）卒 （48，9％ ）

  大学 （大 専）卒 （44．4％ 〉

  大学院卒 （6，7％ ）

  高校 （中専〉卒 （47．6％ ）

  中学卒 （31．0％ ｝

  大学 （大専）卒 （2L4 ％ ）

入 社 経緯   教育機関 か ら の 推薦 （51・1％ ）

  友 人 の 紹 介 （24．4％ ）

  公 募 （13．3％ ）

  そ の 他 （11，
2％ ）

  国有企 業か ら転職 （47．6％ ）

  公 募 （19，0％ ）

  教育機関か らの 推薦 （16．7％ ）

  友人 の 紹介 （11．9％ 〉

  そ の た （4 ．8％ ）

転職 して き た 従 業

員 の 前の 職 種

  ホ ワイ トカ ラー （652 ％〉

  ブル ーカ ラー （21．？％ ）

  そ の 他 （13．1％ ）

  ブル
ーカ ラー （70．6％ 〉

  ホ ワ イ トカ ラー
（14．7％ ）

  そ の 他 〔14．7％ ）

勤続年数   4− 10年 （68．9％ ）

  10− 20 年 （15，6％ ）

  4 年以 下 （11．1％ ）

  無 回 答 （4，4％）

  4− 10 年 （40．5％ 〉

  20 年以 上 （28．6％ ）

  m − 20 年 （16．7％ ）

  4 年以下 （2．4％ ）

  無回答（1L8 ％）

職 業 訓 練 へ の 参 加

と形態 （複数 回 答）

参加 比 率（80 ％ ）
海外 （50，0％ ）

社 内 （27．8％ ）

社会（11．1％ ）

そ の 他（U ，1％ ）

参加 比 率（50 ％ ）

社内（38 ．1 ％ ）

社会 （22．2％

そ の 他 （19。0）
無回答（23．8）
海外（0％ ）

職 業訓練 の 目数   1 ヵ 月 一3 ヵ 月 （58．4％ ）

  3 ヵ 月 以 上 （22．2％ ）

  1 ヵ 月以内 〔19．4 ％ ｝

  1 ヵ 月以内 （93．7％ ）

  3 ヵ 月 以 上 （6．3％ ）

  1 ヵ 月
一3 ヵ 月 （0％ ）

QC サ
ー

ク ル へ の

参加

100％働 務時間内） 35．7％ （勤 務時間内）

労働組 合 へ の 参加 100％ 100％
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（2）　 ア ン ケ
ー

ト結果 （表 4 ）

表 4　ア ン ケ
ー

ト結果

項 目 A 社 B 社

労働 条件 に対す る   作業速度   作業速度

意識 以前より速くなっ た（33．3％） 以前より速くな っ た　（64．3％）
以 前 よ り少 し速くなっ た　（42．2％ ） 以前より少 し速くなっ た　（28．6％ ）

以前と　変わ らない　（8．9％ 〉 以 前 と　変 わ らない 　（2．4％ ）

分からな い （2，2％） わ か らない （4．7％）

無回答（13．4％）   職場強度
  職揚強度 以前 よ りきつ くなっ た（52．4％ ）

以前よりきつ くな っ た　 13．3％ 以 前 と　変わ らな い 　（14、3％ ）
以 前 と　変わ らない 　44，4％ 以 前 よ り楽に な っ た 　（2．4％ ）
以 前よ り楽に なっ た　24．4％ わ か らな い （30．1％ ）

わ か らない 　 17．9％  

  職場の 人 間 閲係 以鵑よ り明る くなっ た （31％）
以 前 よ り明 る くなっ た （51・1％ ） と変 わ らな い （33．3％ ｝

と変わ ら ない （28．9％〉） 以前より暗 くなっ た（19．0％）

以 前より暗 くなっ た（2．2％） 分か らない （16，7％）

分か らない （1L1 ％）

未回答（6，7％）

昇進の 条件   　学歴 （622 ％ ）   　能力 （54．8％）
（複数回答）   　能力 （37．8％ ）   　仕事の 態度 （42．9％ ）

  　仕事の 態度 （26．7％ ）   　考課 （40．5％ ）

  　勤続年数 く15．6％ ）   　学歴 （33．3％）
  　勤 続 年数 （28．6％ ）

継続意識 継続 した い （91．1％ ） 継続 した い （66．7％ ）

轅職 した い （4，5％） 転職 したい （11．9％）

言 え ない （4．4％ ） 喬えない 　 （21．4％ ）

お わ りに

　　以 上 A 、 B 両社に つ い て人事 ・労務管理 の現状 と従業員の 労働意識 な どを考察 して き

た 。 同 じ 日本 の親 会社 を共に擁する両社 は次の よ うな理由に よ り 、 その 後の 結果 に大きな

相違をもた らして い る こ とが観察出来た 。

  現地管理監督者の パ ー
フ ォ マ ン ス の 相違

　A 社の 現地実隙の 責任者は中国科学院上海技術物理研究所 の 所長で ， 彼は企業家 と して

か な り評価 されて い る人物で ある。高度な技術 もあ り 、 日本語 も流暢であ る。
一

方 、B 社

の 現地責任者は 日本人で あり、四年間の 任期制で ある。言葉 と生活の 不慣れか ら、心 は 常

に 日本 を向い て い る。入事労務管理は かな り中国側 に任せ て い る。

　後者の 関連で い えば日本本社 の 海外派遣社員を選択す る場合には 、適性の ある人物 を慎

重 に選 考 し 、 十分 な社内教育を施 され なければな らない 。

  合弁相 手 の組織形態に よる雇用 の 相違

　A 社は、高度な技術を もつ 中国科学院上海技徳物理研究所の 所 との 合弁で あ り、 経営 と
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管理 政策は柔軟で あるため、A 社は独 自に技能学校か らも募集 して い る。

一
方、　 B 社は 、

中国側合弁相手 が国 有企業で あ り、硬 直的な管理体制とな っ て い るため 、 日本企業 と調和

す るの が 難 しい
。 特に従業員採用にお い て 、 国有企業の 従業員をその ま ま抱き込 まなけれ

ばな らない 。 これは雇用 にお い て 中国的な
一

つ の 特徴とも言える 。

　今後 、 B 社 は国有企業の高 コ ス ト従業員の 人件費負 担を軽減す るため、臨時工やパ ー
ト

の 活用 を増 さざるを得ない 状況に ある 。 契約工 と臨時工 の 二 重の 雇用費が多 くなる もの と

予測され る。 しか し不安定な臨時工 の 増加 は企業の 発展 に とっ て好ま しくない 。

　中国外資系企業に 関す る法律に よ り外 資系企業 は国有企業 よ り賃金 が 120 パ ー
セ ン

トを上廻 らな けれ ばな らない
。 また 、 国有企業で は住宅 と諸手当て な ど福 利厚生が多い た

め 、安 い 労働力 を求める 日系企業の 進出動機 と
一

致 しない 。 表面的な賃金水準 と実質的な

賃金水準 は大幅に異なる。

  企業特質 と従業員素質の 相違 。

　 A 社は 技術集約型企業で あるか ら、優れた技術者が集め られ て い る。 学歴 も高卒が 2 ！

3 ， 大専 ・大卒以上の 従業員は 1 ／3 に 達して い る 。 全体に従業員の 素質は 高い
。 合弁企業

独 自の 研 究開発 力を持 っ て い る 。 教育訓練とTQC に も力 を注い で い る 。

　
一

方、B 社は労働集約型企業で あ り、高度な技能を必 要 とせ ず、単純労働者で充分で あ

る。中卒が 2／3 、大専 ・大卒以上 の 従業員は 10 人 しか い ない 。 国有企業の 設備 ・従業員

をそ の まま使用 して 、従来と同
一
製品を生産す るの で あるか ら 、 日本企業に と っ て

、
コ ス

トとリス クの 削減に結び つ くよ うに思われるが 、必ず しも見込み どお りに は い かな い 。福

利厚生の ほ か に 、従来の 国有企 業の風 土に染ま っ た比較的高齢の 古参労働者 を多 く使用 し

て い る の で 、競争社会 に対応 し うる意識 を育成する の にか な りの 困難が伴 う。

  労働条件の 相違

　 調査表 で見 られ たよ うに 似 前よ り労働強度が きつ くな っ た」 と答 えた従業員の 割合 は

B 社が A 社の 約 3 倍で あ っ た 。 教育訓練 とTQC へ の 参加度合もA 社の方が遥か に高い 。

　また海外へ 派遣され るこ とに よ っ て 、従業員の イン セ ンデ ィブ も高まっ て い る 。 定期的

な教育訓練 、 QC サ
ー

クル な どへ の 参加によ っ て ， 従業員の 企業意識 も強 くな り 、
　 A 社で

は就業 を 「継続 した い 1 とす る従業員は 9L1 ％ で あっ たが 、これ に対 し B 社は教育訓練に

対する シ ス テ ム化 された方式を持 っ てお らず、必要に応 じて幹部従業員 に教育訓練 を受 け

させ て い る だ けで ある 。 従業員も積極的に は TQC 活動 へ 参加 して お らず 、 技術を修得す

るチ ャ ス も少 なか っ た 。 就業を 「継続 した い 」 とす る従業員は 6 割い るが ，
4 割の 従業員

が い つ で も転職 して もい い と考えて い る 。

　従業員の 労働意欲を高め る には 、労働条件 と日常的な社員教育や研修が 大切で ある
。 社

員 の モ チ ベ ーシ ョ ン を高め、
一人一人 に会社の方針を理解 して もらい 、仕事の 意味 を考え

させ る必要 が ある 。 自分の 役割を理 解 し、会社や社会 に対す る貢献 を意識する こ とに よ っ

て 使命感が 涌 く。

　だが そ の 反 面近年、労働制度の 改革の 進展 と国有企業の 賃金水準が軒並 み急上 昇 して い

る の に伴い 、外 資系企業の 間で、賃金の 急速な引き上げに応 じられない 企業側 と 、 賃金の
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面で の メ リッ トが薄れ て きたこ とに不満を持つ 労働者側 とが 賃金上 げを巡 っ て 対立 し、労

働争議にまで 発展す るケース bS増えて い る 。 外資系企業を取 り巻く経営環境の 変化 ととも

に 、郷鎮企業、国有企業、外資系企業な どの 間で は 、 市場の みだけで な く労働条件 をめ ぐ

っ て も激 しい 競争を繰 り広げる段階に入 っ て い る。今後 目系企業に とっ て も 、 い か に して

職場の勤務条件 を改善 し、従業員の満 足度 を高めるか は、重要な課題 となっ てい る 。

付記

筆者は ， 1996年か ら 98 年まで の 3 年間に文部省科学補助金 ・国際学術共同研究 f東ア ジ

ア にお ける国際分業 と技術移転 一自動車 ・ 電機 ・繊維産業を中心 と して一
」（代 裘 ： 日本大

学商学部教授藤井光男）に参加 した 。 本稿は主 に この調査に 依拠 して作成 した もの で ある 。

注

1 ）関　光博 「上海の 産業発展 と日本企業」 新評論祉　p274 ペ ージ

2 ）稲垣　清 「中国の しくみ 」 中経出版社 　p231 ペ ージ
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企 業 内 保 育 所 研 究 の 重 要 性

The　
’Significaiice　ofCorporate 　Daycare　Centcr　Study

　　　　　　　　　　　　 伺志社大学大学院 中村艶子

Graduate　School　ofDoshjsha 　University　　Tsuyake　Nakarnura

は じめ に

　女性労働関連の パ ー トタイム 就労や 育児休業制度、 コ
ー

ス 別 管理 を中心 とした労務管理

面で の 研究は時代 の ニ
ーズ に伴い 増加 して い る 。 また 、ライフ サイク ル との 関連や継続就

労 との 関連にお ける一般保育制度や家事労働の社会化 として の 保 膏政策や国家の 家族支援

政策な ども社会政策研究上 で 取 り上 げられ て い る。 しか しなが ら 、 キ ャ リア継続 就業と育

児を関連づ けた学際研究として の 労働研究は限 られて お り、特に企業内の 弯児支援政策を

テ
ー

マ にっ い て は極め て少ない の が現状で ある。

　本論で は、企業の家族支援政策の
一

環で ある企業内保育所研究に焦点を当て る。職業生

活 と家族生活が密着 し、共働 きが増加す る中で企業の 家族支援的役割が真剣に朋われ る今

H 、 企業内保 育所は 育児休業制度 と平行 して企業が導入 し うる支援政策で あ り、政府 によ

っ て も推進 されて い る 。 それ ゆえ、企業内保育所の 研究に よ り企業経営 と女性労働の 関係

の 新たな側面を時代に即 して考察で きる と考える。本研究で はわが国の企業内保育所の 経

緯 をま とめ 、隈 られた企業内保育政策研究の 中か ら 日本の 企業内保 育所の 先行研 究を取 り

上げて 現在まで の 企業内保育政策研 究の 動向を考察する 。 断片的な企業内保育所の 動向を

取 りま とめ位置付けをす る こ とは労働研究に貢献 し、今後の 女性労働研究における課題 を

明らか にするこ とに つ ながる と考える 。

1．企業内保 育所の経緯

　企業内保育所は 事業所内保 育施設 の
一

形態で ある 。 事業所内保育施設には病院などの 医

療施設 、 福祉施設、お よび その 他の 企業の 保育施設が含まれ る。企業内保青所 には 二通 り

あ り、
一

つ は企業が 直接設置 ・運営する企 業内保 育所、もう一
つ は保育施設 との 契約に よ

る企業委託型保育サー一ビ ス であ る 。 1998 年 1 月 で全国の 事業所内保 育施設は 3561 ヶ 所、

こ の うち 2251 ヶ 所が病院な どの 医療施設 の 院内保育施設 で全体の 約 6割 を 占め て お り残

り 1310 ヶ 所が福祉施設や企業内保育施設である 。

建
院内保育施設が 6 割を占め る理 由は 交

代制で 勤務す る看護婦 を確保するた め で あ るが 、病院以外 の 企業で は製造部門が 多く、パ

ー トタイ ム 就労に 従事する子供 を持 つ 既婚女性 の 労働力を確保する 目的で企業内保育所 が

設 置されて い る 。 こ の た め企業内保 育所は機器製造 ・縫製 ・食品加 工 ・ 販売 ・ サービ ス 分

野に多く見 られ る，，
2

　わが国の企業内保育所の 歴 史は明治時代に遡る 。 当時 「職場託児所］
3
は H本経済の 中心

で あ っ た軽工業 、 特に 1880年代後半 〜 90年に発展 した紡績業にお い て 女性労働力の 確保

を目的 に設 置された 。 ！894年に は東京紡績深川工 場 で 、 1896年に は鐘紡の ］二場に 託児所が
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設け られ、明治期 には 15ヶ 所の 託児所が存在 した。 大正期には 26 ヶ 所とな り、昭和期に

は さ らにmPhRした が、昭和初期 には重工業が軽工業に 取 っ て 代 わ っ たた め紡績工場の 職場

保 育所は 消滅 して い っ た 。

4

　戦後は失業の 渦巻 く 1949 年頃に失業対策を行 う職業安定所の 女性 従業員に よ っ て 「職場

託児所」運動が起 こっ た 。 職場託児所運動 は子供 を持 っ て も働ける よ うに と希 望する女性

労働者 の 要求 に労働組合が 協力 し て行い
、
1950 年 、 日雇婦人の 要求に よ り職業安定所近辺

に 12 ヶ 所 の 簡易保 育所が設置 され た。その 後 1952年頃か ら女性労働者が 多く見 られ る他

の 官公 庁にお い て も職場保育所 要求が高ま り、tg54年 4 月には 国鉄大崎被服 工場に 労働 組

合厚生部を主 体と して職 場保育所が誕生、また電電公社で も全国電気通信労働組合が婦人

要 求を受 けて 1955 年 4 月 に札幌、仙台な ど 5 ヶ所 に設置 し、それ が ！968 年に は全国で 26

ヶ 所 とな っ た。職場託児所運動は戦前か ら唯一
存続 して い た専売公社の 職場保育所

5をモ デ

ル と して 繰 り広 げ られた。子供 を持 ちなが ら長期勤続す る女性従業員に とっ て 良い 職場 と

して受 け入れ られた電電公 社の 保育所運営は共済組合に よる もの で比 較的整 っ て い た。 し

か し他企 業全般におい て 設置 された施設は 厂託児所亅、「授乳室」、「共同保育所 」 の レベ ル

で 、 児童福祉法の 定め た 「保育所」 の 最低基準 とは か け離れ て い た 。 また 、 こ の よ うな無

認 可の 職揚保育所は企業の 業績に左右 され るため 、 例 えば先の 国鉄大崎被服工 場の 職場保

育所が 工場 の 閉鎖前に 9 年開で廃止 とな っ た よ うに、合理化が実施 され るよ うな状態で は

存続が不 可能となる 。

6

　 しか し企業内保育施設は 高度成長期の既婚女性の パ ー
トタイ マ ー就業増加に伴な っ て 数

を増 した 。 手先が器用で 真面 目に仕 事に 取 り組む 20 代の 女性 は恰好の 労働力で あ り 、 保育

所を設置する メ リ ッ トは多 い に ある と考え られ 、ソ ニ
ー

、目立な どの 電器産業企業で は先

を 競 うよ うに保 育所を設置 した。しか し、1973 年 の オイル シ ョ ッ クを契機 に合理化や機械

化 が進み 、女性労働力は削減され 、企業内保 育所要求も声を潜めた。その 後は サービス 産

業の 発展 とともに 、パ ー トタイ ム に限 らず正社員レ ベ ル にお い て も女性 労働力の 活用に意

欲的な企 業に よ っ て設置 される ケー
ス も見られ るよ うに なる 。 そ の 初期の 段階では エ トワ

ー
ル 海渡が 1977年に企業内保育所 を設置

7
、西武セ ゾン グル ープは 1982年に、ベ ネ ッ セ コ

ー一ポ レーシ ョ ン はそ の 後 1994年に設置 して い る 。 （た だ し、西武セ ゾン グループにつ い て

は 、1996 年 3 月 に 14年間続 い た 保育園運営を不公平で あるこ とを理 由と して打 ち切り、

閉鎖 して い る 。 ）

2 ． 日本 にお ける企業内保 育断研 究の推 移

　企 業内保育所 には こ の よ うな経緯で今 日に至るが、 これ らを企業内保育所研究に絞 っ て

考察 して み る と、まず経済成長期に共働きが増加 した 社会の 要請に よ り調査 された雇用促

進事業団婦 人雇用調査 室の ケー
ス ス タデ ィ （1969）が ある 。 しか しなが ら、これは 「職場

託 児所」 の 調査結果報告書とも言 うべ きもの で 分析 には至 っ て い ない
。

S また産業労働調

査所企業福祉編集部 （1993） も特集 「仕事と家庭の 両立 支援」 におい て 雇用促 進事業 団婦

人雇用調査室の ケ
ー

ス ス タデ ィ と同様に 企業事例を掲 載 して い るに留ま り、詳 細に至 る分

析は行 われ て い ない 。
9

沼辺 （1997）の 無認可 保育の研究にお い て も事業所内保育施設に
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つ い て の 記述は 「婦人労働者を多数雇用する事業駈内に設備された保育施設」 と して企業

委託型保育サー
ビス 事業とともに僅か数行 に 留ま る の み で あ る 。

so
しか しなが ら 、

これ ら

を比較する と時代の推移が把握で き、企 業内保育所研究が時代の ニ ーズ とか み 合っ て きた

こ とが読み取れ る。また、企業内保育所は他の 無認 可保育施設 とともに活用す べ き社会資

源の
一

つ として位置付けられ 、研究対象 として の 価値も見出 され る。

　 女性労働 と保 育問題 を関連付け、詳細 な背景 と分析の 伴っ た代表的研究と しては、橋本

く1992）の 女性労働 と保育の 研 究が挙げ られよ う。 橋本 は戦前か らの女性労働お よび 保育

所要求の流れを詳細に まとめ、戦前におい て は専売公祉の 事例、戦後にお い て は ソニ
ー

の

企業内託児施設の 事例を挙げて分析 して い る 。 橋本は 「女性が 子 どもを生み パ ー トタイ マ

ーに転換す るこ とは今 日の 保育政策お よび女性政策の枠内で最も都合の 良い 解決方法に 見

えて はい るが、実は企業側の 狙 う女性の 低賃金 を据え置く恰好な方法で ある］と指摘する 。

橋本は また職場内保育所 、 企業内託児施設が 「資本の 利益X 労働力確保 を直接の 目的とし

た対蜘 で あれば 、保育面 で の 理 念 と矛盾する結果を生む恐れ があ り 、 政府の 企 業内託児

施設政策も 「低保育政策の
一

環」 にすぎな い の で は ない か と唱 え、f企業内託児施設で はな

く、職場内 『保育所』として」 の 発展 を伴えば 、 企業内保育所が働 く母親の 要求に合致 し

た保 育施設 とな りうる と結論付けて い る 。

“
橋本の 述べ るとお りパ ー トタイマ

ー活用で の

「職場託児所亅 は 企業の利潤追及の 手段に過ぎず、保膏面は もとよ りそこ で労働 に従事す

る従業員の 職業生活の 質を逆に貶め る こ とになる 。 企業内保育所研究におい て は従業員の

ニ ーズに合致 した質の 高い保育を企業が担 えるか を現存の保育駈の 詳細な研究を通 して行

うこ とが必須 とな る 。

　企業 内保 育の 是非 をめ ぐる見解として 岡田 （1990）は企業内保育所 につ い て 「『市中の 託

児専門機関』が発 達しつ つ あるため、特 に企業に特殊事情がある場合を除き 、 原則的 に は

次第に整理すべ き施策の範疇に入るで あろ う1 と記 して い る。また欧米先進国で も事例が

少ない ことを挙げで 2 「子 供が乳幼児の 段階では 、 家庭で十分に面倒をみ るの が 、豊か な

時代 におけるハ イ タ ッ チの ため大切な用件と考えられ る亅 と主張して い るDt3 岡 田の 論ず

る豊か な時代の 育児とは （子育て は両親の 賈任で はあるが女性が育児 を担 う現状を鑑み る

と）恐らく家庭内で の 母親に よ る育児を意味し 、 子 育て後 の再就業あるい は奪業主婦化 を

豊か な時代の 要件で あるとして 女性の 家庭回帰を示唆するもの と考え られる 。 しか しなが

ら 、 この 論点は果た して バ ブル 期 fゆ と り時代」 を過 ぎて も存続 しうる もの だ ろ うか
。 岡

田の 主 張では企業内保育所は豊かな時代におい て整理す ぺ き施策で ある とされ 、 女性の 継

続就労や企業役割は
一

掃されて い るが 、こ の よ うな概念は女性の 社会進出 と少子化が進行

して い る男女参画時代にお い て 時代 と逆行す るもの で はない か 。

　岡田と対照的な見解と して長 田 （！993）の 企業内保育研究が ある 。 長田は 9保育責任の

所在は個人 と行政組織で担 っ て きてお り、企業實任を前提と した保育は 存在 し得 ない j と

して い るが 、業務上の 理由か ら一般的保育事業で対応 しえない保 育対策が企業課題で あ る

こ とか ら企業内保育を研究対象 として い る 。

’
長田は 企業に よる保 育支援を事業所 内保育と

企業委託型保育の 二 形態比較に よ り分析 し、事業所内保育事業の m ス コ ス トに注 目して 単

独企業よ りも複数企業に よ る形態に お ける人件費ロ ス が少ない として企 業委託型保育サー
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ビ ス が将来的に発 展す るだ ろうと結んで い る。14 長田 と岡田 の 論点にお ける大 きな相違は 、

岡田が企業の 保 育施設 が原則 として は 次第に減少 し保育の 所在を家庭に求め るの に対 し、

長 田は 企業に よ る保育支援が 女性 の 祉会参加 を支援 し得、社会的使命を果たす もの と して

定義 して い る点で ある。ま た 長田は 女性労働力活周を企 業に とっ て も正 しい 鍵 として位置

付け、少子化に伴い 淘汰す る保育所がある現状を鑑み て 企業と保育界の 連携を展開すべ き

だ と掲 げて い る。

　杉本 ・中田 ・森田 （199t）の 研究は働 く母親 と保育問題 をテーマ とした包括的 日米比較

研究で あるが 、 口本の 企業内保育に つ い て は保育の 一
形 態 として そ の 存在 の 紹介に留ま っ

て い るtt ただ し、ア メ リカの 企業内保 育に つ い て は 「最近の ア メ リカの 保育要求 は、こ と

に労働組 合の 保 育要求は、企業の 保育援助 に集中して い る 。 こ れ は企業内保育所 の設 置だ

けで な く、多様な方法で の 企業の 保育責任へ の参加が求め られて い る」 と記してお り、
15

比 較研 究に よ っ て 企業支援形態 と女牲 労働 の さらなる展開が伺われ、企業内保育研究も導

入 可能 と考え られ る 、，

　椋野 ・二 村 （1997）は 企業内福祉 と して の 育児支援の 形態 をま とめ、企業内保育所に つ

い て は そ の
一

部 と して紹介 し 、 問題点を 中心 に分析 して い る 。 その 問題点 とは 、 まず企 業

内の 全従業員が必 ず し も利用で きる もの で はない 二 とか ら 「利粥にお ける不公平性」 を挙

げて い る。不公 平となる要因は 、  従業員中、利 ff1す る の は 共働きの 杜員の み で ある 、  

定員が あ るた め定員超過時に は利用で きない 、  通勤問題に よ り子供連れ で 出勤で きない

者が い る、  複数 の 事業所がある企業にお い て は企業内保育所を設置 して い ない 壇域が あ

る こ とを指摘 して い る。 また 、  残業 、出張、時間外や病時 の 対応不可 、  高額 な設置運

営費用、賃貸料に よる運営非効率  企業の 保育所経営に対す る不慣れ   育児期の 従業員が

1 ヶ 所 に集 中す る必 要性  保 育所を利 用す る児童数の 増減  企業の イ メ
ージダ ウン とな る

事故発生要因で あ るとの 「企業内保育所 の 非効率性 」 にも目を向けて い る 。 企業内保育所

の 利点に つ い ては 、人材確保、企業 PR の 可能性、生 産性 向上 、職場の ゆ とりや優 しさの

欠如を防 ぐ緩 衝材 とい う点を企業に とっ て の 育児支援の 意義として挙げて い る。 実施につ

い て は 公平性 、効率性の 向上推進が指摘 されて い る。
16

3 ．企業内保 育撰研究の 重要性

　 ヒ記の 先行研究で 見る限 り、企業内保 育所 に つ い て は 焦点 を当て た もの は極め て 限 られ

て お り、取 り L二げ られて も企 業内襦祉で の 育児支援 の 特殊形態 と して紹介 され る程度で 、
一一
握 りの 研究 を除 い て は詳細な分析を欠 い た もの が ほ とん どで あ る。で は、なぜ 企 業内保

育所研 究には 焦点が あ て られ ない の か。その 理由 として 次の 3 要因が考え られる c、  従来

の 企業を対象 と した研 究に は ジ ェ ン ダー
醗点 が欠 けて い る。  地域の 保 育施設が普及 して

い る日本で は政府の 保育政策が 中心で あ り、企業内保育所は実施割合が低 く、数に 限 りあ

る特殊事例 と して 研 究対象の 枠外 に位置付 けられて きた。
17

  企 業内保育所研究は企業研

究 と保育研 究 の どち らの 領域か らも見逃 され、両分野問の 連携 も欠い て い たた め女性労働

と企 業支援を関係づ け る研究に は限 りが あ っ た 。

　 しか しなが ら先述の とお り、男女参画時代を迎え 、
こ の 二 分野を関連 させ た企業の 役割
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を考察する必要性が出て きて い る 。 時代の 流れ と ともに企業関連の 各誌な どにおい て も企

業内保育所が取 り上げられ るよ うに なっ た 。 例えば、PHP 研究所 『THE2 霊』の 2001 年の

ベ ス トカ ン パ ニ
ー （1992年 1 月）で企業内保育所カ テ ゴ リーの 上位 5 社はrp トワール 海渡

に次ぎ、西武セ ゾン グル
ー

プ 、日本電波工 業、目本た ばこ 産業、ジ ャ ス トシ ス テ ム とな っ

てお り、企業内保育所も企業の 優良性を計る指標の
一

つ として用い られて い る。利点に っ

い て は あまり分析 され て い ない 企業内保 育所であるが 、 育児期の 働く親に とっ て は選択肢

の
一

つ と して 、また企業に とっ ては育児支援の
一

形態 として存在価値は十分に ある と考え

られ る。企業内保育所は男女参画の 時代にお い て政府によ っ て も推進され て い る施策 で あ

る 。 1978 年か ら政府は児童 手当制度の福祉施設事業として 国庫補助を行い 、厚生省が財団

法人 こ ども未来財団に委託 して 子供 の 視点に立 っ た保 育施設 へ の 取 り組み として 事業所内

保 育施設整備等助成事業な どの 支援を行 っ て きた 。 また 1993年以降は、労働省 にお い て も

「働 く母親 の 立場 から仕事 と家庭を両立するための施策亅として財団法人 21 世紀職業財団

に委託 し f育児 ・介護費用安定助成金」 を支給 し 、

且S
労働省女性局に よ る と 韮998年に助成

され た事業所はお よそ 130〜 140件で ある 。 こ の よ うな取 り組みが 行われ 、また保育の 社会

化や女性の社会進出が進行す る中で 、 企業内保育所が育児支援の 選択肢として 存在す る意

義は 大 い にあ る 。 企業内保育所研究は さ らに深め られ るべ きで あ り、 様 々 な導入 事例 と企

業労務 の 背景に つ い て詳細な分析が待たれて い る。

おわ りに

　男女 共同参画時代にお い て 、育児支援制度の 選択肢の 拡大 と制度の 充実が 早急 に望まれ

て い る。戦後ρ 日本経済成長期 、
バ ブル 経済期を経た後、日本経済ぷ従来の 腿用パ ター

ン

で は存続が危ぶ まれ、転換期にある現在 、パ ー トタイ ム就 労や出産期まで の女性活用 を女

性雇用 の 柱 として きた企業の 雇用パ ターン は終焉を迎 え真の 男女参画時代に入 る の だろ う

か。 もしそ うで あれば時代 の 変化の 中で女性労働形態 と育児形態を さらに掘 り下げて 考察

し企業 の 発想転換 を図る必要性 が生まれ る 。 そ うなれば、企業の家族支援の
一

形態で ある

企 業内保育所研 究は 、 企業が 経営、女性雇用、社会問題 をどの ように 定義付 けて い くか を

明確に読み取 る指標 となろう。 今後はその 内情を利用者の 実際の 声を聞くケー ス ス タデ ィ

に よ りこ の 間題分析を深めて い く必 要がある 。 また、企業内保 育所 を積極的に導入 して い

る企業の 例を他の 国々 との 比較 におい て分析す る必 要 もあ ろ う。 特殊形 態と して 片隅に 追

い や られた感 の あ る研究対象で はあ っ たが 、現在で は企業内保 膏所が企業の 優良性 を計 る

指標の
一

つ と して しば しば用い られ 、研 究の 重要性 は増 して い る。企業が優良企業と して

再生す るために 、 そ して男女参画を図る中で、企業内保育所を通 して み る企業経営や雇 用

の あ り方の さらな る分析が望まれる。
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フ レ キシ ブル 生産 と購買管理
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は じめ に

　本稿で は 、 生産 の フ レ キ シ ビ リテ ィ
ー

の 問題に つ い て 、 資材 ・部品の 購買管理 とい う側

面に焦点をあて 、分析 ・検討を行 う。

　1980 年代か ら 90 年代前半にか けて、 日本の 製造業の 国際的な競争優位性に 注 目が集ま

り、その 要因の 1 つ が フ レ キ シ ブル な生産 シ ス テ ム に あると し、 数 多くの 研究 が蓄積 され

て きたの は周知の とお りであ る 。 生産の フ レ キ シ ビ リテ ィ
ーとい う概念は 、 非常に多義的

な もの で あ るが 、こ こ で は、市場動向の 変化に対す る生産の柔軟性 に絞 っ て 考える。 した

が っ て 、 生産の フ レ キ シ ビ リテ ィ
ーとは 、 需要変動 へ の 機敏か っ 柔軟な適応力 の 度合い を

表す もの とする。そ して 、この 生産 の フ レ キシ ビ リテ ィ
ー

と い う問題 を軸に 、現代の 企業

が 構築 して い る生産 シ ス テム と購買管理 の 仕組み を 、 企業 へ の 聞き取 り調査に もとづ き明

らか に しよ うと い うの が 、本稿 の 大 きなテ ーマ で ある。

1　 フ レ キ シ ブル 生産 と購買管理一
分析枠組み

一

1　 購買管理の 抱 える課題

　現代の 製造業が直面 して い る共通 の 課題 とは何で あろ うか 。 その 場合、製品 の 多様化と

い う現象が鍵 とな る。今 日 、 顧客の 要求 と嗜好 へ の 緻密な対応 を 目的と して 、多様化 され

た製晶 を迅速に 市場に供給す る こ とが、特 に重要視 されて い る。理想的 には 、 市場が必 要

とす る時 に 、必要量だ けつ くる生産 体潮が 構築 で きれ ば よい 。例えばこ れは 、 トヨ タ自動

車に代表 され る ジ ャ ス ト・イ ン ・タイム 生 産方式の 目指す ところで あろ う。 しか し、現実

に は 、 こ の こ とは それほ ど容易な こ とで は ない
。 企業は 多くの 場合、ある時 点で の 販 売予

測 に基づ き生産計画 を策定し 、 生 産準備 を始め るの で ある が、製品 の 多様化の 進展 ととも

に
、 市場の 需要を予測するこ とが困難に な り、自社の 生産動向 と市場における 自社製品に

対す る需 要 との 飛離が生 じる可能性が 増 して しま う。そ うなれ ば 、 企業は在庫を 大量に抱

え るか 、も しくは 製品不足に 直面 し販売機 会を逃す とい う事態に 直面す る。
こ れ を回避 す

る には 、完全受注生産を行えばよい の だが 、こ の 場合、注文 を処理 し効率的な生 産計画 を

立 て 、製 晶が でき あが り市場に投入するまで の 時 間が長 くな る 。 こ の 結果 、 納期の 長期化

は避け られない 。 これ らの 矛盾を可能な限 り解決 ・調整で きる ような生産 シ ス テ ム の 構築

が、現代の企業に は求め られるの で ある 。

　さて 、上記 の よ うな課題を解決す るため に企業は、 どの よ うな仕組み を構築 して い るの

で あろ うか 。 結論 を先取 りすれ ば 、 各企業は 、 市場の 需要変動 に応 じて 生産計画 を可能な

限 り頻繁に修正するこ とによっ て 、 市場変動 へ の対応力の 向上を図 っ て い る 。
っ ま り、生
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産 計 画を販売動 向に 応 じて 、 い か に緻密 か つ 迅速に修 正 で きる の か とい う こ とが 重要に な

る の で ある 。

　 同時 に 、生 産計画 をどこ まで 頻繁 に修 正 で きるの か とい う問題 は、資材や 部品の 購 買計

画 を ど： まで 頻繁に修iEで きる の か とい う問題とも関連する 。
い か に 生産計 湎が 需要動向

に応 じ て 修 iE・変 更され 、製 晶在庫の 削減 が図 られ た とし て も、そ の 分、資材 や部晶 の 在

庫が膨 大に増加す る の で あれ ば 、 そ の こ とが コ ス ト上昇 を招き、結果 として フ レ キ シ ブル

生産 の 意義は
’1，”・減 して しま う。 したが っ て 、生産計画 の 修正 ・変更に応 じて、購 買計画 も

修 IE ・変更 され る必要性 が生 じる 。
い か に 、購買 計画 を柔軟か つ 迅 速に修正 ・変更で きる

か とい うの が 、生席の フ レ キ シ ビ リテ ィ
ー一を規定する大きな要因の 1 つ で あ る。理 想的に

は 、完成品の 生産論理 とll司様 に、所 与の 資材 ・部品が 必要な時に 、必要量だ け確保す る こ

とが で きればよ い の だが、こ れには困難 が伴 う。こ の こ とにつ い て 、も う少 し詳 しく考え

て み よ う。

　通 常 、 企業が資材や部晶の 購 買を行 う揚合には 、発 注 して か ら納品 され るまで 、

一・定 の

リ
ー

ドタ イ ム が必 要で あ る （さ しあた り、購買 リ
ー

ドタイ ム と呼ぼ う）。 それ は 、部品や 資

材を供給す る企業 （以 下 、 サプ ライ ヤ
ーと呼ぶ ）が

、 製品 を生塵 し出荷を準備する の に 、

ある程度 の 時間が かか るか らに他な らな い
。 購買する側 の 企業 （以 下 、メ

ー
カー とする）

は 、サプライ ヤ
ー

が生産 を準備す る の に 必 要な リ
ー

ドタイ ム を確保 しつ つ 部品の 発 注 を行

うこ とが 必 要で あ る。メ
ー

カ
ー

は、納期 よ りも先行 し て 、少な くとも購買 リー ドタイム 分

だ け 先行 して 発 注 を行わなけれ ばな らない 。同時に 、こ の 時問的制約 が購買計画の 変更 を

制限す るか、あ る い は部品在庫 の 増力llを 招 くの で ある。その こ とが 、生産計圃の 変更 を制

限 す る こ ともあ り、結果 と し て 生 麈 の フ レ キ シ ビ リテ ィ
ー

を低め る こ とに なる。現代 の 製

造業企 業の 購 賢管理の 困難 とは 、こ の 閙題 を解決す る こ とであ る。

　そ こ で 、メ
ー

カ
ー

に求 め られ る課題が 、購買 リー ドタイム の 短縮 で ある。 も し 、 購買 リ

ー
ドタイ ム が ゼ ロ で あれ ば、所 与の 部晶が 必 要に なっ た時点で 発 注を行 うこ とが で き る 。

必要 な時 に い つ で も発注 を行 うこ とがで きるため 、必 要部品 の 量が変動 した と して も問題

は 生 じな い 。購 買計画 の 変更に 対 して 、購買 リ
ー

ドタイ ム を短縮す る こ とに よ っ て 対応 し、

生産 の フ レ キ シ ビ リ テ ィ
ーを高め る こ とが現代の 企業に求 め られ る課題な の で あ る r、

2　 購買 リ
ー

ドタイム を決定す る要園

　次 に 、購買 リ
ー

ドタイ ム を規定す る要因 に つ い て 考え て み よう。通常、購 買 り一 ドタ イ

ム の 黛 さは、所 与 の 部品 を生 産す るサプ ラ イヤ
ーの あ りよ うに規定 され る 。

こ こ で 、サ プ

ラ イ ヤ
ーの 納入 り

一
ドタイ ム お よび生産 リ

ー
ドタイム 、運送 り一 ドタイ ム とい う 3 つ の 概

念を導入す る。

　こ れ ら 3 つ の リ
ー

ドタイム の 関係 を表 したの が図 1 で ある 。 こ の 図か ら明 らか なよ うに 、

メーカーの 購買 り
一

ドタイ ム とサプ ライ ヤ
ー

の 納人 リ
ー

ドタイ ム は、い わば コ イン の 裏表

の 関係に あ る。購買 リー ドタイ ム を短縮す る こ とは 、 すなわ ちサプライ ヤ
ー

の 納入 リー ド

タイム を短縮す る こ とで あ る。そ して 、こ の サプ ライ ヤ
ーの 納入 リー

ドタイ ム は 、所 与の

部品の 生産 り
一

ドタイ ム と運送 リ
ー

ドタ イ ム の あ りよ うに 規定される。生産 リー ドタイ ム
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図 1
（メー

カ
ー

の 生産 の 流れ）

　　　　　　　　　　 発注点 納入点 必要点

在庫
一一

レ

　　　　　　　　　　　　 ← 一
納入 り一 ドタイム →

← 生産 リー ドタイムー→ レ ← 運送 リ
ー

ドタイム →

納入 り
一

ドタイム ；サプ ライヤ
ーがメ

ー
カ
ー

か ら確定発 注を受 け取 り 、 所与の 部

　　　　　　　　　品を納入す るまで の 時間

坐 塵 リー ドタイム ； 生産準備を開始 し、実際に完成部品が で きあが るまで の 時間

運送リー ドタイム 1 完成部晶が メ
ー

カ
ー

に届 けられ るまで の 運送時間

は 、実際 の 加 工作業や組み 立て 作業が行われ て い る時間 と次工 程の 作業を手 待ち して い る

時閥 （在庫滞留時問）か ら成 り、こ の リー ドタイ ム と運送 リ
ー

ドタイム の 合計値がメ
ーカ

ー
の 購買 リー ドタイム よ り遙か に長い 場合 、 そ の こ とが購買 リー ドタイム の 長期化を促 し、

結果と して生産 の フ レ キ シ ビ リテ ィ
ーを制 隈す る こ とに なろ う。 購買管理 とは、これ らの

問題を い か に解決す る の か とい うこ とで あ る 。

　こ の よ うに 、メ
ー

カ
ー

の 購買 リー ドタイム とサプ ラ イヤ
〜

の 納入 リー ドタイ ム ・生産 り

一
ドタイ ム ・運送 リー ドタイム は相互に影響を及ぼ し合 っ て い る 。 同時に 、 これ らの リー

ドタイ ム の 関係の あ りよ うは、それぞれ の 産業 ・企業が立脚する生産技術と市場特性に制

約 され る。 したが っ て 、企業の購買管理の 実態分析 を行 う際 には 、これ ら の 要因 を念頭に

置か なけれ ば ならない 。こ の よ うな間題意識の も と、本稿で は 、 自動車産業と電機産業の

事例 を取 り上げ 、 現代の 企業が 構築 して い る購 買管理の 仕組みの 多様な実態 を、 可能 な限

り描 き1到してみ よ うと考えて い る 。

H　 自動車企業の 事例

1　 A 社 の 事例

　日本を代表する 自動車メ
ーカー

で あ る A 社は、非常に 精緻な購買管理 の 仕組み を作 り上

げ て い る。

　購買 り一 ドタイム は 、筆者が聞き取 り調査を行 っ たサプ ライヤー （6 社）全て に対 して 、

約 2 日以 内 と い う極め て 短 い 時間 を達成 してお り 、 そ の 数字は、A 社 の 完成車の 生麓 計画

の 確定が生産 日の 3 日前で ある とい うこ とと連動 して る と考えて よ い
。 同時に 、A 袿は 必

要以 上の 部晶在庫 を抱 える こ ともな く、サ プ ライヤー側が 膨大な在庫を保有 して い る とい

う事実は確認 されなか っ た 。 A 社が精緻な購買管理 の 仕組み を遠成 で きて い る の には 、以
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下に挙げ る要素が 重要で ある と考え られ る 。

  確定発 注に至 るま で に 、生 産計画の 策定過程 と連動 した 、数度にわたる事 前発注情報を

　サプ ライヤ
ー

側に 提示 （内示 ）する こ とに よ っ て 、サプ ライヤ
ー

は
一
卜分 な準備 を行 うこ

　 とが 可能 とな っ て い る。 A 社：の 購買管理 の 仕組み に つ い て は 、発注情報の 伝達手段で あ

　る 「か ん ばん 」 が 起点 とな り、サプ ライヤーの 生産 との 同期化が図 られて い る とい う表

　現がな され る こ とが 多い
。 しか し実際に は 、サプラ イ ヤ

ー側は 、 事前の 数度にわ た る発

　注内示を基 に して 入念 な生産準備 を行 っ て お り、また生産 リー ドタイ ム が長期に及 ぶ部

　品に 関 して は 、
「かん ばん 」 に よ る確定発注が行わ れる時点よ りも先だっ て 製造 を開始 し

　て い る こ とが 多い
。

  しか しなが らサプ ライヤ
ーは、膨 大な在 庫は保有 して い ない

。 そ こで 重要なの が 、 発 注

　内示 と確 定発 注 との 圃に存在す る 発注数 量 の 彜離幅 で あ る。 調 査を行 っ たサプライヤー

　の 担 当者は
、

い ずれ もA 社の 事前内示 に関 して の 信憑性 の 高さを強調 して い た 。
っ ま り、

　A 社 は 、サ プ ライ ヤ
ー

側の 生 産 能力 （生 産 リ
ー

一
ドタイ ム や運送 リ

ー
ドタイ ム ） を十分 に

　勘案 した ヒで 、内示 と確定発注数壁の 間の 轟離幅を最小 限 （約 10％）に抑制 して い る の

　で あ る e

21 う挙ヒの
「
鼻：f列

　 B 社も、r1本を代 表す る 自動車企業 の 1 つ で ある。同 じ 自動車企 業と い うこ とで 、仕組

みの 大筋 に、 A 社 とそれほ ど扣違は な い
。
　 B 社の 購買 リ

ー
ドタイム は、約 3 日で あ りA 祉

よ りは 若
：f長 い が 、精緻 な仕組み を構築 して い る と言 え る。 A 社 と同様 に 、 事前に 、数度

にわ た る発 注内 示 を行 い
、 サ プ ライヤ

ー
に十分な生産準備を行わせ て い る。

　 しか し、A 社 ・B 社双 方に部 品を納入 し て い るサプ ライヤ
ー

の 担 当者に よれ ば、　 B 社向

けの 部品在庫の 方が 、在庫 日数 として は 多くなる傾向が あ り、同時に発注内示 と確定発 注

の 聞 の 乖離蟷 も呂祉 の 方が大 きい とい う。 こ の 事実か ら、以 下 の よ うな論点が 示唆 される。

  B社 の ’1痒 數は A 社の約 4 分の 1 で あ り、当然部品の 発注数量 もA 社 よ りは 少 量で あ る

　 た め 、サ プ ラ イヤ
ー側 も B 社向け部品の 保有在庫の 許容量は 拡大す るで あろ うと考え ら

　れ る。同時に B 社は 、 1 ディ
ーラー当た りで取 り扱 う車種数が 、 A 社よ りも多い た めに 、

　 販 売予測が しに くく、 した が っ て 、内示 の 精度が若 干悪 くなる。

  発注内示 と確 定発注 との 乖離幅 が大 きくな る傾向があ る とい うこ とは 、すなわち生産計

　画の 変動隔が 、A 社よ りも B 祉 の 方が 大 きい とい うこ とで ある。換言すれ ば、事前に 計

　画 し た 生産 予定数量 と需要 との 間に ギ ャ ッ プが生 じや い と い うこ とで あ り、端的には製

　品 （完成車）の 魅 力 の 有無が反映 され る こ と に な る n っ ま り、販売部門で あるデ ィ
ー

ラ

　
ー

に 売れ る 中：を提供で きれ ば 、それだ けデ ィ
ー

ラ
ー

の 販 売能力を拡大で き、生産計画の

　変動を挿 える こ とが可能 となる の で ある 。こ の 点 に つ い ては 、 A 社 の 方 が優れて い る と

　 言え る 。

  B 社は 、生産計画 の 確定が 生産 目の 1 週間前であ り、比 較 して A 社の 場合は 、 3 日前で

　ある。つ まり 、A 社の 方が 、よ り頻繁に 生産計画を修正 で きる の に比 べ 、　 B 社の 場合は、

　 どう して も生産融
・
画の 変動孀が大きくな る傾向が 生 じると考え られ る。
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皿　 電機企業の 事例

　次に 日本の 電機企業C 社の 購買管理 の 事例を紹介す る。 なか で も、 C 祉 X 事業部が構築

して い る購買管理の 仕組み を取 り上げる。 X 事業部の 主要製品は 、
ヘ ッ ドフ ォ ン ス テ レオ、

CD プ レ
ー

ヤ
ー

、　 MD プ レー
ヤ
ーな どの オ

ーデ ィ オ機器 で ある。

　 X 事業部の 購買 リー ドタイム は 、部品毎に多様で ある 。 基本的に は 6 つ の ラン クに 分か

れ てお り、それぞれ A ラン クか ら F ラ ン ク と呼ばれ る 。 A ラン クの 部赭 （抵抗 ・ コ ン デ ン

サ ・ビ ス な ど）が 最も購買 り一 ドタイムは短 く、最短 で約 15H で ある
。 そ して B ラン ク

以降、 F ラン ク まで約 15 日つ つ リ
ー

ドタイム が 延び て い く。当然 、購買 リ
ー

ドタイ ム の

長 さを規定 して い るの は、サプ ライヤ
ーの 生産及び運 送 リ

ー
ドタイ ムで あ り、生産 り　・一ド

タイム に約 3 ヶ月 を要する半導体が組み込まれて い る マ イ コ ンなどの 部品は D ラ ン クか ら

E ラン ク に位置して い る 。 運送 り
一

ドタイ ムが 長 くな る海外部品 （充電器 ・電池ケー
ス な

ど）は 、 ほ とん どが F ラ ン クで ある 。

　A ラ ン クの 部品は、ほ とん どが コ ッ ク方式 と呼ばれ る預託購買方式を採 っ てお り、サプ

ライヤ
ー

が X 事業部の 工 場内に 倉庫を保有 し 、 C 社は、工場で使用 した分だ けサプ ライヤ
ーに発注 を行 う。従 っ て 、購買 リー ドタイ ム が他 の 部品 に比べ て短 い の で あ る 。 当然サプ

ライ ヤ
ー側 は、倉庫内に

一
定の 在庫 を抱 えて い る の だが 、それ らの 部品は標準部品で あ り、

‘

仮に C 祉か らの 発注が途絶えた として も 、 他の メ
ー

カ
ー

に も販売す る こ とが で きるた め 、

それ ほ ど飜題 とはな らない
。 その 絶の ラ ン ク の 部品、例 えば E ラ ン クに位置す るマ イ コ ン

な どは 、約 3 ヶ 月萌に発注を行 っ てお り、 2 週間毎に策定 され る生産計画 との 謡離が 、ど

うし て も生 じ る とい う。 従 っ て 、現在は 、購買 り一 ドタイ ム の 長 い 部品 の 調達状況が生産

計画の 調整可能範囲を規定す る とい う傾向が強い 。

W 　お わ りに

　こ れ まで 、自動 晦企業 A 社 と B 社 、 電機企業 C 社 X 事業部の購 買管理の 事例を見て きた

が、最後 に こ れ ら 3 社の 仕組み 、特に 自動車企業 と電機企業を比較するこ とに よっ て もう

少 し分析を加 え て み たい
。

　1，k動車企業A 祉 ・B 社の購買 リ
ー

ドタイ ム と比較 して 、　 C 社 X 事業部の リー ドタイムは、

非常に 長い ことが 指摘 で きる。 そ してそ の こ とが 、生産計画の 修 正 をい か に 実行 で きる の

かい う閙題に影響 を与 えて い る。 しか しなが ら 、 先述 した よ うに 自動車企業 の サ プ ライヤ

ー
の 中で も、生産 リー ドタイ ム と運送 リ

ー
ドタイム の 合計が、購買 リ

ー
ドタイム よ りも短

い 事例 は滅多に存在しない 。 通常は、事 前の発 注内示 に よ っ て、サプ ライヤ
ー

は 入念な生

産準備を行 っ て お り、メ
ーカー側 も確定発注 との 垂離は最小限に抑制して い る。換 雷すれ

ば 、 白動 市企業におい て は、そ れほ ど生産計画及び購買計画の 修正 ・変更は行われて い な

い とい うこ とで あ る 。 A 祉 ・B 社双 方とも、月次の 生産計画の 時点で 車種別の 生蘆壁は 固

定 され 、その 後は仕様に 関して の 調整が行 われ るに過 ぎない
。 その 際に も 、 各車種には 特

定の 売れ 筋 の 仕様が存在し、その 分に関 して は販売予測 も比較的容易で 生産 量の 中の 圧 倒

的多数を占めてお り 、 仕様変更に対す る生魔の フ レ キ シ ビ リテ ィ
ーの 大部分は、売れ筋仕

様 以外 の 少貴 しか 生産 しない 仕様 に 関す る もの で ある。そ の 若午 の 変更が、内示 と確定発
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注 との 彜離 （約 10％ ）に反映 され るの で あ る 。 だが 、い わ ばこ の 微調整の 仕組み の 意義は

重要で あ る。 3 卩以内 とい う極めて短 い 購 買リー ドタイム の 実現 によっ て生産計画 の 頻繁

な微 調整が filkUとな っ てお り、その こ とが生産 シ ス テ ム の 需要動向 へ の 適応力 を
一

挙 に高

め て い る の で ある 。

　比較 して C 社の 場合は 、 サ プライ ヤ
ーの 生産 ・運送 リ

ー
ドタイ ム に ほぼ適応 させ た購買

リ
ー

ドタイム で あ り 、 その こ とが 生産計画の 大幅な修正 を困難 に して い るとい う状況が 存

在 して い る 。 こ こ で重要な の が 、 市場特性で あ る 。

　平均 して 4 年毎にモ デル チ ェ ン ジが な され る自動車 と数 ヶ 月毎に モ デル チ ェ ン ジがな さ

れ る よ うな、極め て フ ァ ッ シ ョ ン性 が高 く技術革新の 激 しい オ ーデ ィ オ機器 とで は、当然

市場変動の 激 し さに は 差が 生 じ
、

オーデ ィ オ 機器の 方が需要予測に関 して 困難が伴 うで あ

ろ う 。 とは い え、需要変動 に応 じて生産計画 を頻繁か っ 大幅に修正 し、そ れ をそ の まま購

買 計醸 へ と反 映 させ れ ば、 リ
ー

ドタイ ム の 関係上サ プ ライ ヤーが 対応 しきれ な い こ とは 明

白で ある 。 加 えて これ までは 、 C 祉 自身 「生産 した モ ノ を販売側が売る 」 とい う生産側 の

論理 の 意識 が 強か っ た とい う。 従っ て 、現在、C 祉で は 、サプ ライ ヤ
ー

の 生産 ・運送 リ
ー

ドタイム の 長さに ほぼ適応 させ た、長い 購買 リ厂 ドタイム の 影響で 、そ れほ どフ レ キ シ ビ

リテ ィ
ー

の 高い 生産体制を敷 く ことがで きず、約 1 ヶ 月 分の 完成咼在庫を抱え て い る 。

　 C 社は 、自動 肛企業の よ うに 需要変動 に応 じて 生産計画 を小刻み に修正 する仕組み を構

築 し、運用す る コ ス トよ りも、生産計画 を 2 週間分固定 し、その 代わ り製 品在庫 をあ る程

度持 っ こ とに よ っ て 、需要変動に 対応す る方が、現時点で は、相対的に見て コ ス トが安 い

と判断 して い るの で あ る。

　 日本の 製造業を代表す る産業 として 、自動車 ・電機産業が取 り上げられ る こ とが多い が、

両者の 生 産 シ ス テ ム を見て も 、 市場特性 の 違い に よ り 、
フ レ キ シ ブ ル 生産 の あ りよ うは 異

なっ て い る。今後は 、よ り体系的な比較分析が必 要 で あろ う。
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　　　　　　　高知県下の 小規模企業の 情報化 と人材育成

　　　　　　　　　　　　　
一
実態調査を中心 に

一

　　　　　　　　 Information　technology　and 　human　resource 　development

　　　　　　　　　　　　　 in　the　smaller 　business　in　Kochi　prefecturc

　　　　 　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　 高知大学　　　中川香代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Kochi　 university，Kayo　 Nakagawa

は じ め に

　本稿は 高知県内企業で 】 996 年か ら行われて い る情報化 の 成功事例 を紹介 しつ つ
、 中

小企 業の 「自律的情報化」 の 重要性 とそれ に よ る人材育成の 効果 を明 らかにす る もの で あ

る 。
こ こ で扱 う事例は 、

「他律的」 な情報化 の 弊害 を克服 し、「自律的」 な企 業 の 情報化

へ と方 向転換 し た小規模企 業の 事例で ある 。 それ は経営者や従業員が 、 地域的 なサ ロ ン 活

動活動を通 し て 、コ ン ピ ュ
ータを道具として使 い やすい もの に改善す る能力を身に つ け、

業務の 管理 ・改善能力を向上 させ た と い う点にお い て 地城企業に おけ る人材育成の 成果 と

い える 。 80 年代の 情報化投資に よ り導入 した ニ ン ピ ュ
ー

タが 陳腐化 して い る とい う問題

をか か えて い る企業は少な くない
。

こ の 問題 は 、 企業の 業務改善に支障をきた し、事 業活

勦 の 発展 の 妨げ となる 。 これまで 情報産業に 依存 して 情報化を行 っ た企 業の なか に は 、
「他

律的 A 依存型の ままで シ ス テ ム の 更新を しよ うに も資金力 が続か ない とい う企 業や 、
い っ

ぽ う安価なパ ー
ソナル ・コ ン ピ ュ

ー一タ （以下、パ ソ コ ン ）を 「自律的 1 に 業務に適用 で き

ない とい っ た 問題 に直面 して お り 、 情報化投資がむ しろ企業経営の マ イ ナ ス に なっ て い る

事例が多い 。 企業経営に と っ て情報化投資が真 に積極的な役割を果た すた め の 条件は なに

か 。 本稿は 以上 の よ うな課題 を明 らか にす るため に 、
98 年か ら 99 年 にか けて 筆者が 高知

県下の 企業を聞き取 りに よ っ て調 査 した もの で あ る 。

1 ．「自律的情報化亅 の 条件

　高知県下の 中小 企業の 取 り組み が掲げた 「自律的情報化」 の 条件は次 の 2 つ で あ る。 第

一
に、情報化 の 担い 手の 自立化 とい うこ とで ある。これは すなわ ち 、 情報サー ビ ス 産業に

全面的に依 存する こ とで は な く、 経営者 、 業務担 当者 が 自ら情報化 を担 うこ と で あ る 。 し

たが っ て 、自社 開発 の み に限定する もの で は な く、適当な パ ッ ケ
ージ ソ フ トウエ ア を選 択

して 自社で利用で きる技能をもつ こ とも含ん で い る 。 場合に よ っ て は 、 情報サービ ス 産業

に部分的に依存す るととも辞 さな い が、そ の よ うな場合に お い て も自社で 継続的な情報化

をすすめ られ る条件 を整 え て お く必要が ある。本稿で扱 っ た事例は い ずれ も自社開発 し て

い る 。

　ユ
ーザー企業自身が シ ス テ ム 開発する メ リッ トは第

一
に 、業務 に最 もくわ し い 者 が情報

化に取り組む こ とがで き る点で ある。外 部の ソ フ トウエ ア ハ ウス に シ ス テ ム 開発を委託 す

る と双方に 業務上 、 情報化上 の 伝 達の 理解 に齟齬が 生 じ、業務 に役に 立たない シ ス テ ム が

組まれ る危険性が 高 くな りが ちで ある 。 第二 に 、 企業内に 情報化人材を育成 して 、情報化

ノ ウハ ウを蓄積す る こ とに よ っ て 、自祉で の 持続的な情報化の 展 開を 可能 に し、ま た 人材
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とノ ウハ ウを社内の 資産 にする こ とがで きる 。 こ れを もし外部委託 する と外部の 業者の 人

材 育成に な るが 自社の 人 材 育成 に は直接に は つ なが らず、また情報化 の ノ ウハ ウも外部の

企業に蓄積 され るだけで あ る 。 従 っ て 持続的に惰報化を行お うと して も再び外部の 業者に

依 存せ ざる を得な くなる の で ある。
一

度外部に 依存す る と永続的に 外部 に依存せ ざる を得

ない とい う悪循環が継 続す る こ とにな る 。 その 揚 合に、資金力の 弱い 企業は 、即時 に密着

した細部 に わた るサー ビ ス を受 ける こ とは不 可能 に近い 。 しか し今 H の 情報化 社会 に おい

て情 報化は企業の 生命線 ともい え、常に 業務活動 と連動 して い な くて はならない 。

　 「自律的情報化1 の も う
一

つ の 条件は 、中小企業が相互 に情報化 をサ ポー トしあ うネ ッ

トワ ーク が形成 され る こ とで ある。中小企業で は企業内にお い て 情報化 を自律的に推進す

る うえで 、情報化に 適 した優秀な人材 を企業内で確保す る こ とが と りわ け困難 で ある。 し

たが っ て 「自律的情 報化」 が 中小企業で 推進 され る過程 にお い て 、行政の サポー トととも

に地域 で 企 業間 ネ ッ トワ ーク を形成 して い る。

　高知の 中小企 業で 「自律的情報化丿 が成功 した要因の
一

つ は中小経営者が 活発 に情報化

交流 を行 っ て い る こ とに あ る 。 こ の こ の 企 業間交 流は 「情報化 サ ロ ン 」 と呼ばれて い る 。

そ こ で は 「情報化自立 」 した企業 が 「初心者企業亅 の 指導を行 っ た り 、 相互 に教え合 っ て

お り 、 そ の こ とが 「サ ロ ン 」 に参加 した 企業 の 「自律的情報化 」 を促進 して い る 。
「サ r

ン 活動」 で 相互 に教え合 う内容 は 、
コ ン ピ ュ

ー
タ操作の ノウハ ウだけで な く、開発 したプ

ロ グラ ム を
一

仕 が開発 した もの で 部分的に他社で利用で きる も の は相互 に教え あ っ て利用

する場合が あるな ど、中小企 業が 「自律的情報化 」 する上で 貴重なサ ポー
トする組織に な

っ て い る。 さらに 、こ の 「サ ロ ン 」 には 「一社 は最低二 社 を育て る こ と 」 と い うル
ー

ル が

あ り 、 そ の こ とが
“
ねず み算的

”
に情報化交流の すそ の を広げる要因 に な っ て い る 。 実際

に は
一

社が 五社以上 の 振導 を した り 、 相互 に教え合 う場合 、 新た に情報化 を 開始 す る企業

に対 して は何桂 もが指 導す る場合 が あ るな ど、多様な形 で情報化交流 活動が展 開され て い

る 。 こ の よ うに 同 「情報 化サ ロ ン 」は 情報化の ノ ウハ ウだけで な くプ ロ グラ ム の 共有も行

う場にな っ て い る 。

2 ．自社開 発 の 情報化に 取 り組む 企業

　筆者が 調査 した 10 社 俵 1） の 経営者 は従来 自杜の 情報化 に悩み を もっ て お り、い ず

れ の 経 営者 も多かれ少 なかれ情報機器が思 い 通 りにな らない こ とによるス トレ ス を抱 えて

い た。また 、業務 改善 に ともな っ て シ ス テ ム を変 える必要があ っ て も資金力がない ために

シ ス テ ム 改 簿を 見合わせ る こ とを余儀 な くされて い た 。 さらに 、 急ぎの メ ン テ ナ ン ス が必

要 に な っ た 場合に も、委託業者が 休 日で何 日か 待た なけれ ばな らな か っ た り k 委託 業者 の

開発担 当者が い な くな っ た た めに 修正 に手 が つ け られ な い とい っ た ケ
ー

ス もあ っ た 。
こ の

よ うな状況 の なか でほ とん ど の 企 業 の 業務改善が制約 され て い た 。 各企業にお い て シ ス テ

ム 開発 に取 り組ん だ人 の 年齢は 40 歳か ら 50 歳まで の 間 の 人で ある 。 中には A 社の よ うに

2（｝歳代 の 女性 と 40 歳代の 男性 の 組み 合わせ で あ っ た り 、
E 社の よ うに 30 歳代前半の 後

継者が 行 っ た場 合もあ る 。

　 こ れ ら企 業の 取 り組み に対 して行政が 積極的 な支援を行 っ て い る 。 県 の 中小 企業情報セ
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ン タ
ー

が 県 を通 じて 中小企業庁が行 う情報化 要求を して 中小企業情報化支援補助金 を得

た
。 これ に よ っ て 情報化の ア ドバ イ ザー

の 人件費とハ
ー

ドウエ ア の 資金が まか なわれ た 。

こ れ が ス ター トす るに あ っ た っ て は 、 県内企業の A 社が 專門指 導者 を大阪で発 見 し、情報

化ア ドバ イ ザー と して 県の 中小企 業情報情報セ ン タ
ー

（以下 、情報セ ン タ
ー

）に招聘 をす

すめ
、 情報 セ ン ターは、これ を コ

ーデ ィネイ トし、活動 をサポー
トして きた 。 こ の よ うな

行政側 と民間企業の 連携が 「自立的情報化」 を成功 させ る うえで重要な役割 を果た した。

3 ．「自律的情報化」 に よる効用

　　（1 ）「自律的情報化 1 の 直接的効用

　　「自律的情報化」 に よる効用は 、 情報化そ の もの を自律的に行 うこ とに よ る効用 と、情

報化交流に よる効用があ る。 情報化その もの を 自律的に行 うこ とに よる効用 は 、第
一

に、

その 企 業経営者が 情報化 を 自律的に行 う過 程で 、 以前に もまして 自社の 業務 を明確に把握

す る こ とが で きる よ うに なっ たこ とであ る 。 情報化 そ の もの による効果 もさる こ となが ら

情報化 プ ロ グラ ム を組む プ ロ セ ス の 中で 自社の 業務 を把握す るこ とが で きるこ とが企業に

と っ て 大きな意味 を占め て い る。 企業が シ ス テ ム 開発を行 う際におい て 、まず 業務分析 を

行 っ た後に ソ フ トウエ ア 開発 を行 うと い う手順 をとる 。 企業は い きな りパ ソ コ ン にシ ス テ

ム を乗 せ る の で は なく 、 まず徹底的に 自社の 業務 分析 を行 うこ とが 、 シ ス テ ム 開発 をす る

際 に は 不 可 欠な作業で あ る 。 業務分析 とは 、 例えば どの よ うな物流や業務の 流れが あ り現

状は どの よ うな問題が ある の か 、自社 を どうしたい の か とい うこ とを企業は分析す る。企

業は 自社の 業務 の 詳細か つ 明確 な把握 を行 うこ とに よ っ て業務の 改善点 を発見 で きる 。 企

業がシ ス テ ム 開発 を行 う際にお い て 、経営者が長 い 間対 処療法的に 業務の 変革を行 っ たた

め に業務 に 生 じた混乱箇所を整理 した り、管理 があい まい に な っ て い る箇所 を発見す る こ

とが で きる 。 そ れ らの こ とに よ っ て 、精神的負担 を減少 させ た り、労働 時間を短縮す る こ

とが 可能 となる 。 業務内容や管理 が あい まい で ある と企業の 目標や方向性 を考える上で も

それが あい ま い に なり、展望が 見い だせ な くな る 。 しか し 、
「自律的情報化」 の 過程 で行

う業務分析の プ ロ セ ス の 中で 、 経営者が業務管理 ・
改善能力を向上 させ 、 中小企業が活性

化 して い る事例が多 く見 られて い る。

　そ し て 次 に ソ フ トウエ ア の 開発技術 を学び 、 実際 に開発す る こ とに なるが 、 これが 第二

の 効用 をもた らす 。
ソ フ トウエ ア 開発技術の 習得 が 「自律 的情報化」 に寄与す る点は 2 点

ある が、ひ と っ め に情報処理 概念 を経営者 が深 く理解す る とい う点が あげ られ る 。
つ ま り、

コ ン ピ ュ
ー タ 1：で どの よ うに デ ータ が動 くか とい うこ と を経営者が つ か む こ とがで きる よ

うにな る。その こ とで 、 自社の 業務の データ の 流れ を把握 し、自社 の データの 特性 を把握

す る こ とが で きるよ うに なる 。 データ特性 とは、顧 客デー
タが 業種や企業 ご とに異な る、

とい っ た事例を指す。例 えば、一
般的に 消費財 、た とえば酒店 の データは同 じ顧客に対 し

て 年に何度 も追加修正 が必要に な る。 し か し、葬祭業の 場合に は数年か ら十数年 、場合に

よ っ ては数十年 も同 じ顧 客の デー タ追加 修正が 必 要で ない 場合が 多い 。 しか し、 ！回の 取

引で発生す るデー
タ の 数は酒店 10 行程度ですむ の に対 して 、葬儀 1 件の デー タは 、霊柩

車の 手配か ら供花 、祭壇 の 詳細なデータな ど何 IO もの 項 目が 必要 になる。こ の よ うに デ
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一
タの 流れ と自社 の データ特性 を把握 で きない と、顧 客管理用パ ッ ケージ ソ フ トの 適切 な

選択は 困難で ある 。 ま た 自社で ソ フ F ウエ ア を開発するこ とに よ っ て 自社の データ特性や

デー
タ の 流れ をっ か む こ とが できるよ うになる と、次の 段階で ある戦略的に情報を使 うた

め の 発想力向上 へ とっ なが っ て い く。

一
例 をあげれば、不特定の 顧 客に対 して ダイ レ ク ト

メ
ー

ル を出 し て い た企業が、買い 換え時期や購入 額に合わせ て、顧 客を選んで タイ ミン グ

よ くダイ レ ク トメ
ール を出 して売 り上げ を伸ば したケ

ー
ス がある 。

　ソ フ トウエ ア開発が 直接的 に 「自律的情報化亅 に寄与す るふた つ め の 点は 、 情報化に よ

る直接的 な合理化 の 作用 で ある 。 す なわち事務作業の 軽減が行われ、現場作業が効率化 し、

経営者や 従業員の 労働時間の短縮が行われ 、 本業やサ
ー

ビス 活動 に労力を傾注 で きるよ う

になる 。 そ して余暇 ・啓発活動 時間が 増加 す る よ うに なる とい う効用が あ る 。

　以上 の よ うに 「自律的情報化」 の 直接的効用は 、
マ ン パ ワ

ー
の 増強、ニ

ー
ズ の 迅速な把

握 、きめ細 かな顧客サ
ー ビ ス 等 、他社 との 差別 化が は かれ る 、 労働時間が短縮するこ とな

どで あ る。また情報化の プ ロ セ ス を経験す る こ とに よる効果として 、 中小 企業経営者 自身

に よ る業務分析に よ り事実認 識が深ま り、業務分析 と改善活動の 繰 り返 しに よ る 、 経 営の

現 実的展望 を 見い だす こ とが で きる こ とで ある。

　（2 ） 「情報化交流 1 に よる効用

　 中小 企 業で は 情報化 の 能力 を持 っ た 人材 を確保する こ とが 困難で あ り 、 人材 育成をサ ポ

ー トす る仕組み を 作る こ とが情報化 を進め る上 で 重要で ある 。 従 っ て本ケ
ー

ス では企業間

で 情報化交流 を行 っ て い る。

　第 1 に 、「情報化 交流」 はなに よ りも情報化の ス キ ル に 関す る人材 育成 に 貢献 し て い る 。

そ の 成果は 、まず 、シ ス テ ム 開発 を通 じ て 、経営者、従業員が 業務の 流れ を把握 、分析す

る能力 を育成 し、経営 マ イ ン ドを 向上 させ る もの で あ る が、他 方 で は 、経営者 同士が 各 自

の 成果で あ る情報化 の ノ ウハ ウを共有す る こ とや プ ロ グラ ム を交換する こ とで 相互 の 技術

交流がは か られ 、経営者 の 情報化能力 を育成 して い る 。

　第 2 に 、こ れ らの こ とが地域 の 人材育成、異業種 交流 に貢献 して い る 。 異業種交流は 「自

律的情報化」 の た め に は 非常に効果的で ある。異業種 で あっ て も 「情報化 自立」 と い う明

確 な内発 的で切 実な共 通 目的が存在し、ま た共通の コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン ツ
ー

ル として 、情

報化 の 開発 ツ ー
ル を利 用す る こ とに よ っ て共 通の 課題 を見い だ しやすい 。 とくに、販売管

理 や顧客管理 業務 は互 い に参考に し、プ ロ グラ ム を共 有 した事例 が あ る。異業種間交流で

は 、互 い の 経営を どれ だけオ
ープ ン に して話 し合 い が で きるか が課 題 で あるが 、本稿 の 事

例 の 「情報化交流」 は互 い が 共通 の 開発 ツール を使用 してお り、その こ とに よ っ て必 要最

低限 の 情報開 示 レ ベ ル が 自動的 に設定 され 、情報 の オ ープ ン化 が はか られ て い る。

　第 3 に、情報化 交流を行 うこ とに よ っ て 経営者 の コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン能力や対 人関係能

力が 訓練 され 、地 域の 人 間関係や信頼基盤の 拡大 に っ なが っ て い る。経営者が集 まる こ と

は地域にお い て様 々 なメ リ ッ トがある 。 しか し、公 的機関等が主催 して情報化 の 研修会 を

開催 して も経営者 同士 が全 く交流 しない 場 合が多い
。 ま して 同業者同士 になる となか なか

うち解けて 交流で きない こ とが普通であ る。 しか し、経営者自ら主催す る交流の 場にお い
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て 情報化を出発点に して 、多様なテ ー
マ で経営者 が相互 啓発 して い る こ とは特筆す べ き こ

とで あ る。

　第 4 に 、「情報化 交流」 を行 うこ とに よっ て 中小企業が地域 の 人 問関係や 信頼基盤 を拡

大 して い る。 これ は中小 企業の 直接的利益 には直結 しない が 、地域 の 人間関係や信頼基盤

を拡大 して い くと長期的 に得るもの が 企業には大 きい で あろ う。情報化をい か に 成功させ

る かは 申小 企業に とっ て は経営の 将来 をかけた取 り組み とい っ て もよ い ほ ど重要な意味を

持 っ て い る 。 従 っ て 、
「情報化交流 J に よっ て相 互に苦労 しなが ら 「自律的情報化 」 に 取

り組む企業間の 関係は深 い 信頼関係が で きる こ とは当然で ある。これが地域に 波及 し て い

く効果は大 きい もの があ る。

　第 5 に 、「情報化交流」 は 、地域 コ ミ ュ ニ テ ィ に お い て 、「情 報化 交流」 の 存在をア ピ

ール して お り、経営者同士 だけで な く、広 く地域の
一

般人 に向けて情報化入 門サ ロ ン を 開

催す るな どの 社会貢献 を行 っ て い る 。 例えば、市民を対象に して 「イ ン ターネ ッ ト入 門サ

ロ ン 」 や 「パ ソ コ ン にふれ るサ ロ ン 」 な どを喫茶店や 自社の シ ョ ウル ーム を会場に 開催 し

て い る。 情報化 に取 り組 んで い な い 企業に対 して も 「あたか い 情報化 自立 実践 勉強会」 と

銘打 っ て幅広 く勉強会を呼び かけて い る。

　（3 ＞経営者 と従業員 との 共 同開発に よ る効用

　 「自律的情報化 」 を進 めるために は経営者 と従業員との 二 人三 脚に よるこ とが 望ま しい

が 、まず経営考が情報化 を理 解す るこ とが先決で ある 。 そ の た め には経営者に よ っ て情報

化 の 目的 と、会社全体の 業務革新の 方向を明確に して 、ル ール 改善を経営者が 指揮 し、情

報化の ため の 開発環境 を経営者が整備するこ とが重要で ある 。 こ うした環境整備 が行わ れ

た うえで情報化が取 り組まれ る とよ り効果的な従業員育成が は か られ るの で あ る。

　 A 社 とC 社の 揚合 を例に経営者 と従業員との 共 同 開発の 方法 をみて み る と、両社 とも事

務職が シ ス テ ム 開発 に参加 して い る 。 過 去に シ ス テ ム 開発 を外部委託 して い た 場合に、従

業員は単に 数値入 力 をす るオ ペ レー
タ
ー

にすぎず、デー
タ の 意味 と流れ を業務 とつ なげて

理解で きて い なか っ たが、自らシ ス テ ム 開発の 担当者に な っ た揚合、単に数値入力をす る

だ けで な く、デー タの 意味 と流れ を業務 とつ なげて理 解で き る よ うに な り、その 数値が顧

客の ど うい う特徴を示 し て い るか が理解で きるよ うにな っ た。そ して 、 か つ て は会社の 単

なるオ ペ レ
ー

タ の 存在で あ っ た り、他 の 従業員の 下請け的な存在 で あ っ た従業員が 、自分

の 意思 と創意工夫で 業務シ ス テ ム の 改善を提案 で きるよ うにな り業務 の 中心的な存在にな

っ て い る。

　また、現場担 当者がシ ス テ ム を開発する と多くの メ リッ トが ある。 業界で は当た り前の

こ とを、従 来は ソ フ トウエ ア ハ ウス の従業員に くわ しく説 明 しな くて はな らず なかなか 業

務 の 詳細な部分 まで理解 して もら えない うちに外部企業で シ ス テム 開発が行 われ る こ とが

多か っ た。 しか し、現場担当者が シ ス テ ム開発 に参加 す る と、自分の 現場業務 に つ い て 予

測をもとに 、考えた とお りにプ ロ グラ ム で きるこ とで 、現場作業の 補助的道 具 として 活用

で きる ようにな っ た 。 外 部委託 して い た 時代には コ ン ピ ュ
ータに使 われて い た とい う気 持

ちが強 か っ た従業 員は 、 自ら参加 して シ ス テ ム 開発 して以降は機械を使 っ て仕事 をす る と
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い う意識 に変わ っ て い る。例えば プ ロ パ ン ガ ス 業者の 場合、設麗されて い るボン ベ 中の ガ

ス が必 要最小限の レ ベ ル で 取 り替 えるか とい うこ とが配 送の効率化 にな るが 、 ボン ベ の ガ

ス の 減 り方は顧客別に
一

律で な く、また季節的 な変動がある 。 顧客の 側別 的な事情は現揚

担 当者で な ければ 知 り得 ない 情報 が多 く、現場で 個別 の 取引先 と接触 して い る担 当者が 最

も顧客の 特性 を知 っ て い る。その ような個別の 事情委 をプ m グラ ミ ン グに組み 込 む こ とで

予測をた て るこ とが で き、配送 の 効率化 をあげ る こ とがで きる。 こ うしたシ ス テ ム を外部

委託 で行お うとす ると、外部の ソ フ トウエ ア ハ ウス には 理解 して もらうこ とがで きない ば

か りか 、 多額 の シ ス テ ム 開発料 を請求 され、中小 企業 に と っ ては大きな負担 とな る 。

　 また A 社の 場合 は、配 送 を担 当す る従業員 と販売事務職が連携 して シ ス テム を開発 した

の で双方 がお 互 い の 業務の 連結 をよ く理解す るように な っ た 。 C 社 の 場合に は、それまで

委 託業者が 作 っ た シ ス テ ム を使用 して い たが 、自仕開発す る こ とに よ り現場担 当者は 、事

務職 を介 して 現揚の 意向が反映 され た シ ス テ ム を作 り上 げるこ とに成功 して い る 。

む すび

　 本 稿で は 「他律的情 報化 亅 を脱 して 哨 律 的情報化 」 に 向か っ て 努力 し て い る地方 の

小 規 模企業の 事例 をみて きた 。 資金力が あ る大企 業で はア ウ トソーシ ン グ によ っ て情報

化 を進 め て も、専属の 自社 の 担当者が 委託業者 とともに シ ス テム 開発 とシ ス テ ム の 保守

に携わ る こ とが 可能で あ る r．しか し、資金力 が ない 中小企業の 場合い っ たん 「他律的情

報化」 を行 うと半永続的 に外部業者に 依存す る悪循環 に陥 らざる を得 ない 状況 に ある 。

すなわ ち十分なシ ス テ ム が組 めな い ぱか りか 簡 単な保守、シ ス テ ム 変更 も困難 とな り、

情報化 に よ っ て 経 営が圧 迫 され 「機械 に 使われ る 」 事態を招 くこ とに なる。 しか し、本

稿 の 事例で示 した よ うに、中小企 業が 「他律的情報化」 の 悪循環 を脱 して 、自律的に情

報化 を行 うこ と に よ っ て 継続 的に 情 報化 を進 め、業務革毅を連続 的に展 開す る こ とが 可

能 とな る 。
1自律的情報化」 は 、情報化 を媒体 と した 企業 活性 化活動で あ り、人材 育成

の 場 で もあ る 。 資金力の ない 小規模 に とっ て は 「自律 的情報化」 をすす める こ とがあ ら

ゆる側面で 今後の 経営 を左右す る とい っ て も過言で はない 。

表 1

調 査熱 象 ：1罫 1：開 発による
ξ・
捕報 匕に 取 り紐 む小規模企業

企業 名
　 A

所在地 業種 創業 資本金（万 FD 年商 （万 FD 従業員（入）
高知 市 燃 料小 売 業（LP ガ ス 、関連機羅） 圭907年 埀

，
000 一

　　　　　　　　 7
高知 市 プ ロ パ ン ガ ス ・氷販売 1980年 700 3，500　　　　　 3
高知市 建 築・電気設 備、管 工事 」964年 3700 30，000　　　　 18

BCDEFH

高知 市 葬儀業 、霊 柩運送業 1950年 3GO 9，000　　　　　 5
高知 市 酒類小 売 ・卸、コ ン ビニ エ ン ス ・ス ト

ー
ユ969年 300 35000　　　　　 8

高知 市 印刷 ・出版業 1964年 1500 20000　　　　　 21
高知 市 鰹 たたき製造販 売、特 産品通販 1979年 1，000 28

，000　　 　　 10
1 高知市 青果販 売 （ギフ ト） ！953年 300 一

　 　 　 　 　 　 　 　 8
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